
第1章

平成8年 情報通信の現況

本章では、平成8年 における情報通信サー ビス、事業者の現況及 びi青幸i疏通量 の動 向等 を紹介

す るとともに、情報通信 が社会経済 に与 える影響 につ いて産業、国民生活、地域 の側面か ら概 観

す る。

第1節 で は、情報通信サー ビスにおける契約数 トラヒック及 び各種サービスの概要等 につ い

て紹介 してい る。

8年 度 においては、携帯 ・自動車電話及 びPHS契 約数が急増 してい るほか、ISDN回 線数

ケーブル テレビ契約数等が顕著 な伸 びを示 している。

第2節 で は、情報通信分野 における事業者の動 向につ いて、事業者数 ・経営動向等 を中心 に紹

介 している。

8年 度 においては、衛星デジタル多チャンネル放送 の開始 に伴 い、委託放送事業者数が大幅 に

増加 した。 また、経営動 向については、7年 度末にお ける全産業の営業収益 と比べ、第一種 電気

通信事業者全体 の電気通信事業収益が相対的 に高い伸 びを示 している。

第3節 においては、情報流通量、情報 ス トック及びi青報通信機器 ス トックの動向について分析

している。

7年 度 にお ける原発信情報量 は、データ伝送等の急速な増加を背景 に増加幅が拡大 している。

第4節 においては、情報通信の高度化 によ り経済社会構造 に様 々な変化が生 じている状況 を分

析 している。

産業 にお いては、情報通信ネ ッ トワー クを活用 したサイバ ービジネ スが活発化 している。

国民生活 においては、個人 による情報通信 メデ ィアの利用増加 に伴 い、 ライフスタ イルの変化

が見 られている。

地域 においては、全般 に情報化の動 きが進展 してい るが、 その進展状況 には地域 ご とに差異が

生 じている。
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第1節1 情報通信サービスの動向
r5尋 ・ト ノ

情報通信サービスの動向を、国内情報通信 と国際 庸報通信の それ ぞれにつ いて見 ると、次の と

お りであ る。

国内情報通信の うち、電気通信サー ビスについては、携帯 ・自動車電話サー ビスの契約数(8

年9月 末、対前年同期比129.5%増)、 高速デジタル伝送サー ビスの回線数(同87.8%増)、ISD

第1-1-1図 国内情報通信の動向
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年度(末)

・加 入電 話契 約 数

46,771,699契 約(61年 度 末)

→61,342,737契 約(8年9月 末)

・携 帯 ・自動 車電 話 契約 数

95,131契 約(61年 度末)

→15 ,306,191契 約(8年9月 末)
・無 線呼 出 し契約 数

2,487,946契 約(61年 度 末)

→10 ,631,301契約(8年9月 末)
・ISDN回 線 数

L198回 線(63年 度末)
→744
,055回 線(8年9月 末)

・高速 デ ジ タル回 線数

2,225回 線(61年 度 末)

→97 ,465回 線(8年9月 末)
・電報 通数

40,050千 通(61年 度)

→41β85千 通(7年 度)

・NHK受 信契 約 数

31,954,635契 約(61年 度末)

→35 ,377,295契 約(7年 度末)
・NHK衛 星放 送契 約 数

1,207千 契 約(元 年 度 末)

→7 ,813千 契約(8年9月 末)

ケ ーブル テ レ ビ契 約 数

437,344契 約(61年 度 末〉

→4,034 ,104契約(8年9月 末)
・無線 局数

4,155,554局(61年 度 末 〉

→17
,315、536局(7年 度末)

・内国 郵便物 数

18,033,930千 通(61年 度)

→25 ,357,701千 通(8年 度)

61628年9月 末

郵政 省資料 によ り作成

(注)11SDN回 線 数 は昭和63年 度末・NHK衛 星 放送契約数は元年度末 を100と した。2
1SDN回 線 は基本 インター フェー スの回線数 である。

3ケ ーブル テ レビは、自主放送 を行 うもの を対象 とす る。
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(単位:指 数)
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内国郵便物数
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100.0
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100,0

100,0

100,0
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103.5
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!98.!
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101.4

!00.6
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107.2
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107.6

255.3

141.5

100,0

290,1
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140.4

1ユ9。2

ll2.1

元

112.1

514。6

170.7

563.8

387,8

lO8.3

103.9

100.0

184.7

135。0

118.5

2

116.6

912。5

204.3

2279.9

511.2

111.1

105,0

194,8

233,0

155,7

125.8

3

120.3

1448.6

237.6

7023.3

683,0

117.3

106,2

315.7

317.0

182.3

132.1

4

123.3

1800。2

268.8

13089.4

905.5

l!6.7

107.5

414.3

427.8

199.6

134.5

5

ユ25.8

2240,5

324.1

!9598.2

1188.2

ll2.4

108.6

484.7

553.9

201、9

135.0

6

ユ28.ユ

4553,1

375.9

28143.1

1795,6

108.1

109.6

545.2

718.7

260.7

132.6

7

130,0

10726.3

426.5

43392.8

3196.0

103.3

110.7

611.0

831.7

416.7

!36.8

8.9

131.2

16089。6

427.3

62108.1

4380.4

647.3

922.4

140.6

Nサ ー ビスの基本インター フェース回線数(同82.4%増)が 高 い伸 びを示 している。

放送サービスについては、NHK衛 星放送の契約数(8年9月 末、対前年同期比12.9%増)、 ケ

ーブル テレビ(自 主放送 を行 うもの)の 契約数(8年9月 末
、対前年度末比10。9%増)が 高い伸

びを示 している。

電波利用 については、無線局数(7年 度末、対前年度末比59.8%増)が 高 い伸 びを示 している。

郵便サービスについては、8年 度の内国郵便 の引受物数が、前年度 と比較 して2.8%増 となった

(第1-1-1図 参照)。

第1-1-2図 国際情報通信の動向
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1341.1百 万 回(61年 度)

→685 .2百万 回(7年 度)

・国際線用回線数

1,149回 線(61年 度末)

→1 ,691回 線(7年 度 末)
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616263元 2 3 4 5 67
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郵政省の資料により作成
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国際 惰報通信 の うち、電気通信サー ビスにつ いては、国際電話取扱数(7年 度、対 前年度比14.3

%増)が 増加 している一方で、国際 テンックス取扱数、国際電報取扱数は年 々減少 して いる(第

1-1-2図 参照)。

1国 内情報通信の動向

(1)電 気通信サービス

ア 電話サービス

(ア)契 約数及びサービス提供地域

(NTT)

NTTの 加入電話契約数 は、8年9月 末現在6 ,156万 契約(対 前年同期比1.4%増)と なってい

る。伸 び率は、元年度以降減少傾向 にある。

また、加入電話契約 を事務用 と住宅用 とに分 けて見 る と、8年9月 末現在、事務用 は1,906万 契

約(対 前年同期比1.2%増)、 住宅用 は4,250万 契約(同1.5%増)で あ る。伸 び率は、3年 度以降

事務用の伸 び率が住宅用 よ りも低 い傾向が続いてお り、契約数の比率は、約2:1で 住 宅用が多

くなっている(第1-1-3図 参照)。

第1-1-3図NTT加 入電話契約数及び伸び率(対 前年同期比)の 推移

(万契約)(%)
8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

6.0

5.0

4、0

3.0

【==コ 契 約 数

(事務用)

===コ 契 約数

(f主宅 用)

-o一 伸 び率

(事務用)

十 伸び率

(住'亡月D

2.0

1.0

0.0
616263元2345678年9月 末

(年度末)NTT資料 により作成

(注) 一昭和63年 度 から、事務用加入電話に集団電話(事 業所集団電話
、地域集団電話) を含む。

年度末

住宅用

加入電話

事務用

加入電話

加入電話

総数(NTT)

契約数

伸び率

契約数

伸び率

契約数

伸び率

61

3,207

3.0

1,425

3.9

4,632

3.3

62

3,319

3.3

1,484

4.1

4,798

3.6

63

3,436

3.7

1,597

4.7

5,034

4.9

元

3,564

3.7

ユ,677

5.0

5,241

4.1

2

3,700

3.8

1,748

4.2

5,448

4.0

3

3,822

3.3

1,799

2.9

5,621

3.2

(単位:万 契約、%)

4

3,930

2.8

1,830

1.7

5,760

2.5

5

4,030

2.5

1,848

1.0

5,878

2.0

6

4,117

2.2

ユ,871

1.2

5,988

1.9

7

4,207

2.2

1,897

1.4

6,104

ユ、9

8.9

4,250

1.5

1,906

1.2

6,156

1.4

■ ■814



第1節 情報通信サービスの動向 旧■■

(新第一種電気通信事業者)

長距離 系新第一種電気通信事業者3社(第 二電電(株)、 日本テレコム(株)及 び日本高速通信(株))

の市外電話サー ビス契約数(ID登 録数の3社 単純集計)は 、8年9月 末現在、3,400万 契約(対

前年同期比10.9%増)と なっている。

また、 これ ら長距離 系の新事業者3社 は、 いずれ も全都道府県(都 道府県内の一部地域 の場合

を含 む。)で サービスを提供 している。

一方、地域系新第一種電気通信事業者の うち、唯一加入電話サー ビスを提 供 している東京通信

ネ ッ トワーク(株)の 加入電話契約数 は、8年9月 末現在2万2千 契約(同31.0%増)で あ り、 そ

のサービス提供地域 は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、群馬県、栃木県、茨城県、山梨県

及び静岡県の9都 県(都 県内の一部の地域の場合 を含 む。)で ある。

(イ)ト ラピック

(総通話回数 ・総通話時間)

7年 度における加入電話相互間の総通話回数 と総通話時間(NTT、 第二電電(株)、 日本 テレ

コム(株)、 日本高速通信(株)及 び東京通信ネ ッ トワーク(株)の5社 合計)は 、それぞれ847.!億 回

(対前年度比1.7%増)、38億9千 万時間(同1,3%減)と なっている。総通話時間が減少 した理由

は、携帯 ・自動車電話やPHSを 利用 した通話への移行や、 マルチメデ ィア化の進展 によるIS

DN及 び高速デ ジタル伝送サー ビスへの移行が一因 として考 えられ る。 ただ し、携帯 ・自動車電

話及びPHSと の相互通話 を含 めた加入電話の トラヒックは、通話回数で6.1%、 通話時 間で1.2

%の 伸 びを示 している。

総通話回数をNTTと 新事業者(4社 の合計)別 に見 ると、NTTが 前年度 に比・ミ1.2%増 であ

るの に対 して、新事業者 は8.8%増 となってお り、総通話回数 に占める新事業者の シェアは、前年

度 に比べ0.5ポ イン ト増の7.7%と なっている。

また、NTTと 新事業者 は主 に県間通話市場で競争 している斌 県間通話回数 に占め る新事業

者の シェアは、31.9%(前 年度比0.6ポ イン ト増)と 横 ばいにあ る。

なお、東京者臥 大阪府、愛知県相互 の通話回数 に占める新事業者 のシェアは、55.8%(前 年度

比1.7ポ イン ト増)と なってお り、 その半分 以上 を占めている(第1-1-4図 参照)。

第1-1-4図

(1)総 通 話 におけ るシェア
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(3)県 問通話 におけるシェア

新事業者 NTr

6

年
度

7
年
度

313%(51.1f意,「 μ1)
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(4)東 京 都、大阪府 、愛知 県相互の通話におけるシェア
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郵政省資料により作成

(注)下 段()は 、対前年度伸び率(%)

(距離段階別通話回数 ・通話時間)

総通話回数及 び総通話時間を 「区域内通話」(市 内通言辞斗金(昼 間3分10円)で 通話で きる単位

料金区域 の中 に終始す る通話)、 「隣接 区域 との通話」及び 「その他の区域 との通話」に分 ける と、

区域 内通話の通話回数及び通話時間は、521.8億 回(総 通話回数の61.6%)、21.8億 時間(総 通話

時間の56.1%)、 隣接 区域 との通話が129.6億 回(同15.3%)、6.3億 時間(同16.3%)、 その他の

区域 との通話 が195,7億 回(同23.1%)、10.7億 時間(同27.6%)で ある。総通話 に対 して、 区域

内通話の占める割合力賊 少 し、市外通話(「隣接区域 との通話」及び 「その他の区域 との通話」)の

占める割合が増加す る傾向 にある。

NTTと 新事業者別 に市外通話の通話回数及 び通話時間 を見 ると、NTTに つ いては、260 .2億

回(対 前年度比6.5%増)、13.6億 時間(同2.0%減)で ある。一方、新事業者 については、65.0億

回(同8.8%増)、3.5億 時間(同6.6%増)と なっている(第1-1-5図 参照)。

(1回 当た りの通話時間別通話回数)

総通話回数 を1回 当た りの通話時間別 に見 ると、1分 以内の通話の回数が470.1億 回で最 も多 く、

シェアは総通話回数の55.5%(対 前年度比2.8ポ イン ト増)を 占めている。 また、1分 以内の通話

は、前年度 よ り7・2%増 加 しているが・その他の通話時間にお ける通話は、前年度 と上b較して減少

してお り、1通 話 当た りの通話時間は短 くなってい る。

NTTと 新事業者別 に通話回数の構成 を見 る と、NTT、 新事業者 ともにシェアが増加 してい

る通話 は1分 以 内の通話で・それぞれ・前年度 よ り2・9ポイン ト増 の56 .3%、 同2.1ポ イン ト増の

45.8%と なっている(第1-1-6図 参照)。

(時間帯別通話回数)

1日 の時間帯別 に総通話回数の構成比 を見 る と・昼 間(8時 か ら19時)は75 .3%(対 前年度比

1.5ポ イン ト減)、 夜間・深夜早朝(19時 か ら翌朝8時)は24.7%(同1 .5ポ イン ト増)で あ り、昼

間の割合が減少 し、夜間 ・深夜早朝の割合が増加す る傾向にある。

■ 置ll6
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NTTと 新 事業 者別 に総 通 話 回数 にお け る時 間帯 別 の通 話 回数構 成比 を見 る と、NTTで は昼

間が74.7%(同1.6ポ イ ン ト減)、 夜 間 ・深 夜早朝 が25.3%(同1.6ポ イ ン ト増)、 新 事業 者で は昼

間が82.5%(同1.4ポ イ ン ト減)、 夜 間 ・深 夜早 朝 が17.5%(同1.4ポ イ ン ト増)で あ る(第1-1

-7図 参 照)
。

第1-1-5図 電話サービス 距離段階別通話回数及び通話時間
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(注)下 段()、 は対前年度伸び率(%)

第1-1-6図 電話サービス ー回当たりの通話時間別通話回数

(1)NTTと 新事業者4社 の合計
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(3)新 事業 者4社の通話時間別通話回数
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(注)()内 は、対前年度伸び率/構 成比:%

第1-1-7図 電話サービス 時間帯別通話回数の構成 比
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㈲ 加入者線交換機端子数

8年9月 末現在のNTTの 加入者線交換機 の総端子数は、6,411万 端子(対 前年同期比1.2%増)

であ る。 また、すべての端子がID送 出可能端子(加 入者が発信時 に長距離系新事業者 を識 別す

るIDを 送出可能な端子)で あ り、NTTの 全加入者 は長距離系新事業・者 と加入契約 が可能 とな

っている。 さ らに、高度 な電話サービスや料金の多様化 を実現す るための基礎 とな るデ ジタル交

■ ■罰8
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換機 の端子数 は5,948万 端子で、総端子数 に占める比率 は92.8%(同7.!ポ イン ト増)で あ る。

一方
、新事業者であ る東京通信ネ ッ トワーク(株)の 加入者線交換機 の総端子数 は、8年9月 末

現在、7万4,816端 子(対 前年同期比31.3%増)で あ り、全端子がデジタル交換機 の端子で、ID

送 出可能端子であ る。

に)電 話サービスの多様化

利用者の高度化 ・多様化す るニーズに対応 して、新 しい電話サ ービスの実用化 が進 め られてい

る。8年 度か ら新た に提 供された り、機能が拡充 された主 なサー ビスは、次の とお りで ある。

(発信電話番号通知サービス)

発信電話番号通知サー ビス とは、電話 をか けて きた相手の電話番号が、電話 を受 けた人の電話

機 に表示 され るサー ビスで ある。加入者は、 自分の電話番号が通話先 に表示(通 知)さ れること

を望むのか、非公開(非 通知)を 望 むのか、選択が可能であ る。 このサー ビスの利 用 によ り、迷

惑電話の防止のほか、多彩 なアプ リケー ションによる有効活用が期待 されている。9年1月 か ら

NTTに よ り、横浜市(神 奈川県)、 名古屋市(愛 知県)及 び福岡市(福 岡県)の3都 市で試験サ

ー ビスが開始 されてお り
、9年 度中には、全国導入 され る予定で あ る。

(転送電話サービスの機能拡充)

転送電話サー ビス とは、かかって きた電話を別 の電話 に転送す るサー ビスであ るが 携帯電話

等 の急速 な普及 に伴 い、場所 を選ばず電話 を受 けたい とす るニーズが高 まっているこ とを背景 に、

従来の 「転送でんわサー ビス」 に機能拡充 した 「ボイスワープ」が、8年6月 か らNTTに よ り

サー ビス開始 された。 「ボイスワープ 」では、携帯電話やポケベルへ も転送が可能で、外出先の電

話や公衆電話か らも転送の開始や停止等 の操作が可能 となるな どの機能が付加されている。

第1-1-8図 携帯 ・自動車電話契約数及び伸び率(対 前年同期比)の 推移
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イ 移動通信サービス

(勃 携帯 ・自動車電話サービス

(契約数及びサービス提供地域)

携 帯 ・自動車電話サー ビスの総契約数(NTTDoCoMo等 地域別9社 と新第一種電気通信事業

者17社 の合計)は 、8年9月 末現在1 ,531万 契約(9年3月 末現在 の速報値2,088万 契約)で あ り、

対 前年同期比129.5%増 と加入電話 と比べて大幅に伸 びてい る(第1-1-8図 参照)。 また、加

入電話の総契約数 と比較 す ると、携帯 ・自動車電話サー ビスの契約数は約4分 の ユとなってい る。

8年9月 末現在、総契約数をNTTDoCoMo等 及 び新事業者別 に見 ると、NTTDoCoMo等 の

契約数は740万 契約(対 前年同期比126 .0%増)、 新事業者の契約数 は791万 契約(同132.9%増)

で・新事業者のシェアは前年同期 よ り0.8ポ イン ト増の51.7%と なってお り、NTTDoCoMo等

のシェアを上回っている。 また、総契約数 をアナログ及びデ ジタル方式別 に見 ると、 アナ ログ方

式の契約数は471万 契約(対 前年同期比7 ,6%増 、8年3月 末比3.5%減)で あ るの に対 して、デ ジ

タル方式は1,059万 契約(対 前年同期比362 .8%増)と 急激 な増加 を続 けている。

また・アナ ログ及 びデジタル方式別の比率 を見 ると、デジタル方式の シェアは8年9月 末現在

69.2%(対 前年同期比34 .9ポ イン ト増)と なってお り、デジタル方式の比率の増加が顕著 であ る

(第1-1-9図 参照)。

この ような携帯 ・自動車 電話サ ー ビスの著 しい成長の背景 としては
、NTTか らの移動 体通信

部門の分離 ・分割 による公正有効 な競争環境 の整備 や、活発 な新規参入 に よる1地 域3社 又 は

4社 体制(PHSサ ー ビスを併 せ る と、移動体通信 市場全体で は1地 域6社 又 は7社 体 制)と

第1-1-9図 携帯 ・自動車電話 アナログ ・デジタル方式別契約数の推移
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い う世界的に見 て最 も競争の進んだ市場 の実現、端末売 り切 り制 の導 入、デジタル方式のサー ビ

ス開始や端末の小型化、軽量化等の技術革新 といった要因 により、結果 として急速 な料金 の低廉

化、多様化が進 んだ こ とが挙げ られ る(第1-1-10図 参照)。

(トラピック)

7年 度 における携帯 ・自動車電話サー ビスの総通話回数 と総通話時間(NTTDoCoMo等 地域

別9社 と新第一種 電気通信事業者16社 の合計)は 、 それぞれ87,3億 回(対 前年度比109,3%増)、

2億2,099万 時間(同111.1%増)で あ る。

総通話回数 をNTTDoCoMo等 と新事業者(16社 の合計)別 に見 ると、NTTDoCoMo等 は44.1

億回(同94.3%増)、 新事業者は43.1億 回(同126.8%増)と なってお り、総通話回数 に占める新

事業者の シェアは、49.4%(対 前年度比3.9ポ イン ト増)で 、約5割 を占めてい る。

距離段階別の通話回数及 び通話時間 を見 る と、160km以 内の通話で は、83.8億 回(総 通話回数

の96.1%)、2億620万 時間(総 通話時間の93.3%)で あ り、160kmを 超 える通話で は、3.4億 回

(同3。9%)、1,479万 時間(同6.7%)と なっている。距離段階別の構 成比 は前年度同様、160km

を超 える通話が極 めて少な く、近距離の通話 を中心 に利用 されている傾 向が続 いてい る(第1-

1-11図 参照)。

1回 当た りの平均通話時間 を加入電話 と比較す ると、加入電話 は2分45秒 であ るのに対 して、

携帯 ・自動車電話は1分31秒 であ り、携帯 ・自動車電話 は簡潔 な通話 に利用 されていることが う

かが える。

第1-1-10図 第一種電気通信事業者の携帯 ・自動車電話サービスの提供地域
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1■甜第1章 平成8年 情報通信の現況

1日 の時間帯別 に総通話回数の構成比 を見 ると
、昼間(8時 か ら19時)は70.5%、 夜間 ・深夜

早朝(19時 か ら翌朝8時)は29 。5%で あ り、夜間 ・深夜早朝の割合が 加入電話(24.7%)に 比
べてやや高 くなってお り

、個 人利用者が多いこ とが推察 され る(第1-1-12図 参照)。

第1-1-11図 携帯 ・自動車電話サービス 距離区分別通話回数 ・通話時間
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(88.9%f
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3.9%(3.4仁 意
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亘D

)
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.)

総 通 話 回 数
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総 通 話 回 数

87.3億 回

(109.3%∫ 曽)

0 102030405060 708090100(%)

(2)這 靖舌日寺問
160km以 内

6
年
度

160km超

93.3%(9,761万 時 間)

(62.2%増)

6.7%(706万

(77.4%

7

年
度

93.3%(20,620万 時 間)

(111.2%増)

6,7%(1,479万

(109,5%

寺間)

.)

寺間)

〉

総 通 話 時 間

1億467万 時 間

(63.2%増)

総 通 話 時 間

2億2,099万 時 間

(111.1%増)

0102030405060

郵政省資料により作成

(注)下 段()は 、対前年度伸び率(%)

708090100(%)

第1-1-12図 携帯 ・自動車電話サービス 時間帯別通話回数の構成比
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■1圏

1単 位:り ・,ノ

時 間 帯

携帯 ・自動車電話

PHS

加入電話

0～1

1.9

2.6

1.1

1～2

1.2

1.4

0.6

2～3

0.8

0.8

0.3

3～4

0.5

0.4

0.2

4～5

0.3

0.3

0.2

5～6

0.3

0.3

0.2

6-7

0.7

0.4

0.7

7～8

1、9

1,2

2.1

8-9

4.1

2.4

4.8

9～10

5.9

4.1

8.8

10-ll

6.4

5.3

8.3

ll-】2

6.3

5.8

7.4

時 間 帯

携帯 ・自動車電話

PHS

加入電話

12～13

5,7

5.4

4.9

ユ3～14

6.4

6.2

7.0

14、15

6.5

6,4

6,4

15～16

6.8

6.8

6.5

16-17

7.3

7.2

7.2

17-18

7.9

7.8

7。4

}8～19

7,1

7.5

6.5

19-20

6,0

6.5

5.5

20～21

5.0

6.0

4.9

21～22

4.4

5.7

4.0

22～23

3.7

5.2

2.9

23-24

2.8

4.2

1.9

携帯 ・自動車電話 と加入電話 との相互通話の状況を見 る と、携帯 ・自動車電話か ら加入電話へ

発信 した通話回数は43.4億 回、加入電話か ら携帯 ・自動車電話へ着信 した通話回数 は31,0億 回 と

なってお り、携帯 ・自動車電話か らの発信 が着信 よ り多 くなっている。 また、携帯 ・自動車電話

相互間の通話は12.8億 回で、携帯 ・自動車電話の総通話回数87.3億 回の14.7%、 加入電話 を含 め

た総通話回数934.4億 回の1.4%に とどまっている(第!-1-13表 参照)。

第1-1-13表 加入電話、携帯 ・自動車電話及びPHSの 相 互通話状況

発 信
着 信

加 入 電 話
携 帯 ・ 自 動 車 電 話
P H S

合 言

加 入 電 話

847.1億 回

43.4億 回

1.7億 回

892.2億 回

携帯 ・自動車電話

31.0億 回

!2.8億 回

43.8億 回

P H S

O.5億 回

0.1億 回

0.6億 回

合 計

878.6億 回

56.3億 回

1.8億 回

936.7億 回

郵政省資料 によ り作成

(注)四 捨五入の関係 で、数値が一致 しないこ とがある。

(イ)PHSサ ービス

(契約数及びサービス提供地域)

PHSサ ービスは、移動通信サー ビスの一つであ り、携帯 ・自動車電話 に比べ てカバーエ リア

が狭 い、高速移動 中は使用で きないな どの制約があ るが、利用料金が安 く、端末が小型軽量で、

32kbpsの 高速データ通信が可能であ るな どの特徴 を有 してい る。7年7月 の首都圏、札幌市(北

海道)で のサー ビス開始以来、エヌ ・ティ ・ティパー ソナル通信網グループ9社 、デ ィーデ ィー

アイポケ ッ ト電話グループ9社 、アステルグループ10社 が順次サー ビスを開始 し、1地 域3社 体

制の競争市場 となっている。

PHSサ ービスの総契約数 は、8年9月 末現在396万 契約(9年3月 末現在の速報値603万 契約)

で あ り、対前年同期比2,889%増 と、サー ビス開始後の1年 間で爆発的に増加 している(第1-1

-14図 参照) 。

(トラピック)

7年 度 におけるPHSサ ービスの総通話回数 と総通話時間(エ ヌ ・ティ ・ティパー ソナル通信

網グループ9社 、デ ィーデ ィーアイポケ ッ ト電話グループ9社 、 アステルグループ8社 の合計)

は、 それぞれ2.2億 回、690万 時間であ る。

距離段階別の通話回数及び通話時間を見 る と、区域 内(加 入電話 における市内通話料金(昼 間

3分10円)で 通話で きる単位料金区域 と同等)の 通話で は、1億3,500万 回(総 通話 回数の76.2%)、

325万 時間(総 通話時間の69.1%)で あ り、隣接 区域の通話で は、1,700万 回(同9。8%)、56万 時

間(同11.9%)、 その他の通話で は、2,500万 回(同!4.0%)、89万 時間(同19.0%)と なってお

1311■ ■



圏闘第1章 平成B年 情報通信の現況

第1-1-14図PHS契 約数の推移
(万契約)
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797.128.3

郵政省資料により作成

(注)9年3月 末の契約数は速報値

8,6 8.9 8.129.3

(年 月 末)

(単位:万 契約)

年 月末

PHSの 契約数

7.9

13.3

7。12

61.5

8.3

150.8

8.6

282.2

8.9

396.1

8.12

493.9

9.3

602.6

り、区域 内の通話に利用 され る比重が高 い(第1-1-15図 参照)。

1日 の時間帯別 に総通話回数の構 成比 を見 る と、昼間(8時 か ら19時)は64.9%、 夜間 ・深 夜

早朝(19時 か ら翌朝8時)は35.1%で あ り、夜間・深夜早朝の割合が、加入電話(24。7%)、 携 帯

・自動車電話(29 .5%)に 比べてやや高 くなってい る(第1-1-12図 参照)。

PHSと 加入電話 との相互通話の状況 を見 ると、PHSか ら加入電話へ発信 した通話回数 は1.7

億 回、加入電話か らPHSへ 着信 した通話回数は0,5億 回 となってお り、PHSが 発信 中心 に利用

されていることが分 かる。 また、PHS相 互 間の通話 は0.1億 回で、PHSの 総通話回数2.2億 回

の4.5%、 加入電話等 を含めた総通話回数849.3億 回の0.01%に とどまってい る(第1-1-!3表

参照)。 なお、携帯・自動車電話 との相互間の通話は、8年7月 か ら10月 にか けて事業者 ご とに順

次可能 になった。

(ウ)無 線呼出しサービス

無線呼 出 しサー ビスの総契約数(NTTDoCoMo等 地域別9社 と新 第一種電気通信事業者31社

の合計)は 、8年9月 末現在1,063万 契約であ り・伸 び率 は前年度 に比べ鈍化(!4.1ポ イン ト減)

してお り、対前年 同期比2.9%増 に とどまってい る。 これは、携帯 ・自動車 電話サー ビス及 びPH

Sサ ー ビスの利用料金の低廉化、端末の低価格化等 による急速 な普及が一因 と考 えられ る。

総契約数 をNTTDoCoMo等 及び新事業者別に見 ると・8年9月 末現在NTTDoCoMo等 の契

約 数は637万 契約(対 前年同期比5.3%増)、 新事業者の契約数は426万 契約(同0.4%減)で あ る。

総契約数にお ける新事業者の シェアは40.1%で あ る(第1-1-16図 参照)。
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第1節 情報通信サービスの動向1開圏

第1-1-15図

(1)通 話IIll数

/そ の 他
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陽詞妾1え∫り蛇(25)
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(17)
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区域 内

76.2%
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その他 ＼
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(56)(325)＼

＼

総通話回数:178百 万回 総通話時 間:470万 時 間

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)()内 は 、通 話 回 数(白 万回)、 通 話 時 間(万 時 間)の 実 数

通 話ll1】数 ・通 話 時 間 は 、PHSか らの 発信 の み を集 計

第1-1-16図 無線呼 出し契約数及び新事業者のシェアの推移
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■ ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

衛星携帯電話サービスの利用例

国 その他の移動通信サービス

第一種電気通信事業者 が提供 す るその

他 の移動通信サー ビス としては、NTT

が提 供 してい る列車 公衆 電話、NTT

DoCoMoが 提供 してい る船舶 電話、航空

機公衆 電話等 と、新事業者が提供 してい

るマ リネ ッ ト電話サー ビス、 テレター ミ

ナルサービス、CRP(簡 易型陸上移動

無線電話)が あ る。

また、8年3月 、NTTDoCoMoに より、

新たに衛星 を利用 した携帯 ・自動車電話

及び船舶電話のサー ビスが開始 された。

このサー ビスは、通信衛星N-STARa

及びN-STARbに よ り提供 されている。

ウlSDNサ ービス

ISDNサ ー ビスは、高度化、多様化す る情報通信のニーズにこた えるため、音声、 ファクシ

ミリ、データ、映像等 の情報 を大量、高品質かつ経済的に伝送す ることを可能 としたデ ジタルネ

ッ トワー クによ り提 供す るサー ビスで ある。

ISDNサ ー ビスの普及は、従来か ら、企業 の売上高管理等 のPOSデ ータ通信や、 テレビ会

議等の映像伝送等 を中心 に、企業活動 にお ける高速通信 向けサー ビス として拡大 して きた。

さ らに、近年、インターネ ッ トやパ ソコン通信の利用の拡大 に伴 い、一般家庭 において も、I

SDNサ ー ビスが導入 されて きてい る。 これについては、 電話回線 に比べて伝送容量 が大 きいた

め、 インターネ ッ トやパ ソコン通信 を利用す る際、高速 なデータ伝送が可能であ ること、 インタ

ーネ ッ トやパ ソコン通信 にアクセス中で あって も、 その間、電話の利用が可能で あ るこ とな どの

利倒 生や、導入す る際 に必要 となる接続装置等の初期費用が、近年低廉化 の動 きにあ るこ とが要

因 として挙 げ られる。

ISDNサ ービスには、64kbpsの 伝送 速度で2チ ャネル同時 に利用で きる基本 インター フェー

スサー ビス と、最大1.5Mbpsの 伝送容量で利用で きる一次群速度 インター フェースによるもの とが

あ る。9年3月 末現在、NTTの ほか、大阪メデ ィアポー ト(株)、(株)四 国情報通信 ネ ッ トワー

ク、北海道総合通信網(株)、 東北 インテ リジェン ト通信(株)、 中部 テレコミュニケーシ ョン(株)、

北陸通信 ネ ッ トワーク(株)が 提供 している。

また、NTTで は、 インターネ ッ トやパ ソコン通信の利用 に対応す る需要喚起型のサー ビス と

して、8年2月 か ら、深夜早朝時間帯 月極定額サー ビスを一般家庭向 けに開始 したの に続 き、9

月か らビジネ スユーザー向 けに も同サー ビスの提供 が開始 された(詳 細 につ いては第1-1-44

表 を参照)。

ISDNサ ー ビスの回線数 は、8年9月 末現在・基本インター フェー スが74万4,055回 線(対 前

年同期比82。4%増)、 一 次群速度 インターフェー スが1万3,800回 線(同76.6%増)で あ る(第1

-1-17図 参照)。

工 専用サービス

(ア)高 速デジタル伝送サービス
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第1節 情報通信サービスの動向1■■■

第1-1-17図lSDNサ ービス回線 数及び提供地域数の推移
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NTT、 新事業者資料により作成
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63
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2
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27,313
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3

2,049

84,139

1,751

4

2,430

156,811

3,109

5

2,662

234,788

4,645

6

3,222

337,154

6,468

7

3,593

519,846

10,207

9,448

8.9

3,849

716,732

13,800

27,323

高速デジタル伝送サー ビスは、①電話やファクシミリ、データ伝送等の多 目的利用の通信、②

LAN相 互 間の高速データ伝送、③広帯域 を要す るテレビ会議等 の企業情報通信ネ ッ トワー ク等

の回線 として利用 されている。

高速デ ジタル伝送サー ビスの総回線数(NTTと 長距離系及び地域系新第一種電気通信事業者

の合計15社 の総数)は 、8年9月 末現在、9万7,465回 線(対 前年同期比87.8%増)と 高い伸 びを

示 してい る。 この うち新事業者 の回線数は1万7,467回 線(同62.6%増)で 、総回線数 に占めるシ

ェアは17.9%(同2.8ポ イン ト減)で ある(第1-1-18図 参照)。

高速品 目(64kbps～6Mbps)の うち、回線数 の伸 びは、64kbps回 線(対 前年同期 比98.6%増)、

128kbps回 線(同200.8%増)と いった低速度回線で大 きい傾向 にある。 また、新事業者のシェア

は、1.5Mbps回 線(48.0%)、3Mbps回 線(45.6%)、6Mbps回 線(51.2%)と いった高速度回

線で大 きい(第1-1-19表 参照)。

超高速品目(50Mbps、150Mbps)に つ いては、7年9月 末 には、提供回線数が合計20回 線のみ

であったが、8年9月 末現在で は、50Mbpsが77回 線、150Mbpsが37回 線の合計114回 線(対 前年

同期比470,0%増)と 急増 した。これは、第二種電気通信事業者や企業通信ネ ッ トワークのバ ック

ボー ン等で主 に利用 されている。

(イ)一 般専用サービス

ー般専用サー ビスは、①電話、 ファクシミリ通信、②銀行の預金業務のオンライン処理、③航

空会社 の座席予約業務 の リアルタイム処理、④流通業のPOSシ ステム等のデータ伝送、⑤放送
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第1-1-18図

(千回線)
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高速デジタル伝送サービス 回線数及び新事業者のシェアの推移
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(%)
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15
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5

0

2 3 678年9月 末

(年度末)

(単位:千 回線、%)

年 度 末

NTTの 回線数

新事業者の回線数

新事業者シェア

62

3.81

0.60

13.5

63

5.29

1.17

18.1

元
6.64

1.98

23.0

2

8.45

2.92

25.7

3

11.11

4.G9

26.4

4

14.83

5.31

26.2

5

19.50

6.94

26.2

6

30.91

9.04

22.6

7

57.26

13.85

19.5

8.9

80.00

17.47

17.9

第1-1-19表 高速デジタル伝送サービス 主な速度別回線数

(単位:回 線、%)

回線速度

64kb/s

128kb/s

192kb/s

256kb/s

384kb/s

512kb/s

768kb/s

1Mb/s

1。5Mb/s

3Mb/s

6Mb/s

回線数

61,685

15,165

3,729

2,275

3,403

1,688

2,714

895

3,735

910

945

伸び率

(対前年同期比)

98.6

200.8

27.6

85.1

10.8

83.9

2.5

53.3

35.6

14.6

32.5

新事業煮シぢ乙〔

11.4

16.0

33.7

28.1

36.4

37.3

38.7

41.5

48.0

45.6

51.2

■■甜18
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■.■

業の ラジオ放送中継等 に利用 されてい る。一般専用サービスには、 アナ ログ伝送 によ り決 め られ

た周波数帯域 を利用で きる 「帯域品 目」 と、デ ジタル伝送 によ り速度を保証 している 「符号品 日」

があ る。

一般専用サー ビスの総回線数(NTT
、長距離系及 び地域系新第一種電気通信事業者14社 の合

計)は 、8年9月 末現在100万1,032回 線(対 前年 同期比3.2%減)で あ る。

これを帯域品 目・符号品 目別 に見 ると、帯域 品目の総回線数 は69万6,325回 線(同o.1%減)と

減少 に転 じている。この うち電話網相 当の規格 を有す る3.4kHz回 線 と音声伝送回線が98.7%と 大

部分 を占めてお り、 これ らの回線数の合計 は68万7,049回 線(対 前年同期比0.03%減)で あ る。

一方
、符号品 目の総 回線数 も30万4,707回 線(対 前年同期比9.6%減)と 減少 してい る。 これは、

符号品 目の回線の77.9%を 占め る最 も低速の50bps回 線が23万7.436回 線(同10.1%減)と 減少 し

たこ とによる影響 が大 きいためであ る(第1-1-20図 参照)。

また、新事業者の総 回線数 は2万252回 線であ り、一般専用線の総回線数 にお けるシェアは2,0

%(同0.!ポ イン ト増)と 小 さい。

第1-1-20図 一般専用サービス回線数の推移

(万回 線)
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帯域品目の回線数

号品目の回線数

NTT、 新 事業i占資料 に ょ り竹 成

(単 位:万 回線)

年度末
符号品目の回線数

帯域品目の回線数

61

19,0

38,5

62

20,4

44.2

63

22.3

51.5

元

24.9

58.4

2

274

63.7

3

303

672

4

32.4

68.9

5

34.4

69.2

6

34,8

69,3

7

31,9

70,2

8.9

30,5

69,6

㈲ その他の専用サービス

その他の専用サービスには、日知象伝送サービス、 テレビジョン放送 中継サービス、無線専用サ

ー ビス、衛星通信サー ビスがあ る。

オ デジタルデータ伝送サービス

(ア〉パケッ ト交換サービス

パケ ッ ト交換サー ビスは、データを一定長以下のパ ケ ッ トに区切って交換機 に蓄積 して伝送す

るパ ヶ ッ ト交換方式 によるサービスであ る。 全データの伝送が終 わるまで回線 を専有す る回線交
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■ ■■1第1章 平成8年1青 報通信の現況

換方式 に比べ、回線 を共有で きるな どの点で効率的な方式であ る・

パ ケ ッ ト交換サー ビスの提供 は、9年3月 末現在、NTT等4社 の第一種電気通信事業者 によ

り提供 されている。

NTTに よるパ ケ ッ ト交換サ_ビ スの回線数は、8年12月 末現在、47万5千 回線(対 前年同期

比2.6%増)で あ る。特 に、加入電話網を介 してパ ケッ ト交換網 に簡単 にアクセスで きる第2種 パ

ケ ッ ト交換サー ビスの回線数は、8年12月 末現在44万3千 回線(同3.2%増)で 、伸 びは鈍化 して

いるものの増加傾向にあ る(第!-1-21図 参照)。

第1-1-21図NTTの パケット交換 サービス回線数の推移

(万 回 線)

45
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算

(年度末)

NTT資 料 に より作成

(注)第1種 パ ケッ ト交換 サービスは、パケ ッ ト交換機～端末間を個別 の回線 で直結 したサー ビス

第2種 パ ケッ ト交換 サービスは、電話 回線 か らパ ケ ッ ト通信 が利 用で きるサー ビス

第2種 パケット交換の回線数

第1種 パケット交換の回線数

末

(単位:万 回線)

年 度 末
第1種 パケット

交換の回線数

2種 パケット

交換の回線数

61

1.86

0.92

62

2.60

2.73

63

3.39

8.73

元

4、10

14.00

2

4.84

19.03

3

4.75

28.82

4

4.37

33.94

5

3.94

37.08

6

3.67

41.07

7

3.34

43。25

8,12

3.24

44.26

(イ)フ レーム リレーサービス

フレー ム リレーサー ビスは、ネ ッ トワークにお ける処理 を簡素化す ることで、従来 か らのパ ケ

ッ ト交換方式 よ りも高速のデータ伝送 ・交換 を可能 とす るフレーム リレー方式 によ り、64kbpsか

ら1.5Mbpsま での通信速度 に対応 した、LAN間 通信等 に用 い られ るサ ービスで あ る。

フレー ム リレーサー ビスの提供 は、5年1月 か らスターネ ッ ト(株)等 の第二種電気通信事業者

が提 供を開始 してお り、6年11月 か らNTT、 日本 テレコム(株)等 の第一種電気通信事業者 によ

る提供が行われてい る。9年3月 末現在、第一種 電気通信事業者で は8社 によ り提供 されてい る。

第一種電気通信事業者が提供するフレームリレーサービスの回線数は、8年12月 末現在1万1,433

回線であ る(第1-1-22図 参照)。

(ウ)セ ル リレーサービス

セル リレーサービスは、ATM技 術 を利用 し、パ ケ ッ ト通信 やフレーム リレー と異 な り、固定
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■1■

長のデー タを情報単位 として扱 うこ とによ り、ハー ドウェアによる交換処理が可能 とな り、 さ ら

に、通信処理 を簡略化す ることによ り、6Mbpsの 高速通信 に対応 したサー ビスであ る。

セル リレーサービスの提供 は、9年3月 末現在、NTT等3社 の第一種 電気通信事業者 によ り

提供 されている。

第一種電気通信事業者が提供するセル リレーサービスの回線数は、8年12月 末現在7回 線である。

第1-1-22図 フレームリレーサービス回線数の推移

(回線)
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(単 位:回 線)

1フ レ.ム籍 。回副
7.31

631 {tll、,1言lll鋼

力 衛星通信サ ービス

衛星 通信 サ ー ビスは、9年3月 末 現在 、(株)日 本 サ テ ライ トシ ステム ズのJCSAT-1、J

CSAT-2及 びJCSAT-3、 宇宙通 信(株)の スーパ ーバ ー ドA及 び スーパ ーバ ー ドB、N

TTのN-STARa及 びN-STARb、 ハ チ ソン ・コー ポ レイ ト・ア クセ ス ・プ ライベ ー ト

・リミテ ッ ドのAsiaSat2 、パ ン ・ア ム ・サ ッ トコー ポ レー シ ョンのPAS2の9機 の通 信衛 星 に

よ り行 われ てお り、 総 トラ ンスポ ンダ(電 波 中継 器)数 は264本(JCSATの104本 、 スーパ ー

バ ー ドの52本 、N-STARの52本 、AsiaSat2の24本 、PAS2の32本)で あ り、 その うち通信

用で 利 用 して い る もの は166.5本 で あ る。また、通信 衛 星 を利 用 して情報 の送受 信 を行 う地球 局 と

して無線 局免 許 を受 けて い るの は、8年9月 末現 在6,093局 で あ る。

キ 電報サー ビス

電報サ ー ビス は、NTTに よ り提 供 され てお り、その総 通 数 は7年 度 にお い て4,139万 通で あっ

た。総 通 数 は4年 度 よ り漸 減傾 向 が続 いて お り、7年 度 は対 前年 度比4.4%の 減 少 となって い る。

昭 和60年 度以 降 にサ ー ビ スが開始 され た「メ ロデ ィ」、「押 し花」等 の 付加価 値 電報 の通 数 は、2,974

万 通(対 前 年度 比1.9%増)で あ った。 付加 価値 電報 の慶 弔 電報 に占 め る割合 は78.0%と 前 年度 に

比 べ て5.3ポ イ ン ト増 加 して い る。

2111■ ■



■一甜第1章 平成8年 情報通信の現況

8年 度上半期 について も、総通数は1,900万 通(対 前年同期比4.8%減)と 減少 してお り、付加
価値電報の通数 は1 ,379万 通(同1.6%減)、 付加価値電報 の慶弔電報 に占め る割 合は80.0%(同3 .6
ポイン ト増)と なっている

。

ク ビデオテックス通信サービス

ビデオテックス通信サー ビスは
、NTTに よ りキャプテン方式 によ るものが提供 されてお り、

その利用契約数は、8年9月 末現在、28万5千 回線(対 前年同期比46 .4%増)で あ る。

ケ ファクシミリ通信網サービス

ファクシ ミリ通信網サー ビスは
、送信情報の蓄積機能等の付加機能がネ ッ トワー クに付与 され、

不 ッ トワー クが同報通信等のサー ビスを提供す る ものであ り
、NTTに よ り提供 されている。 フ

ァクシミリ通信網サー ビスの契約数は、8年9月 末現在、91万3千 回線(対 前年同期比25.3%増)

で あ る・8年11月 ・パ ソコン等で作成 した文書、各種 データをファクシ ミリ通信網で ファイル形

式の まま送受信が可能 なファイル転送サー ビスが開始 された
。

コ オフ トーク通信サービス

オフ トー ク通信サー ビスは・加入電話等の利用者 に対 して、電話等で使用 されていない時 の回

線 を利用 し情 報提供センターか 暗 声等 によ り情報提供 を行 うサービスであ り
、NTTに よ り提

供 されている・オフ トー ク通信サー・"スの契糸勺数 は、8年9月 糊 在29万8千 回線(丈 寸前年 同

期比6.0%増)で あ り、情報提供 センター数 は200で あ る。

(2)放 送サービス

ア 放送時間 ・放送局数の推移

(ア)放 送時間

NHKに お ける7年 度のチャンネ・レ別の1日 当た り平均放鵜 間は
、総合 テレ、・ジ 。ン放送 が

20時 間37分(対 前年蹴51分 増) ・鮪 テレビジ ・ン放送が18時 間22分(同18分 増)
、 ラジ櫛 、放送が

23時 間38分(同!分 増)・ 鯉 第1放 送が23時 間 ・分(同1分 増)
、衛星第2放 送が22嘲

3扮(同 磁)等 であった・ うち・総合 テレビジ・ン放送の放送時間の増加力潜 しいのは
、災害購

への迅速な対応等 を目的 として
・7年 度 岬 朝及 び深夜の放甜 間の拡大 を行 ったためで

ある。

また・放送大学学園は潤 東広姻(1者B6県)を 橡 として
、 テレビジ 。ン継FMラ ジ

轍 送 ともに・6時 か ら24時 まで1日 当た り18時 間(対 前鞭 踊 減 な し)の 放送 を行
って 、、る.民問放送事業者

における8年9月 か ら9年3月 までの1社1日 当た り平均放鵡 問
は、 テレ、・

鍵 鵠 讐)が20時 間57分(ヌ寸前年度比29分増)・ ラ轍 送(95社)が23時 間1紛(同

(イ)放 送局数

欝 蕪 雛黛鰻臨灘聯講㍊誹蟄!l
イ 地上系民間放送

(ア)地 上系民間テレビジョン放送

地孫 民間 テレビジ ・ン放送 につ ・・ては
・鋼 各地域 において最低4系 統の放送 綬 信で きる

ことを目標1こ周波数の割 り当てカぎ行われている
.8年 度糊 在、4チ ャンネ,レ以上 の周灘 が害,j
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第1節 情報通信サービスの動向湘■

り当て られている地域(予 備 免許 に至 らない ものを含 む。)は、34都 道府県で、全国の総世帯数の

89,8%で あ る(第1-1-23図 参照)。

8年 度の開局状況について見 ると、8年10月 に岩手県において、4局 目の民間 テレビジ ョン放

送局が開局 した。 また、9年4月 には、LLI形県で4局 目の民間テレビジョン放送局が開局予定で

あ る。 さ らに、8年4月 に高知県で3局 目の民間テレビジョン放送局が予備 免許を受 け、9年4

月に開局予定で ある。

第1-1-23図 地上系民間テレビジョン放送用周波数割当ての現状
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(注)1茨 城 県及び栃木県は、県域局 が1与備 免許に至 っていない

2山 形 県は、4局[が 予備 免言勾中

3沖 縄 県は、4局 目が予備免許に至 っていない

4高 知 県は、3局 目が予備 免。'1中

5福 井 県、宮1埼県は、3局 目が1㌻備 免許に至 っていない

6徳 島 県は、2局 目が予備 免許 に至 っていない

(イ)民 間FM放 送

民間FM放 送 には、県域放送、コ ミュニティ放送 及び外国語放送の三つがあ る。

県域放送は、民間FM放 送の全国普及 を目標 として周波数の割 り当てが行われてお り、8年 度

末現在、周波数が割 り当て られている地域(予 備免許 に至 らない ものを含む。)は、46都 道府県で

全国の総世帯数の97.9%で あ る(第1-!-24図 参照)。

8年 度の開局状況 について見 る と、8年12月 に滋賀県 において、1局 目の民間FM放 送 局が開

局 した。
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■ 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-1-24図 民間FM放 送用 周波数割 当ての現状
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(注)1岐 阜県、奈良県、和歌山県及び岡ILI県は、1局 目が予備免許に至っていない。

2外 国語放送については、図とは別に次の地域を放送対象地域としている。((3)は 予備免許中∂

(1)東 京都の特別区の存する区域、埼玉県浦和市、千葉県千葉市、神奈川県横浜市及び

川崎市並びに新東京国際空港

(2>大 阪府大阪市、堺市及び東大阪市、京都府京都市、兵庫県神戸市及び尼崎市並びに

奈良県奈良市並びに関西国際空港

(3)福 岡県福岡市、北九州市、久留米市及び大牟田市並びに佐賀県佐賀市

コミュニ ティ放送 とは・市町村 内の一部 の地域 において、 コミュニ ティ、行政、福祉 医療 、災

害及び地域経済産業1青報等 の・地域 に密着 した情報 を提供す るFM放 送であ り、4年1月 に制度

化 された・ コ ミュニティ放送 は・地域 の特色 を生か した番組 地域住民が参加 した番組等 を提 供

す るこ とによ り、地域 の振興等 にも貢献す る身近 な放送局 として親 しまれてい る。

8年 度の開局状況 につ いて見 る と・37局 が新 たに開局 し・8年 度末 までの合計で は64局 が開局

してい るほか、予備 免許が3局 に与 えられ・ また4局 が開局 に向 け準備 を整 えてい る。

外国語放送 とは・国際交流の推進 を 目的 として・ 日本人が海外の文化等 を理解す るこ と及び国

内に在住す る外国人が 日本 の文化等 を理解す ることに役立つ情報 を外国語で提供す るFM放 送で

あ り、7年2月 に制度化 された。

7年10月 に、大 阪市(大 阪府)等 の地 区にお ける民間FM放 送局が、外国語放送 局 として初め

て開局 されたのに続 き・8年 度においては・8年4月 に東京都の特別区等の地区 における民間F

M放 送局が外国語放送局 として開局 した。 また・福岡市(福 岡県)等 の地区 において も、8年11

月 に予備免許 を受 けた民間FM放 送 局が、9年4月 に開局予定であ る。

(ウ)地 上データ多重放送
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■■■

8年4月 に制度化 された地上データ多重放送 は、テレビジョン放送の電波 のす き間にデジタル

化 された音声 その他の音響、文字、図形 及び映像の信号 を重ねて伝送す る放送で ある。静止画に

よるニュー ス等の情報の ほか、 ソフ トウェア等の各種 データの提供 を可能 とし、かつ、電話回線

等 との組み合 わせによ り、対話型の情報提供機能 も実現で きるもの として期待 されている。

8年7月 か ら、携 帯型端末 を用 いて文字情報 を送 る電子新聞放送が、民間放送事業者1社 によ

って行われているほか、8年10月 か らは、民間放送事業者1社 が、 インター テキス ト(電 話回線

の利用 によ り双方向1生機 能を可能 とす るシステム)に よる補完番組(視 聴者参加型生放送)及 び

独立番組(株 式情報 ・天気予報 ・ゴル フ情報 ・クイズ)の 放送 を行っている。

に)FM文 字多重放送

FM文 字多重放送 とは、FM放 送の電波 のす き間にデ ジタル化 された音声 その他の音響 、文字、

図形及び映像の信号 を重ねて伝送す る放送で ある。

この うち、6年10月 か ら、民間放送事業者1社 によって放送が開始 された 「見 えるラジオ 」は、

8年8月 現在、NHKと 民間放送事業者37社 によってサービスが提 供されている。

道路交通情報 につ いては、(財)道 路交通1青報通信 システムセンター(VICSセ ンター)が 、

8年4月 か ら、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県 においてサー ビスを開始 したの に続 き、8

年12月 か ら、大阪府 においてサービスを開始 した。 また、9年4月 か らは、愛知県 においてサー

ビス開始予定であ る。

また、8年7月 か ら、プ リンタ内蔵の専用端末 に各種カー ドを差 し込 むこ とにより、 テレビ と

連動 したゲーム ・個人向けの情報等 の受信 を可能 とす るサービス(パ パ ラジーコム)が 、8年10

月か ら、情報番組 とオ リジナル ・メ ッセー ジを組み合 わせて表示す る電光掲示板サー ビス(パ パ

ラビジョン)が 、民間FM放 送事業者1社 によって開始 された。 この うち、パパ ラビジ ョンサー

ビスにつ いては、8年12月 現在、民間FM放 送事業者35社 によ りサービスが提供 されている。

㈲ テレビジョン文字多重放送(文 字放送)

文字放送 とは、テレビジョン放送の電波のす き間 にデ ジタル信号を重 ねて行われる放送であ り、

昭和60年11月 か ら本放送が行われている。文字放送チューナー又はデ コーダー内蔵型 テレビ受像

器 を用 いることによ り、ニュー ス、天気予報、交通情報等の多種 多様 な情報 を無料で随時受信す

るこ とがで きる。

また、聴覚障害者のための字幕放送サービスも、文字放送 によ り行われてお り、9年1月 末現

在、NHK(総 合 テレビジョン放送)に よ り全国で実施 されているほか、地上系民間テレビジ ョ

ン放送事業者14社 によ り、19都 府県でサー ビスが提供 されている。

(カ)テ レビジョン音声多重放送

テレビジ ョン音声多重放送 とは、テ レビジ ョン放送の電波 のす き間を利用 して音声等 を送 る放

送であ り、昭和57年12月 か ら本放送が行 われてい る。

このテレビジョン音声多重放送 を利用 して、テレビジョン放送の場面 ・状況等 を音声によって

説明す る解説放送が行 われてお り、視覚 に障害 を持つ方が テレビ番組 を理解 し楽 しむ上で極 めて

有効な手段 となっている。

解説放送 は、9年1月 末現在、NHK(総 合 テレビジ ョン ・教育 テレビジ ョン及び衛星第2放

送)に よ り全国で実施 されてい るほか、地上系民間テ レビジ ョン放送事業者32社 によ り、45都 道

府県で実施 されている。

ウ 衛星放送
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■1昌1第1章 平成8年 情報通信の現況

(ア〉放送衛星を利用 した放送(BS放 送)

放送衛星BS-3を 利用 した放送 には、 テレビジョン放送、 テレビジョン音声多重放送及びゲ
ー ムソフ ト

、エンターテイメン ト情報等を送信す るテレビジョンデータ多重放送 があ る。8年 度

末 において、 テレビジ ョン放送 についてはNHKに よる2チ ャンネノレ、 日本衛星放送(株)(JS

B)に よる1チ ヤンネル及びハ イビジョン実用化試験放送 の1チ ャンネルの計4チ ヤンネルがあ

り、 テレビジョン音声多重放送 につ いては、衛星デ ジタル音楽放送(株)(SDAB)に よる!チ

ヤンネルがあ る。 また、テレビジョンデー タ多重放送 については、SDABに よ り1チ ャンネル

が行 われている。

第1-1-25図BS放 送受信契約数の推移

(万契約)
800

700

600

500

400

300

200

100

0

一(》-NHK

十JSB

一 ロー-SDAB

3.4.4。4.4.5.5.55.6.6.6.〔i7.7 .7.7.8.

12369123691236912369123

NHK、JSB及 びSDAB資 料 に よ り 作 成

8,8。8,

6912

〔年 月 劫

年月

NHK

JSB

SDAB

3.12

336.0

69.2

2.6

4.3

381.1

80.1

3.6

4.6

404.3

90.4

3,7

4.9

444.5

103.7

3.9

4.12

468.3

118.4

4.0

5.3

500,1

125.7

4.1

5.6

517.2

131.8

4.2

5.9

538.2

137.9

4.8
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ll.3

BS放 送 の8年12月 末現在の受信契約数 は・NHKが 約797万1千 契約(対 前年同期比11
.5%

増)・JSBが 約224万9千 契約(同13・8%増)・SDABが 約11万3千 契約(同11
.9%増)と なっ

ている。 また・8年12月 末現在のNHKのBS放 送受信契約数がNHK受 信契約総数 に占める割

合を見 る と22・4%(対 前年 同期比2・1ポ イン ト増)と なってお り、BS放 送が社会生活 に着実 に普

及 して きていることが うかが える(第1-1-25図 参月召)。

ハ イビジ ョン放送 については・6年11月 以降・NHK及 び民間放送事業者6社 への曜 日別免許
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■■■

及び民間放送事業者1社 への期 間限定免許 によ り、実用化試験放送 を行ってい る。 その放送時間

は段階的に延長 され、8年4月 以降!日13時 間(土 曜 ・日曜 日は14時 間)と なってい る。

(イ)通 信衛星を利用 した放送(CS放 送)

(CSア ナログ放送)

通信衛星 を利用 したアナ ログ放送 には、テレビジョン放送、PCM音 声放送及び超短波データ

多重放送があ る。8年 度末 において、テレビジョン放送 については、13社14チ ャンネルがあ り、

うちスーパーバー ドBを 利用す るチャンネルでは、(株)日 本ケーブル テレビジョンが、ゴル フ番

第1-1-26図CS放 送受信契約数の推移

(万契約)
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■ 麗1第1章 平成8年 情報通信の現況

組 を中心 とした2チ ャンネル 目の業務を開始 した ことか ら、合計8社9チ ャンネルで の放送がイ」

われてい る。一方JCSAT_2を 利用す るチ ャンネルでは、5社5チ ャンネル となっている・

PCM音 声放送 につ いては、8年10月 に(株)ミ ュ_ジ ックバー ドと(株)ジ パ ング ・アン ド●ス

カ イコ ミュニケ_シ 。ンズが舗 し、 ㈱ ミュ_ジ ック・・一 ドが存続会社 となった こ とで・1社

による14チ ャンネルのサ_ビ スがJCSAT_2を 利用 して行われている。デー タ多重放送 につ

いては、(株)ミ ュ_ジ ックバ_ド1社 による1チ ャンネルのサービスが、JCSAT-2を 利用

して行 われている。

CSア ナ ログ放送の8年12月 末現在 の受信契約数 は、テレビジョン放送で は加入者約14万9千

世帯の63万1千 契約(対 前年同期比66.5%増)、PCM音 声放送で は約4万3千 契約(同22・9%増)

となっている(第1-1-26図 参照)。

(CSデ ジタル放送)

CSデ ジタル放送 は、映像 ・音声等 の情報 を、デ ジタル信号の形態で伝 送す るこ とを可能 とし

た もので あ る。8年3月 に放送普及基本計画等 を変更 し、8年6月 、衛星デ ジタル多チ ャン耳・ル

放送 の試験放送が、通信衛星JCSAT-3を 使用 して開始 され、8年10月 には本放送が開始 さ

れてい る。

受信契約数 を見 ると、8年9月 に2万 件だった受信契約数 は、8年12月 現在約10万2千 件(仮

契約件数 を含 む。)に 達 している。

エ ケーブルテレビ

(ア)施 設数

7年 度末現在のケーブノレテンビの施設数は、6万3,963施 設(対 前年度末比3.8%増)で あ る。

これを規模別 に見 る と、許可施設(引 込端子数501以 上 の施設)が1,738施 設(同7.1%増)、 届 出

第1-1-27図 ケーブルテレビの施設数及び受信契約数の推移

(施設、万契約)
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■1圏
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施設(引 込端子数51～500の 施 設又は引込端子数50以 下で 自主放送(テ レビジョン放送の同時再送

信以外 の放送)を 行 っている施設)が3万3,782施 設(同3,2%増)、 小規模施設(引 込端子数50以

下で、 テレビジョン放送 の同時再送信 のみを行ってい る施設)が2万8,443施 設(同4.4%増)と

なってお り、許可施設が高 い伸びを示 してい る(第1-1-27図 参照)。

900

第1-1-28図 自主放送を行うケーブルテレビ施設数及び契約数の推移
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404

(注)8年 度 については、9月 末現在(概 算)
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(イ)受 信契約数

7年 度末現在 のケーブルテレビの受信契約数は、約1 ,100万 契約(対 前年度末比7・3%増)と な

り、普及率 は24.9%(対 全世帯数)と なってい る。規模別で は、許可施設が約554万 契約(同11・7

%増)、 届出施設が約481万 契約(同3.1%増)、 小規模施設が約65万 契約(同3.8%増)で あ り・特

に許可施設の受信契約数が高 い伸 びを示 している。

(ウ)自 主放送を行 うケーブルテレビ

ケーブルテレビの うち、 自主放送 を行 うもの につ いてその推移 を見 る と、8年9月 末現在 にお

いて業務開始施設数 は862施 設(対7年 度末比3 .9%増)と なっている。 また、受信契約数 につ い

ては、8年9月 末現在約404万 契約(同11.0%増)と な り、堅調 な伸びを示 している(第1-1-

28図 参照)。

(3)郵 便サービス

ア 郵便物数の動向

8年 度の内国郵便物数 は、253億6千 万通(個)(対 前年度比2.8%増)と なってお り、7年 度 に引

き続 き増加 している。

内国郵便物数の うち、全体の約98%を 占める通常郵便物数 は、250億 通(対 前年度比2。9%増)

で あ り、小包郵便物数は、4億 個(同3.4%減)と なっている。 また、通常郵便物 の うち、普通郵

便物数は、205億 通(同3.3%増)で あ り、年賀郵便物数 は、37億 通(同2,0%増)と なっている(第

1-1-29図 参照)。

イ 郵便施設の滅 兄

8年 度末 の郵便局数 は、2万4,638局(対 前年度末比0.2%増)で あ り、郵便 ポ ス トの設置数(速

報値)は 、16万8470本(同1.2%増)、 郵便切手類販売所及び印紙売 りさば き所数(速 報値)は!4

万6千 箇所であ る(第1-1-30図 参照)。 現在、郵便 局は、全国の全市町村 に設置 されてお り、

その局数の内訳 を見 ると、普通郵便局が1,321局(対 前年度末比2局 増)、特 定郵便 局が!万8,711

局(同57局 増)、 簡易郵便局が4,606局(同8局 減)で ある。

(億通) 第1-1-29図 内国郵便物数の推移
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第1-1-30図 郵便局数及び郵便ポスト設置数の推移
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(注〉 雪Z成8年 度末 の ホ ス ト数 及 ひ郵便 切 丁類販 売 所 は速 限値 て あ る。

年 度

局数
ポス ト数

郵便切手類販売所

62

23,793

152,800

117,143

63

23,886

155,350

118,900

元
23,994

158,392

119,639

2

24,107

160,952

119,997

3

24,190

161,620

120,563

年 度

局数

ポス ト数

郵便切手類販売所

4

24,303

163,067

121,261

5

24,419

164,409

124,329

6

24,521

165,547

122,899

7

24,587

166,144

125,027

8

24,638

168,070

146,352

2国 際情報通信の動向
'

▲

(1)電 気通信サービス

我が国において提 供されている主 な国際電気通信サー ビスは、第1-1-31表 の とお りで ある。

ア 国際電話サービス

(ア)取 扱地域

我が国の国際電話サー ビスには、国際 オペ レータ通話サ ービス及び国際ダ イヤル通話サービス

がある。国際電話サー ビスの取扱開始 当初、 オペ レータが交換接続 を行 うこ とによ り、交換機 設

備等の機能の制約 を受 けず にサー ビスが提供で きる国際オペ レー タ通話サー ビスが先行 して導入

されて きたが、利用者が直接ダ イヤルす るこ とによ り自重加勺に接続 され る国際ダ イヤル通話サー

ビスの取扱地域の拡張 は急速 に進 み、 自動化率が高 くなっている。

8年 度末の国際オペ レータ通話サ ービスの取扱地域数(注')は233地域、その うち国際ダ イヤル通話

サービスの取扱地域数 は、8年 度にはソマ リア、赤道ギニア及びデ ィエゴ ・ガル シアの3地 域 が

加わ り227地 域 となってお り、 自動化率は97.4%に 達 してい る。

国際VPNサ ー ビスは、国際電信電話(株)(KDD)に よ り3年 度か ら企業等 に向 け取扱 いが

開始 されているが、 日本国際通信(株)(ITJ)、 国際デジタル通信(株)(IDC)に よ り相次 い

311■■■
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第1-1-31表 主な国際電気通信サービスの概 要

サ ービスの区分

電話

電信 ・電報

専用

デジタル
デー タ伝 送サー ビス

その他

主 なサ ービス

国際 ダイヤル通話サー ビス、

国際 オペ レータ通話サー ビス

国際VPNサ ービス

国際テ レックスサー ビス、

国際電報サ ー ビス

国際専用回線サービス、
国際映像伝送サービス

パケ ッ ト交換サ ービス

国 際 フ レー ム リ レー サ ー ビス

インターネ ッ ト接続サー ビス

国際ATMサ ー ビス

国際ISDNサ ービス

国際 ファクシ ミリ通信

サー ビス

インマルサット海事衛星通信

サービス

航空衛星通信サービス

サービスの概要

撚 畢書羅 難 雛 讐翠
様化 によ り、海外発信 のサ ー ビス も提供 。

し灘 諜 翻 撃 盤 籔霧叢愛
通信事業者の設備において自動的に一般の電話番
号に変換 し、該当する相手先に接続 されるサービ
ス。

50bpsの'で 云送'る 竜気 通 言設 用専用網

を使用)で の文字 に よる記録通信 を提供 す るサー
ビス。KDDに よ り提供 され てい る。世界 中の ほ

とんどすべての地域 との通信が可 能であ り、企 業

を中心 に利用 されている。'が 玉 ・ の 、疋 の1日 、 の 亀気週

信設備 によ り結 び、 国際通信 を提供す るサー ビ
ス
一疋長 以下のパケ ッ ト 用い ・ に蓄 す るこ

とによ り、高品質 ・付加機能 を提供す るデー タ伝

送 に適 したサー ビス。回線 の空 き部分 を共有 す る
こ とによ り、通信終 了 まで1の 回線 を占有 す る回

線交換方式 に比べ 回線効・・も高 くなっている。

最4,000バ イ ト での可裟長 フ レーム 用 い、 パ
ケ ッ ト交換方式 よ りも高速処理 を可 能 とした フ

レーム リレー方式 によ り、64kbps～1,5Mbpsま で

の通信速度 に対応 した、国際 間のLAN間 通信 等

に用い られ るサー ビス。

イ ンター不ッ トフ ロ トコルに よ り ロ入 と 国側

のイ ンターネッ トゲー トウェ イ設備 まで を結 び、

イ ンターネ ットへ のア クセス を提供 す るサー ビス
で、イ ンターネ ッ トサー ビスプロバ イダー等 を対

に'国 を中心 に発 展。

53バ イ トの短い固定長ATMセ ル を用 い、交換機

における処理時間 を大幅 に短縮す る ことによ り、

最大156Mbpsの 大容量 ・超 高速通信 を実現 し、企 業

等 による高速 ファイル転 送等 に用 い られ るサ ー ビ
ス。

速 デジ タル回 によ り、電言 、デ ータ通信 をは

じめ とす る多種多様 な通信 を総合的 に提供す る

サー ビス。

業 設備を経 して独 網によりメッセージを
送達する蓄積型サービスで、自動再送信 ・同報通

信 ・時間指定等の付加機能を提供するファクシミ
リ通信サービス。
船 に 。 地球局設備 搭載 し、赤 上に打 ち上
げられたインマルサ ット衛星 と海岸地球局 を通 じ
て、船舶 と陸地間又は船舶相互間の通信 を行 う

サービス。KDDに より提供されている。

航空機 に搭載 した航空機地球局設備 によりインマ
ルサ ット衛星を経由して地上 との通信 を行 うサー
ビス。KDDに より提供 されている

。

郵政省資料により作成
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で取扱 いが開始 されてお り、取扱地域数は8年 度末現在、33地 域 となっている。

海外か ら日本への国際電話 をプ リペ イ ドカー ドの利用、 クレジッ トカー ド払 い又は着信人払 い

によ り提供 す るサー ビスは、主 に海外旅行者や出張者等 によ り利用 されてお り、国際電話の利用

機会 の拡大や利便i生の向上 に資す るもの となっている。8年 度末現在、 このサー ビスの うち、オ

ペ レータが接続す るサー ビスにつ いてはKDD 、ITJ、IDCに よ り提供 されてお り、取扱地

域数は80地 域 に、ダ イヤル直通 によるサー ビスにつ いてはKDD、ITJ、IDCに よ り提供 さ

れてお り、取扱地域数は58地 域 となっている(第1-1-32表 参照)。

なお、 日本か ら外国の事業者のオペ レータを呼び出 して行 う当該外国以外への通話の取扱 いに

つ いては、8年6月 、KDD及 びIDCに よ り開始 され、 また、9年2月 には、ITJに よ り開

始 されてお り、外国か ら我が国 を経由 して行 う我が国以外への通話の取扱 いについては、8年12

月、KDDに より開始 されてい る。

第1-1-32表 主な国際電話サービスの取扱地域拡張状況 〔8年度)

サ ービス内容

。、 ヤ ル 商 サ ー 、 ス

国際VPNサ ービス

海外から我が国
あての国際電話
を各種カー ド払
い又は着信人払
いにより提供す

るサービス

'が国の

業者のオへ0レ
ータを直接呼

び出 して行

うオへ。レータ通

ダイヤル通

話

拡張地域名

ソマ リア、 ・・廻 ギニ ア、 デ イエ コ ・ガル シ ア

オ ース トリア、 デ ンマ ー ク、 ル ク セ ン ブル

グ 、 フ ィ リピ ン

マ ル タ、 パ プ ア ・ニ ュー ギ ニ ア、 ウ ク ラ イ

ナ、 ク リス マ ス 島、 コ コス ・キ ー リン グ諸 島

ポ ー ラ ン ド、 コ ー トジボ ア ー ル

ポ ー ラ ン ド、 マ ル タ、 イ ン ド、 チ ェ ッ コ、 ア

イ ル ラ ン ド、 エ ジ プ ト、 ク リスマ ス 島 、 コ コ

ス ・キ ー リ ング諸 島 、 コー トジボ アー ル

拡張
地域数

3

4

7

9

総取扱
地域
227

33

80

58
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7年 度 における国際電話サ ービスの発着信合計時間数(KDD、ITJ及 びIDCの 合計)は 、

29億5,210万 分(対 前年度比10.8%増)と なっている。

これを発着別 に見 ると、我が国か らの発信時 間数は16億3,130万 分(同7.0%増)で あ り、 また、

我が国への着信時間数は13億2,080万 分(同15.8%増)で あ る。発着信時間数の比率 は55:45で

あ り、6年 度 に引 き続 き発信時間数が着信時間数を上 回っているが、対前年度伸 び率では、近年、

着信が発信 を上回 る傾 向にある。

取扱地域別 に全体 に占める割合 を見 ると、発着信合計時間数で は、6年 度 に引 き続 き米国が全

体 の30.0%(対 前年度比1,4ポ イン ト増)と 最 も大 きな割合 を占めている。以下、アジアNIEs、

ASEAN諸 国等が上位 を占め、 それぞれの割合 も6年 度 とほぼ同様 となってい るが、特 に中国

(同0.6ポ イン ト増)及 びタイ(同0.1ポ イン ト増)に ついては前年度に比べ シェアが伸びている

(第1-1-33図 参照)。

また、国際ダ イヤル通話サー ビスの発信時間数の対前年度伸 び率 について見 ると、5年度が!0.8

%、6年 度が8.8%、7年 度が9.9%と なってお り、近年、滅少傾向 にあった伸び幅が再 び増加に

転 じた。7年 度の対前年度伸 び率の上位10位 までの地域 について、2年 度か ら7年 度 までの順位

の推移 を見 る と、ニュー ・ジー ラン ド、カナダ は6年 度 に引 き続 き順位 を上 げているほか、 これ
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第1-1-33図 取扱地域別国際電話取扱量比

(1)発 着信合計時間数

(2)発 信 時 間 数

シ ンカ ポ ール
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(3)着 信 時 間 数 ブ イリピ ン
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まで上位 に入 った ことの なかったヴ ィエ トナムが1位 となってい る。 また、6年 度 においては上

位10位 に入っていない米国が、7年 度においては3位 となっている(第1-1-34図 参照)。

イ 国際専用サービス

(ア)国 際専用回線サービス

国際専用回線サービスの7年 度末総提供回線数(KDD、ITJ及 びIDCの 合計)は 、1,691

回線(対 前年度末比2・9%増)と なっている。 これを品 目別 に見 る と、音声級回線(帯 域品 目で主

に電話 に利用)は189回 線(同33・7%減)、 電信級回線(速 度200bps以 下の符号品 目で主 にテレタ

イプ通信・デー タ伝送 に利用)は185回 線(同12・7%減)と 、音声級回線 は昭和62年 をピー クに、

電信級回線 も昭和56年 をピー クに・引 き続 き減少傾向 となっている。 これに対 し、中 ・高速符号

伝送用 回線(通 信速度1,200bps～45Mbpsの 回線で・主 にデータ伝送、高速 ファイル転送 、テレビ

会議 に利用)は1・317回 線(同14・8%増)と 前年 に引 き続 き増加 し、総提供回線数 に占め る割合は

77.9%(対 前年度比8・1ポ イン ト増)で 増加 している。 この よ うに、国際専用回線サー ビスにお い

ては、近年、大容量回線への需要の シフ トが急速 に進んで いることが分 か る。

この ことは、中 ・高速符号伝送用回線 につ いて、回線速度に回線数 を乗 じるこ とによ り得 る「1ヨ

線容量の推移 を見 て も、7年 度末の総回線容量 は354,429kbps(対 前年度末比56.6%増)と な.
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ているように、回線容量が飛躍的 に増加 しているこ とによって も読み取 るこ とがで きる(第1-

1-35図 参照)。

また、回線数が増加 している中 ・高速符号伝送用回線 の7年 度末の回線数について、取扱地域

別 に見 る と、上位 を占め る7地 域 の順位 は6年 度 に引 き続 き変わ らないものの、 その他の地域が

シェアを下 げている中で、中国のシェア(対 前年度末比1.4ポ イン ト増)が 増加 してい る。 また、

台湾 が大幅 に増加(対 前年度末比164.3%増)し 、第8位 となっている(第1-1-36図 参照)。

第1-1-34図 国際ダイヤル通話発信 時間数の地域 別対前年度伸び率の推移
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(イ)国 際映像伝送サービス

国際映像伝送サー ビスは従来、通信衛星経 由によ り提供 されて きたが、8年7月 、米国 ・ア ト

ランタにおいて開催 された第26回 オ リンピック大会 を契機 として、KDDに よ り、初 めて光海底

ヶ一ブル を経 由す る取扱 いが開始 された。 これによ り、降雨等の天候か らの影響 を免れ る ととも

に伝送遅延時間が短縮 され、サー ビスの一層の品質向上が図 られている。
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圏 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-1-35図 国際専用回線サービス回線数及び回線 容量の推移
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第1-1-36図 取扱地域別国際専用回線数 比(中 ・高速符号伝送用回線)
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第1節 情報通信サービスの動向旧一

ウ 国際デジタルデータ伝送サービス

(ア)国 際フレーム リレーサービス

国際 フレー ムリレーサービスの提供 は、第二種電気通信事業者で は5年2月 、ネ ッ トワーク情

報サービス(株)に よ り開始 され、9年3月 末現在、7社 によ り行われてい る。第一種電気通信事

業者で は6年4月 、KDDに よ り試験役務の提供 が、続 いて7年4月 には本サー ビスの提供が開

始 され、 また、7年12月 、IDCに よ りサービスの提供が開始 されている。

(イ)国 際ATMサ ービス

国際ATMサ ービスについては、KDDが5年7月 、AT&Tと 第4太 平洋横'断ケーブル(T

PC-4)を 利用 した実験 を開始 して以来、本格サー ビスの提供 に向けて同社 と各国 との間で実

験 が重ね られてきた。 これ ら実験の評価 を終 えて9年4月 、KDDに よ り試験サー ビスが開始 さ

れた。

エ インマルサッ ト海事衛星通信サービス及び航空衛星通信サービス

(ア)イ ンマルサッ ト陸上移動衛星通信サービス

従来、我が国 において提供 されていたインマルサ ット衛星 を利用 した通信 は、 日本国内 と船舶

・航空機間又は船舶相互間 に限 られていたが、8年4月 、試験役務 として、KDDに よ り、 イン

マルサ ッ トB、C、Mの 各 システムを利用 して、我が国内にある携帯移動地球 局 と海外 との間の

通信が可能 となるインマルサ ット陸上 移動衛星通信サービスの取扱 いが開始 された。

(イ)イ ンマルサットミニMサ ービスの提供の開始

通信方式及び利用可能 なサービスが

異な る、インマルサ ットA、B、C、

Mサ ー ビスシステムに加 え、 インマル

サ ッ トミニMサ ービスが、8年10月 、

KDDに よ り提供が開始 された。

本サービスでは、五つのサービスシ

ステムの中で最小 ・最軽量の ノー トブ

ック型パ ソコン大 に縮 小 された可搬型

地球 局を用 い、デ ジタル方式 によ り音

声、 ファクシ ミリ、データ通信が提供

されている。サー ビスの利用が可能 な

地域 は順次拡大 され、9年 夏 まで にほ

ぼ全世界でのサー ビスの提供が開始 さ

れる予定であ る。

オ 国際テレックスサービス及び国際電 』

報サービス インマルサットミニMサ ービス

7年 度 におけ る取扱数 は、 それぞれ

国際 テレックスサービスが583万 回(発 着信合計、対前年度比17.5%減)、 国際電報サー ビスが22

万通(発 着信合計、対前年度比18.5%減)と なってお り、 いずれ も減少傾向であ る。

なお、国際テレックスサー ビスにおいては、9年2月 、国内電話網経由によるサービスの取扱

いが開始 された。
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一 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

力 国際電気通信回線設備

8年 度 にお いて、開通 した回線設備及び敷 設に関す る合意がなされた回線設備 の概要 は次の と

お りで あ る(第 ユー1-37図 参照)
。

(ア)SEA-ME-WE3ケ ーブル

8年9月 、英 国一 シンガ ポール ・マレーシア間 に敷設が予定 されていた光海底ケーブルであ る

SEA-ME-WE3ケ ーブル を、我が国 をは じめ とす るアジア各国 まで延長 して敷設す るこ と

で・本ケーブルの建設 に参画す る各事業者間で基本合意が成立 した
。 これによ り本 ケーブル は、

総延長約3万km、 約30か 国に陸揚げ され るケーブル となった
。

また・本 ケーブルで は世界で初 めて 「光波長多重方式」が採用 され る予定であ り、電話回線 に

換算 して約48万 回線 というケーブルの大容量化が図 られ、急速 に増加す るアジア ・欧州 間の通信

需要への対応 が期待 されている。

本 ケーブル全区間の運用開始予定時期 は、11年3月 で ある。

第1-1-37図 世界の国際電気通信網
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第1節 情報通信サービスの動向旧■

(イ)TAT-12/13

8年9月 、IDC、ITJ、KDDが 建設 に参画 した フランスー米国本土間 を結ぶ光海底 ケー

ブルであ るTAT-13の 運用が開始 された。同時 に、本ケーブルが英 国一米国本土 を結ぶTAT

-12と 接続 され ることによ り
、TAT-12/13と しては、フランス、英 国、米国をループ状 に結

ぶ総延長約1.3万km、 電話回線 に換算 して約12万 回線の容量 を有す るケーブル となった。 さらに、

TAT-!2/13は 、我が国 と米国西海岸 を結ぶTPC-5CNと 接続 され るこ とによ り、飛躍的

に増大す る我 が国 と欧米間の通信需要 に対応 した、大容量の光海底ケーブル となっている。

(2)放 送サービス

激動す る国際i青勢の中で、諸外国の対 日理解 を促進 す るとともに、在外邦人 に対 して必要 な情

報 を提供 す るため、我 が国か らの国際放送の果たす役割 は極 めて重要 となって きてい る。我が国

か らの国際放送 は現在、ラジオ放送 においては、NHKに よる短波国際放送であ る「ラジオ 日本」、

テレビジョン放送 においては、NHKに よる映像国際放送 が行われている。

この うち、「ラジオ日本」では、国内送信所(KDD八 俣送信所(茨 城県))か ら直接 送信す る放

送 と、海外各地 の中継局を経 由 して間接送信す る中継放送 を行っている。中継放送で は8年 度 に、

シンガポール ・クランジ送信所 を中継局 として、 オセアニア向 け放送が開始 された。

8年 度の放送時間 を見 る と、全世界 に向 け日本語 と英語で放送す る一般向 け放送 は、1日 当た

り延べ32時 間で、特 定地域 に向けその地域で使用 されてい る言語 を用 いて放送す る地域向 け放送

は、21言 語で、!日 当た り放送時間 は延べ33時 間であった。

また、映像国際放送 については、北米地域(1日 当た り5時 間30分 程度)及 び欧州地域(1日

当た り3時 間40分 程度)に 対 して、直接受信又は有線 テレビ局を経 由す るこ とによる放送が行 わ

れているほか、アジア太平洋地域、中南米地域及び東欧地域等 に対 して、番組配信が行 われてい

る。

(3)郵 便サービス

8年 度の国際郵便物数 は、4億2,978万 通(個)(対 前年度比6.4%増)で あ る。

これを差立(外 国あて)と 到着(我 が国あて)で み る と、差立が1億2,783万 通(個)(同4 .1%

増)、 到着が3億195万 通(個)(同7.5%増)と なっている(第1-1-38図 参照)。

差立 の内訳では、通常郵便物が1億1,952万 通(同4.0%増)、 小包郵便物 が287万 個(同1.4%減)

となっている。 また、国際エ クスプ レスメール(EMS)は 、543万 通(個)(同8.8%増)と なっ

てい る。到着の内訳では、通常郵便物が3億195万 通(同7.5%増)、 小包郵便物が339万 個(同6.0

%滅)と なっている。EMSは 、434万 通(個)(同8.2%増)と なっている。

なお、EMSの 取扱国は、8年 度末現在、世界114の 国 と地域 になっている。
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圏 ■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

(百 万 通)第1-1-38図 国 際 郵便 の 引受 郵 便 物 数の 推 移
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3 電波利用の動向

(1)無 線局数及び利用分野

ア 無線局数

7年 度末現在の無線局数 は、約1,732万 局(対 前年度末比59.8%増)で あ る。

7年 度の無線局数の増加 は、6年 度 と同様、携帯 ・自動車電話加入局の大幅 な増加(対 前年度

末比135.6%増)に よるものであ る(第!-1-39図 参照)。

第1-1-39図 無線局数の推移
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第1節 情報通信サービスの動向1■■一
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1,283

406

8,293

5

5,051

2,131

741

2,179

1,641

1,326

374

8,392

6

7,770

4,331

819

2,620

1,325

1,364

375

10,834

7

14,ユ92

10,204

880

3,108

1,173

1,350

601

17,316

イ 利用分野

7年 度末現在 の利 用分野別無線局数 は、移動通信用が88.7%で あ り、以下、アマチュア無線7.8

%、 パー ソナル無線2.7%、 固定局、放送局、実験 局、レーダー等が0,8%と なっている。移動通

信用の うち電気通信事業用の利用が最 も多 く(全体 に対 して71.5%)、 その うち陸上移動局の携帯

・自動車電話加入局が占める割合 は、到 本の58.9%で あ る(第1-1-40図 参照)。

第1-1-40図 利用分野別無線局数

(7年度末現在)

そ の 他(航 空 機

局 、船 舶 局 等)

93千 局(0,5%)

パ ー ソナ ル 無線

465千 局(2.7%)

公共 事 業 用 無線

(ガ ス ・電 力 等)

80千 局(0.5%)

行 政 無 線

(防 災 ・消 防 等)

446千 局(2.6%)

運 輸 ・運 送 業

520千 局(3

そ 他

業 用 無 線

51千 局

5%)

用無 線 自営 用
o。2 ,970千 局

CA無(17・2%)

880千 局

(5ユ%

陸一ヒ 動局のう

携帯・ 動車電話

加入 以外

1,922千局.1%

マチ ュア無線

1,350千 局

(7.8%

そ の他

1,815千 局

(10.5%

固 定 局 ・放 送 局 ・実 験 局

レ ー ダ ー等

143千 局(0.8%)

無 線 局 数

17,316千 局

移 動 通 信 用

15,358千 局(88.7%)

電 気 通 信 事 業 用

12,388千 局(71.5%)

陸 上 移

携帯 ・自

電 話 加

10204千

(58.9%

局 の う ち

車

局

【可

陸上移動局以外

262千 局(1.5%)

郵政省資料により作成

(注)1無 線局数は、免許を要 しないPHS端 末、コー ドレス電話、市民ラジオ等の無線局

を除いた数

2移 動通信用とは、基地局、携帯基地局、無線呼出局、陸上移動中継局、構内無線

局、陸上移動局、携帯局、簡易無線局、海岸局、船舶局、航空局、航空機局、海岸

地球局、船舶地球局、航空地球局、航空機地球局、基地地球局、陸上移動地球局

411塵■一



■ 麗1第1章 平成8年1情 報通信の現況

(2)重 要無線通信妨害

重要無線通信妨害 申告件数は、7年 度 においては、493件 で あった。 これを用途別 に見 る と・消

防(全 体 の31.0%)、 航空関係(同17.8%)が 多い。

消防及 び航 空関係 の妨害 申告数が他 に比べて多い理由の一つ として、不法 アマチュア局 によ り

多数発射 され る電波の周波撚 、れ らの無線通信 の周波数 と動 ってい る・ とカ§挙 げ られ る(第

1-1-41図 参照)。

第1_1-41図 重要無線通信妨害申告件数の推移

(件>

600

500

400

300

200

100

0

■そ の 他

圓鉄 道

ロ官 公 庁

■防 災行 政

■防 衛

口消 防

ロ警 察

ロ海 上関 係

口航 空 関 係

圃放 送 業 務

口電気通信業務

616263ノ 亡234567

(年度)

郵 政 省資料 によ り作成
(単位:件)

用途

年度

電気通信業務

放 送 業 務

航 空 関 係

海 上 関 係

警 察

消 防

防 衛

防 災 行 政

官 公 庁

鉄 道

そ の 他

合 計

61

9

10

68

80

19

55

5

11

2

8

5

272

62

10

13

90

62

7

82

4

27

2

L7

4

318

63

10

13

106

51

7

98

4

42

3

13

7

354

元

28

18

93

63

4

161

18

25

18

23

82

533

2

20

23

146

76

10

161

0

15

12

Q

52

515

3

12

17

169

68

2

183

4

31

18

37

10

551

4

17

ユ6

164

63

2

161

5

32

12

19

29

520

5

8

16

75

49

5

142

2

32

16

49

34

428

6

20

23

87
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6

142

6

19

16
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35
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7

16

18
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76

2

153

4

34

5

50

47

493

一 闘142



第1節 情報通信 サー ビスの動向1■■■■

4通 信料金の動向

(1)国 内電気通信料金

ア 国内電気通信料金の低廉化

国内電気通信 の価格の推移につ いて、「物価指数月報」(日本銀行)に お ける企業向 けサービス価

格指 数によ り概観す ると、総平均 に比べ国内電気通信の価格 は、過去数年間 にわた り継続的な低

第1-1-42図 企業向けサービス価格指数の推移(国 内電気通信)

(2年'F均=100)

指
数
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一一一〇 一一 携 帯 ・自動 車 電 話

一一一△ 一一 無 線 ロ乎出 し

一一一{コー一 付 加 価 値 通 信
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1n田IVIn皿Wln田IVIO田IVI口 田IVIH

88

田w

(年)
「物 価 指 数 月報」(日 本 銀 行)に よ り作 成

(注)図 中 の1、H、 皿 、Wは 暦 年 四'卜期

付 加価 値 通信 と は 、パ ケ ッ ト交 換 、 回線 リセ ー ル 、電'メ ール 及 び フ ァ クシ ミリ通 信

(2年 平均=100)

期

総平均
国内電気通信全体
電話
専用回線
携帯 ・自動車電話

無線呼出し
付加価値通信

2

100

100

100

100

100

lOO

100

31

101.6

98.5

97,4

98。4

96.7

96。6

99,3

3H

102.9

96.5

96,3

96,0

90,1

95,2

98.8

31H

103,6

96.5

96.3

96,0

89.8

95.2

98.8

31V

103.7

96。5

96.3

96.0

89.2

95.2

98.8

41

103.9

96.4

96.3

96.0

89.2

95.2

98.8

4H

105,0

95.3

95.1

96,0

89.2

94.9

96.8

4m

105.0

93.8

93.0

96.0

89.2

94.4

96.8

41V

ユ05.0

93.7

93.0

94.7

87.6

93.5

96.8

51

!O4.9

93。7

93.0

94.6

87.1

93.5

96.8

5n

105.4

93.7

93.0

94.6

87.1

93,5

96.8

5[皿

105.1

93.7

93。0

94.6

87.1

93.5

96.8

51V

104.6

89.3

86.9

94.6

87.1

93。5

96.8

期

総平均
国内電気通信全体
電話
専用回線

携帯 ・自動車電話

無線呼出し
付加価値通信

61

104.6

89.0

86.7

92.1

87.1

93.5

96.7

6n

104.3

88.5

86.7

90.4

83.2

93,5

94.6

6皿

103.7

88.3

86.7

90.4

83.2

93.5

93.7

61V

!03.3

88.2

86.7

90.4

80.4

93.5

93.7

71

103.ユ

89.3

88.8

90.4

74,8

88,2

93.7

7n

ユ03,0

89,8

89.8

90.4

71.3

84.5

93.7

7田

102.8

89.5

89.8

85.8

69.3

84.5

93.7

71V

lO2,4

88.4

89.8

72.4

66.2

84.5

93.2

81

ユ02,2

87,9

89.2

72.4

62.8

84.5

93。2

8n

102.2

87.0

88.0

72.7

61.0

84.5

93.2

8田

ユ02.0

87.0

88.0

72.7

59.0
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93.2

81V

101.8

86.9

88.0

72.7

57.3

84.5
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幽 臨第1章 平成8年 情報通信の現況

廉化が図 られていることが分 か る。

2年 の価格指数の総平均 を100と す ると
、8年10月 ～12月 平均 においては、総平均 は101.8で あ

り1・8ポイン ト上昇 して いるのに対 して
、国内電気通信の指数 は86.9で あ り、13.1ポ イン ト低下 し

てい る。特 に、携帯 ・自動車電話(8年 ユ0月～12月 平均の指数57 .3)、専用回線(同72.7)の 指数

が大 きく低下 してい る(第1-1 -42図 参照)
。

8年 度 においては、携帯 ・自動車電話サ ービスの分野で基本料金 ・通話料金の大幅 な値下 げが

実施 され・加入料 については廃止 された
。 また、公一専一公接続 の解禁 に伴 い、公衆網 と専用線

の接続付加料 の大 幅な値下げが実施 された(第1-1-43表 参照)
。

第1-1-43表8年 度における主な通信料金の改定の状況(国 内電気通信)

分野 事業都 実施翰 利囎 鋳 微 定の概票

8年10月

電

話

NTT,
FTTN

et

;TTNet

NTT

NTT,JT,

沁DI,TW

J,TTNet

・朝

蓑

妻

婁

ドコ モ9社,ID

,0(全 ユ0社)

薫

書

望

携

帯

自 セル ラー8社,デ

動 ジ タルホ ン3社,

車'ッ ーカー3社,デ

電`ジ タル ッーカー1

話"社(全15社)

ドコモ9社

8年10月

8年11月

9年2月

8年4月

8年5月

8年7月

公一専接続の接続付加料の値下げ
・公一専 一公接続の実施に伴い、公一専接続の接続付加料金を累進型から
1回 線毎の固定料金へ変更

1回 線毎の片端接続月額料金NTT:1 ,000円TTNet:800円
NTTと の接続通話料の値下げ
・発信先を関東地域内から全国に拡大するに伴い

、160km超 の接続通話料金
の値下げを実施(ユ20円 →UO円)

公衆電話から発信されるクレジット通話及びフリーダイヤル通話に対する

公衆電話料金の適用

市外通 話料 の値下げ
・平 日昼 間の100kmを 超 える市外通話料金の値 下げ を実施

NTT:140円 →110円(平 日昼 間3分 間)

JT,DDI,TWJ:130円 →100円(平 日昼 間3分 間)

TTNet:100円 ～110円 →80円(接 続通話/平 日昼間3分 間)

:90円 ～100円 →70円(自 網内通話/平 日昼 間3分 間)

区域内接続通話の値下げ(TTNet)
・区域内のNTTと の接続通話料金の値下げを実施(

20円→ユ0円)
通話料の値下げ

灘 欝 器 灘 麟 欝 灘 び携帯働 車電話発信一
NTTDoCoMo(?例(携 帯 ・自動車電話発信 一NIT加 入 電話着信)

及隷 賑2撫 藁)ナログ方式プランA・ 平日昼間・分間の営業区域内
IDOの 例(携 帯 ・自動車電話発信一NTr加 入 電話着信)

ユ90円→180円(1形 、 平 日昼間3分 間の県内)

通話料金体系 の変更

騨欝灘欝難 繋癩糠謙譲霧景
通話料の値下げ

犠 霧 離舗鵡 騰 欝 び携帯・自輪 話発信一携

1鯵 灘 馳 欝 簾 購 護鶉 区域.
通話料金体系の変更

途鶉 欝 のユ60㎞内外の髄 分を廃止し一本化

欝 羅 蕪 懲 欝 欝 び携帯・自動輪 籍

通1灘ll購 犠 購 藷講券間の県内)

■■■Il44
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分野

携

帯

自

、動

§車

!:電
話

繕「

難

lP

l碁

1
駄,漁

事業者
IDO,セ ル

ラー8社,デ ジタ

ル ホ ン3社,ツ ー

カー3社,デ ジタ

ル ッ ー カ ー2社

(全17社)

ドコモ9社,ID

O,セ ル ラ ー8

社,デ ジ タ ル ホ

ン3社,ッ ー カー

3社,デ ジ タル

ッ ー カー2社(全

26社)

ドコモ9社,ID

O,セ ル ラ ー8

社,デ ジ タ ル ホ

ン3社,ッ ー カー

3社,デ ジ タ ル

ツ ー カー2社(全

26社)

ドコモ9社,ID

O,セ ル ラ ー8

社,デ ジ タ ル ホ

ン3社,ッ ーカー

3社,デ ジ タ ル

ッ ー カー2社(全

26社)

デ ジ タ ル ツ ー

カー東北

ドコモ9社,ID

O,セ ル ラ ー8

社,デ ジ タル ホ

ン3社,ッ ー カー

3社,デ ジ タ ル

ッー カー6社(全

30社)

アステル四国

パ ーソナル9社 、

ポ ケ ッ ト9社 、 ア

ス テ ル10社(全

28社)

実施年月

8年8月

8年9月

8年10月

8年12月

9年1月

9年2月

8年5月

9年2月

利用料金等の改定の概要
通話料の値下げ
・携帯 ・自動車電話発信一MT加 入電話着信及び携帯 ・自動車電話発信一

携帯 ・自動車電話着信の通話料値下げを実施
IDOの 例(携 帯 ・自動車電話発信一NTr加 入電話着信)

180円→150円(1形 、平日昼間3分間の県内)
・基本使用料の値下げを実施(IDO)

料金種別4形(ス ーパーコール)の 基本使用料を値下げ

2,500円 →2,100円

通話料金体系の変更(ツ ーカーセルラー東京、東京デジタルホン及び東海

デジタルホン)
・営業区域内において 「県内」及び 「県外」の区分を設定

通話料金体系の変更
・MT加 入電話発信 一携帯 ・自動車電話着信の160㎞ 内外 の距離区分を廃止

し一本化

通話料の値下げ
・NTr加入電話発信一携帯 ・自動車電話着信の通話料値下げを実施

240円 →230円(平 日昼間3分間)

新規加入料 の廃止(無 料化)

・NTTDoCoMoの 例

6,000円 → 無料(800MHzア ナ ロ グ方式/終 日利用 の場合)

6,000円 → 無料(800MHzデ ジ タル方式/終 日利用 の場合)

4,500円 → 無料(1.5GHzデ ジ タル方式/終 日利用 の場合)

携 帯 ・自動車電話発信 一NTr加 入 電話着信の通話料値下げ
・NTTDoCoMoの 例

170円 →150円(ア ナログ方式 プランA、 平 日昼間3分 間の県内)

・IDOの 例

150円 →130円(1形 、 平 日昼間3分 間の県内)

基 本使用料の値下げ
・NTTDoCoMoの 例

7,400円 →6,600円(800MHzア ナ ログ方式/プ ラ ンA)

6,800円 →5,800円(800囲zデ ジ タル方式/プ ラ ンA)

5,800円 →4,500円(1.5GHzデ ジ タル方式/プ ラ ンA)

新 規 加入料 の値下 げ
・3
,800円 →2,800円

通 話料 の値下 げ
・値 下げ例

200円 →180円(160㎞ 超/平 日昼間3分 間)

新 規加入料 の廃止(無 料化)

・NTrパ ー ソナルの例

3,000円 → 無料

PHS-NTr加 入 電話相互 間、PHS相 互 間の通話料 の値 下げ

・NTrパ ー ソナ ルの例

200円 →140円(100㎞ 超/平 日昼 間3分 間)

4516■ ■



■■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

分野

専

用

事業者
NTT

電力系NCC9社

JT

NTT

郵政省資料により作成

(表中の凡例)

実施年月

8年4月

9年4月

10年4月

8年4月

9年4月

10年4月

8年7月

8年12月

9年12月

10年12月

利用料金等の改定の概要

高速 デジタル伝送サー ビス(高 速 品目:64kbps～6Mbps)の 料 金 の値上 げ
・コス ト傾向 と整合 した料 金体系 とす るため、30㎞ 以 内の 区間の基本 回線

専用料 の値上 げを、8年4月 、9年4月 、10年4月 の3回 に分 けて実施

高速デジタル伝送サービス(高速品目:64kbps～6Mbps)の 料金の値上げ
・コス ト傾向と整合 した料金体系とするため、 近距離区間の基距離区間の

基本回線専用料値上げを、8年4月 、9年4月 、10年4月 の3回 に分け

て実施(大 阪メディアポー ト(株)については、各年とも6月 に値上げを実

施)

超高速デ ジタル伝 送サー ビスの料金値下 げ

・50Mbps ,150Mbpsの 基 本 回線使 用料 を平均2.67%値 下 げ を実施
一般専用サービス(符 号品目:50bps)回 線使用料の値上げ

・30㎞までの回線使用料について平均71%値 上げを、3回 に分けて実施

JT

DDI

TWJ

ドコモ9社

IDO

セ ル ラー8社

デ ジタル ホン3社

ッー カー3社

デジ タル ッー カー6社

パー ソナル9社

ポケ ッ ト9社

アステル10社

電力系NCC9社:東 京通信 ネ ッ トワー ク(株)等 地域 別9社

日本テレコム(株)

第二電電(株)

日本高速通信(株)

NTTDoCoMo等 地域別9社

日本移動通信(株)

:関 西セルラー電話(株)等 地域別8社

:(株)東 京デジタルホン等地域別3社

:(株)ツ ーカーセルラー東京等地域別3社

:(株)デ ジタルッーカー九州等地域別6社

:NTT中 央パーソナル通信網(株)等 地域別9社

:DDI東 京ポケット電話(株)等 地域別9社

:(株)ア ステル東京等地域別10社

TTNet:東 京 通信 ネッ トワーク(株)

OMP:大 阪 メデ ィアポー ト(株)

CTC:中 部 テ レコミュニ ケー シ ョン(株)

STNet:(株)四 国情 報通信 ネ ッ トワー ク

QTNet:九 州通信 ネ ッ トワー ク(株)

HOTnet:北 海 道総 合通 信網(株)

CTNet:中 国通信 ネ ッ トワー ク(株)

TOHKnet:東 北 イ ンテ リジェ ン ト通信(株)

HTNnet:北 陸 通信 ネ ッ トワー ク(株)

イ 国内電気通信料金の多様化

電話等の料金 の競争は、従来、料金水準の引 き下げを中心 に展開されて きた。 しか し、近年 は

加入者線交換機 のSPC(注2)化 ・デジタル化 の進展 によ り設備面の環境 が整備 されてきた こと等 を

背景 として・利用者のニーズ・利用形態の多様化 に対応 した料金が設定 され るよ うにな りつつ あ

る。

8年 度 にお いては・公一専一公接続 に代表 され るよ うな接続形態の多様化が推進 され
、電話の

直加入サー ビスや・保守面 を簡素化 したサービス ・グ レー ド別 の専用サー ビスが提供 された こと

が特徴的であ る(第1-1-44表 参照)。
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第1節 情報通信サービスの動向旧圏

第1-1-44表8年 度 における主な通信料金の多様化の状況(国 内電気通信)

分野

電

話

携

帯

自

動

車

電

話

事業者
TWJ

JT

DDI

DDI

JT

NTT

DDI,JT,

TWJ

DDI,TWJ

JT

TWJ

NTT

関 西 デ ジ タル ホ

ン

デ ジ タ ル ツ ー

カー中国

デ ジ タ ル ツ ー

カ ー東 北 、 デ ジ

タル ッー カ ー北

海道

デ ジ タ ル ツ ー

カー北 陸

デ ジ タ ル ツ ー

カー四国

実施年月
8年4月

8年6月

8年10月

8年6月

8年10月

8年6月

8年7月

8年10月

8年11月

8年10月

8年11月

8年4月

8年5月

8年12月

9年1月

9年2月

利用料金等の多様化の概要

事業者設備で終端する電話サービスの実施
・サービスの概要

事業者の交換機の設置されている局舎内に終端する電話サービスで、距

離に関係のない一律の通信料金を設定
・通話料の例(TWJの 場合)

平 日昼間1分20円 、他に毎月の基本料金が必要

直加入サービスの実施
・サービスの概要

加入者の電話設備とDDIま たはJTの 交換機を専用線で直接接続し、NTT

の市内電話網を経由せず、割安な料金の長距離通話を提供するサービス
・1通話当た りの料金は、DDIま たはJTの 通常の市外通話サービスより安

く、20kmを 超える通話ではNTTよ り安い
・固定料金は、専用線の使用料が必要なため、企業等の大口需要にとって

割安となる

企業単位の全国一括契約による市外通信料金の月極割引サービスの実施
・サービスの概要

毎月一定額の支払いにより指定 した回線群から発信 された市外通信料

が、時間帯や曜日に関わりなく、一定の割引率で通話可能なサービス
・割引内容(NTTの 場合)

定額料金/割 引率:300,000円/20%、600,000円/25%

月額基本料なしの大口割引サービスの実施
・サービス概要

同一名義 ・同一住所の回線群の合計の通話料 に応 じた割引率による通話

料の割引サービス
・登録料(1 ,000円)の みで、月額基本料は不要

割引率は最大20%

通話 時間に応 じた割引サー ビスの実施

・サ ー ビス概 要

1通 話当た りの通話料金 を10分 まで は10%、10分 を超 える分は20%割 り

引 くサ ービス

ネ ッ トワークサー ビスのセ ッ ト割引

・サ ー ビス概 要

キャ ッチホ ン(ま たはキ ャッチホ ン2)、 プ ッシュ回線 、ボ イス ワー プ

の3点 セ ッ トの契約 者に対 して、セ ット割引 を提供

・セ ッ ト割引料 金(例)

キ ャ ッチホ ン、 プッシュ回線、 ボイスワー プの3点 セ ッ ト:住 宅用950円

(240円 割 引)

通 話割引サー ビスの実施

・サ ービスの概 要

毎 月一定額 を支払 うこ とに よ り、一定額 まで通話がで きる通話料月極割

引サ ービス

・関西 デジタルホ ンの例

バ リューパ ック5000(定 額 料金:5,000円 、 通話可能額15,700円)
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■ ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

野
町事 葉 警 州 噌・'翼`鐸)書'肺 暫

東 海 デ ジ タル ホ

ン

ツ ー カ ー セ ル

:ラ ー東 海

ドコモ9社,ID

O

デ ジ タルホ ン3社

ツーカー3社
『
デ ジ タ ル ツ ー

カー九州
'デ ジ タ ル ツ ー

カー中国

屯

.i

セルラー8社

携

帯

自

動 昭

車

電

話

、セルラー8社

:デ ジタル ホン3社

婆

東 海 デ ジ タル ポ

・1ン、 関 西 デ ジ タ

1ル ホ ン

k
.颪 、"届

IDO

8年5月

8年10月

8年7月

8年9月

8年10月

9年1月

9年5月

8年7月

8年7月

8年8月

8年10月

8年11月

7利用料金等め多様化の概要
一∵i

嘗 ・饗 ・ 「

超低利用プランの設定
・東海デジタルホンの例

呈欝 影 謂o母 日昼間、夜間及び土・日棚)・
60秒/100円(深 夜 ・早朝)

長期契約割引(基 本使用料)の 実施
・サービスの概要

長期契約実績者に対 して基本使用料を割 り引 くサービス
・NTTDoCoMoの 例

1年 以上3年 未満:基 本使用料の3%

3年 以上5年 未満:基 本使用料の5%

5年 以上:基 本使用料の10%

長期契約割引(通 話料)の 実施
・サービスの概要

長期契約実績者に対 して通話料金を割 り引 くサービス
・提供条件

1年超3年 以内:通 話料金の3%

3年超:通 話料金の5%

大口利用割引サー ビスの実施(セ ルラー8社)
・サ ー ビスの概要

毎 月9,000円 の定額料 を支払 うこ とによ り、同一 グループか ら発信 した通

話料 を一定率割 り引 くサ ービス

・セルラー各社(沖 縄セル ラー を除 く)の 例

40万 円 までの部分:15%

40万 円 を超える部分:20%

回線群単位の通話料割引サービスの実施
・サービスの概要

毎月一定額 を支払うことにより、契約者の回線群(同 一名義)単 位で通

話料を割 り引 くサービス
・サービスの例

ビジネスコール15(定 額料金:7,200円 、割引率:15%)

内線通話割引サービスの実施
・サービスの概要

登録 されたグループ内及びグループ外(5番 号まで)の 中で4桁 の番号 を

指定 し内線通話が行えるようにするとともに、毎月一定額を支払うこと

により、内線通話に限り一定の率で通話料を割 り引 くサービス
・提供料金

内線通話割引サービスの月額基本使用料

(プランA:6,400円 、プランB:4,300円)

通話料割引サービス(定 額料金:13,000円 、割引率:25%)

特定電話番号割引サービスの実施
・サービスの概要

毎月一定額を支払 うことにより、指定 した1本 のIDOの 電話への通話

料を割り引くサービス
・提供料金

定額料金:300円

割引額:特 定電話番号への通話料金の月間累計額の50%
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第1節 情報通信サービスの動向ll匿一

分野

携

帯

自

動

車

電
話

P

H

S

専

用

事業者

東京 デジ タルホ

ン

セル ラー8社

ドコモ9社,ID

O、 セ ル ラ ー8

社 、 デ ジ タル ホ

ン3社 、ツーカー

3社 、 デ ジ タ ル

ッーカー1社(全

24社)

ド コ モ3社

(NTTDoCoMo、 ドコ

モ 東 海 、 ドコモ

関西)

DDIポ ケ ッ ト9

社

TTNet,CTC,OM

P

CTNet

TOHKnet,HOT

net

HTNet,STNet,Q
TNet

NTT

実施年月

8年11月

8年12月

9年2月

9年2月

8年12月

8年10月

9年2月

9年3月

9年4月

8年10月

9年12月

利用料金等の多様化の概要

特定時間帯における通話割引サービスの実施
・サービスの概要

毎月一定額を支払うことによ り、特定時間帯(平 日の午前8時 から午後5

時までの間及び土 ・日、祝 日の終 日)に おける通話料を割 り引 くサービ

ス
・提供料金

定額料金:600円

割引額:特 定時間帯における通話料金の月間累計額の25%

長期契約割引(通 話料)の5年 超の区分の追加
・提供内容

5年 超:通 話料金の10%

長期契約割引の割引率の改定
・NTTDoCoMoの 例

1年 以上3年 未満:基 本使用料の3%→5%

3年 以上5年 未満:基 本使用料の5%→7%

5年 以上:基 本使用料の10%→12%

1.5GHzデ ジ タル方式 の非音声 通信 時の割引料金 の設定

15円/分(平 日昼 間)

13円/分(夜 間 ・土 日祝 日)

10円/分(深 夜 ・早朝)

DDIマ ルチ メデ ィアア クセスライ ンへの接続

・全 国を7つ のエ リアに分割 し、各エ リア内の アクセスポ イン トまでは通信

距離等 に関係 な く一律料金(1分13円)

高 速 デジタル専用線の接続サ ー ビスを実施

・サー ビス概要

エ ン ド ・エ ン ドの料金 設定 を した地域系NCCに よる高速 デジ タル専 用

線 の接続サー ビス
・提供 品目及び料金

高速 品 目(64kbps～6Mbps)及 び超 高速 品 目(50Mbps、50Mbps)

L5Mbpsの 場 合の料金:120kmま で78,000円/120kmを 超 える と20km

毎 に32,100円

近距離用アクセス用品目の導入(高 速デジタル伝送サービス)
・サービス概要

故障の監視を回線単位で行わないなど機能を簡素化 したサービス
・サービスメニュー

デジタルアクセス64

故障修理体制/距 離区分

営業外の故障修理を行わない

24時 間故障修理を行 う

デジタルアクセス128

故障修理体制/距 離区分

営業外の故障修理を行わない

24時 間故障修理を行 う

～15km～30km

28,000円42,000円

31,000円45,000円

～15km～30km

38,000円64,000円

41,000円67,000円
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分野

I

S

D

N

デ デ
ジ1
タ タ
ル 伝
送

事業者

NTT

NTT

NTT

実施年月

8年2月

(住宅用)

8年9月

(事務用)

8年9月

8年10月

利用料金等の多様化の概要

深夜 ・早朝時間帯の月極定額料金サービスの実施
・サービスの概要

毎月一定額 を支払うことにより、利用者が予め指定 した特定の電話番号

(2電 話番号)への通信料金が、深夜 ・早朝時間帯(23時 ～8時)に 限 り、

通話回数や通話時間の長 さにかかわらず定額 となるサービス(基本 イン

タフェース)
・プラン1(区 域内電話番号指定型):2 ,400円(住宅用)、4,600円(事 務用)
・プラン2(隣…接区域内電話番号指定型):4,800円(住宅用)、9,200円(事 務用)

事業所単位の一括契約による市外通信料金の月極割引サービスの実施
・サービスの概要

毎月一定額の支払いにより同一設置場所の回線群か ら発信 された市外通

信料が、時間帯や曜 日に関わりなく、一定の割引率で通話可能なサービ

ス
・割引内容

定額料(金)/割 引率:4,500円/10%、13,000円/15%、45,000円/

20%

フ レームリレーサー ビスの月極定額料金制導入

・サ ービスの概 要

従来の通信量 に応 じた料金体系 に加 えて、通信量 に よらず通信料 金 を月

極定額 と したサー ビスを追加

・通信料(1回 線 あた りの月額)

64kbps:7,000円/128kbps:13,000円/1.5Mbps:168,000円

郵 政省資料 によ り作成

(注)表 中の凡例 は、 第1-1-43表 と同 じ。

(2)国 際電気通信料金

ア 国際電気通信料金の低廉化

国際電気通信の価格の推移 について、「物価指数月報」(日本銀行)に おける企業向 けサービス価

格指数 によ り概観す ると、総平均 に比べ国際電気通信の価格 は、過去数年 間にわた り継続的 な低

廉化が図 られていることが分 か る。

2年 の価格 指数の総平均 を100と す ると、8年10月 ～12月 平均 においては、総平均 は101 .8で あ

り1.8ポ イン ト上昇 しているの に対 して、国際電気通信の指数は82.6で あ り、17.4ポ イン ト低 下 し

てい る。特 に、国際電話(8年10月 ～12月 平均 の指数80.5)の 指数が大 き く低下 している(第1

-1-45図 参照)。
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■1一

第1-1-45図 企業向けサービス価格指数の推移(国 際電気通信)

110 (2{卜1ろ土均1=100)
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「物 価 指 数 月報 」(日 本銀 行)に よ り作 成

(注)図 中 、1、n、IE、IVは 暦 年 四 半期
(年)

期

総平均

国際電気通信

国際電話

国際専用回線

国際 テ レッ クス

2

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

(2年 平均=100)

31

101,6

97.3
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100.0

100.O

3H
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100.0

100.0

31H
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31V
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95.4
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4H
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4田
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41V
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51V
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期

総平均

国際電気通信

国際電話

国際専用回線

国際 テ レッ クス
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104.6

93.9
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104.3

93.9

93.0
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61H

103.7

93.9

93.0

97.4

100.0

61V

103.3

92.6

91.7

95.1

100.0

71

103,1

90.0

89.1

89.7

100.0

7n

103.0

89.9

89.1

88.1

100.0

7皿

102.8

89.9

89.1

87.5

100.0

71V

102.4

86.8

85.4

87.5

100.0

81

102.2

84.9

83.2

87.5

100.0

8H

102,2

84,9

83.2

87.5

100.0

81H

102.0

84.9

83.2

87.5

100。0

81V

101.8

82.6

80.5

87.5

100.0

8年 度 においては、国際ダ イヤル通話サー ビスの値下 げが行われたほか、国際ISDNサ ー ビ

ス、航空衛星通信サー ビスにおいては値下げ とともに料金 の簡素化 も併せ て実施 されている(第

ユー1-46表 参照)。
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一 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-1-46表8年 度における主な通信料金の改定の状 況(国 際電気 通信)

野

電話

国際
IS

DN

国 。、

映像

伝 送

エ

衛星
通信
サー
ビス

国.、

ファクシ

ミリ通

信

1

KD

ITJ

IDC、

ITJ

KDD

KDD

KDD

6
月

87

11

12

8年5月

810月

88月

92月

1用 ・、 の 疋 の

言 い 週 言 の'亀 の 疋
・機能使用料の廃止
wこ
、 言 い 週 言
・機 能 使 用 料 の廃 止

の'・ の 疋

・契約時に必要な機能設定料の値下げ

玉宗 ル辺言 一 ヒスの':、1旦
・サービス取扱 全地域 を対象
・アジア、中南米及 びアフリカを重 点的 に値下 げ
・平均値下げ率は5 .1%
玉球 ル週言 一 ヒスの'・、 旦
・サービス取扱 全地域 を対象

・アジア、中南米及 びアフリカを重 点的 に値下 げ
・平均値下げ率はIDCで は6。4%、ITで は5.6%

料金体系の簡素化
・通信時分に応 じ3段 階に区分 された料金段階を2段 階へ簡素化

通信料金の値下げ
・簡素化された各料金段階の料金 を値下げ
・平均値下げ率はIDCで は27,2%、ITで は22.4%

通 言'・笠の 旦下げ
・全取扱地域 を対象 、平均 値下げ率 は24%

車載型地球局の料金値下げ
・値下げ率は40%

通 詳 笠の 旦下げ
・全地域均一料金の導入により最大値下げ率は53 .2%
・電話サービスにつき、着信地域 ごと、通話時間帯ごとの料金設定を廃
止 し、データ通信 と合わせ全地域あて全時間帯単一料金制を設定
・航空機の地球局設備使用契約者に課 されていた月額基本料金 を廃止

通 言L朶、の 旦下 げ
・16地 域 を対 象

・平 均 値 下 げ 率 は28 .7%

郵政省資料により作成

イ 国際電気通信料金の多様化

企業活動 のグ ローバル化、個 人レベルでの国際交流の深化等、社会の様 々な分野 におけ る国際

化の進展 に伴 う国際電気通信サービスの アプ リケー ションの多様化及び その料金の多様化 に対す

る利用者のニーズの高 ま りを背景 として、近年、国際電気通信料金 の多様化が拡大 してい る。

8年 度 においては、 これ まで利用額が比較 的少額であ る個 人利用者層 を対象 とした、 国際電話

サー ビスの多様 な料金体系 の導入が先行 して きたが、企業等の高額利用者 を対象 とした国際電話

サー ビスの新たな料金体系が設定されたほか、国際映像伝送サー ビス、国際 テレックスサー ビス

等の料金の多様化が図 られた(第1-1-47表 参照)。
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第1節 情報通信サービスの動向1■■一

第1-1-47表8年 度における通信料金の多様化の状況(国 際電気通信)

分野
国際
電話

エ

衛星
通信

KDD

ITJ

IDC、

ITJ

IDC、

ITJ、

KDD

KDD

86月

86月

87月

92月

88月

旺用 ・ の.の 要

選択 型 型 割弓の'入
・利用者名義の全ての国際電話サー ビス を対 象に請求書単位の利用料

金総額 に応 じて全時間帯 の通信料金 を割引
・契 約時、 月額利用見込み額 によ り月額基本料金 、割引率の異 なる3

タイプか ら選択
・ 虫1♂ ・1ま、・24%

クーポ ン型 。1弓料 、 糸の'入
・月額基本料金 を支払 い、 月額利用料金 に応 じて次回の利用料金 を

10%割 り引 くサー ビス

選択型 型割弓の'入
・利用者名義の全ての国際電話サービスを対象に請求書単位の利用料

金総額に応 じて全時間帯の通信料金 を割引
・最大割引率はIDCで は約26% 、ITJで は約25%

信 地 星の祝祭 日に自わせ、我が国発信'該 地,あ て通 言料笠に。1引

時間帯料金 を適用
・アジア地域 における旧正月期 間 を対象

デー タ通 言におけ るハ イ ・ゲ インデータ、 ロー ・ゲ インデー タ料笠の

設定
・従来サ ービス よ りも相対的 に衛 星の電力が少な くて済み廉価 なサ ー

ビス をハ イ ・ゲイ ンサ ービス と して取扱い を開始
・従来サ ービス をロー ・ゲインサー ビス として提供

郵政省資料により作成

(3)郵 便料金

郵便料金 について、「消費者物価指数年報」(総 務庁)に おける価格指 数を使って、昭和56年 を

100と した指数 を他の公共料金 と比較す ると、5年 まで は、公共料金サー ビスの平均 よ り低 く推移

していたが、6年 の料金改定 を経て、7年 で は、おおむね公共料金サー ビスの平均 に位置 してい

る(第1-1-48図 参照)。

また、9年4月 か ら、消費税率が3%か ら5%(地 方消費税 を含 む。)に改定されたが、国民の

第1-1-48図 公共料金(指 数)の 推移

(指 数)

300
-O一 郵 便料

一 〇一 電 気代

一 〇一 カ ス代2
50

-△ 一 水道 料

十 ハ ス代

十 【[粒大学 授 業 料200

-{]一 一公営 家 賃

一一一[=トー一一2、jlくサーヒ ス半十く詮

(56年'r均=100)

150

100

50

56575859606162631234567

(年)

「消費 占物価指数年報」(総 務庁)に より作成
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(56年 平 均=100)

年度

郵便料

電気代
ガス代

水道料
バス代

国立大学授業料

公営家賃

公 共サービ ス料 金

56

100.0

100.0

lOO,0

100.0

100.0

lOO.0

100。0

100.0

57

105.1

!00.5

100.4

114.3

110.5

111.1

106.0

104、5

58

104.8

100,5

100.7

117.4

116.1

123.2

!13.0

106.4

59

104,5

100.5

101.0

124.4

121.7

131.3

121.4

110.3

60

104.5

100.5

101.1

129.2

128.9

143.8

!27.4

114.8

61

!04.5

95.5

96.7

13!.6

134.3

153.0

!31.3

l!7.4

62

104.5

88.8

89.9

132.9

138.0

164.!

135.8

l!9.8

63

104.5

86.7

87.9

135.1

139。8

175.0

140.5

120.3

年度
郵便料

電気代
ガス代

水道料
バス代

国立大学授業料

公営家賃

公 共サービス料 金

1

106.8

84.7

88.4

138.6

145.4

186.7

148.0

!22.5

2

107.5

83.8

90.5

140.4

150.4

201.6

152.9

125.0

3

107.5

83.8

94.2

141.6

152.5

213.5

!55.5

125.9

4

107,7

83.8

94.5

143.7

158,3

226.4

159.6

127,8

5

108,8

83.6

94.7

148.5

161.2

237.5

164.8

128,9

6

130.8

82.5

93.8

ユ54.5

166.5

250,6

170.2

129。4

7

132.8

82.3

94.1

!58.3

169.3

261.5

175.4

132.1

利便等 を考慮 して、新郵便番号制導入等の経営努力によって料金 を据 え置 くこ ととし・実質的 に

消費税率改定分相 当額 の郵便料金 の値下げを行った。

なお、郵政省が8年 度 に実施 した郵便料金 に関す る制度改善 は次の とお りで あ る。

ア 市内特別郵便制度の改善

8年8月 に、同時 に1,000通 以上差 し出 される市内特別郵便物 につ いて、差出通数が 当該差 出郵

便局の総配達 か所数の50%以 上で あ り、かつ、当該郵便 局長の指 示 に従 い、並べて差 し出すな どの

条件 を具備す る場合 に、一般の市内特別郵便物の料金 よ りも低廉な特別料金 を適用す ることとした。

イ カタログ小包郵便物制度の改善

9年2月 に、カタログ小包郵便 による割引制度 につ いて、次の とお りの改善 を行 った。

(ア)利 用条件

カタ ログ小包郵便物 は、 その形状 及び重量が同一であ ることを条件 としていたが、郵便 番号 ご

との重量別物数等 を記載 した書面 を添付す るなどの条件 を満 たす場合 には、 その形状 及び重量 が

異 なる もので あって も利用で きることとした。

また、最低差 出個数 につ いて、同時 に2千 個以上 かつ月間2万 個以上 とい う条件 を、同時 に1

千個以上かつ月間1万 個以上 に引 き下げた。

(イ)料 金等

2509ま で と5009ま での間 に3509ま での重量段階の料金 を設定 したほか、同一郵便 区内で発着

す るものに適用す る料金(配 達局料金)を 設定 した。

また、同時 に3千 個以上 を告示 された郵便 局(拠 点局)に 差 し出す場合、差 出局 と同 じ都道府

県内あての ものは5%、 他 の都道府県 あての ものは6%、 それぞれ減 額す るこ ととしたほか、拠

点局以外の郵便局 に他の都道府県あての ものを1週 間程度の配達の余裕 を承諾 して差 し出す場合

には、6%を 減額す ることとした。

ウ 書籍小包郵便物制度の改善

9年2月 に、1509ま で の重量段階の料金 を新設 した。

また、同時 に2千 個以上 を郵便番号 ご とに区分等 して差 し出 され る書籍 小包郵便物 につ いて、

告示 された郵便 局(拠 点局)に 差 し出す場合 は4%、 拠点局に3日 程度の配達の余裕 を承諾L、
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第1節 情報通信サービスの動向湘■

差し出す場合及び拠点局以外の郵便局に1週 間程度の配達の余裕を承諾 して差 し出す場合は、9

%を 通常の減額率に加算することとした。

5イ ンターネ ット、 パ ソコン通 信 サービスの 動 向
ノ・ だ..._一 。 、乙.⊇ 二∵「 押η...旨,㌃ 一 メ

(1)イ ンターネ ッ トの普及状況

インター ネ ッ トに接 続 され るホ ス トコ ンピュー タ数 は、米NetworkWizards社 の公表 に よ る

と、1997年!月 現在 、 全世 界で 約1,615万 台(対 前 年比70.5%増)で あ り、我 が国 は約73万 台 と

なっ て い る。

この よ うに インター ネ ッ トは急 速 な増加 を続 けて い る(第1-1-49図 参照)。

第1-1-49図 インターネットに接続されるホストコンピュータ数の推移

(千台)
18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

一◆一全世界

十 日本

1987198819891990199119921993

NetworkWizards(http://www.nw.com/)に よ り作 成

1994199519961997

(年)

(単 位:千 台)

年月

ホスト数 〔全 世 界)

ホスト数 旧 本)

1987.12

28.2

1988.7

33.O

1988.10

56.0

1989.1

80.0

!989.7

130,0

1989.10

159.0

ユ990.工0

313.0

ユ991.1

376.0

1991.7

535.0

6.7

年月

叔ト数1全 世界)

ホスト数(日 本)

1991.10

617.0

8.2

1992.1

727.0

8.6

1992.4

890.0

12、4

1992.7

992.0

15.8

1992.10

1,ユ36.0

20,4

ユ993.1

1,313.0

23.2

1993.4

1,486.0

25.9

1993.7

1,776.0

35.6

1993.10

2,056.0

43.7

年 月

ホスト数(全 世 界)

叔ト数旧 本〉

1994.1

2,217.0

42.8

ユ994.7

3,212.0

72.4

1994.10

3,864。0

82.6

1995.1

4,852.0

96.6

1995.7

6,642.0

159.8

1996,1

9,472.0

269.3

1996.7

12,881.0

496.4

1997.1

16,!46.0

734.4

(注 旧 本 国 内 の デ ー タの うち 「一」 で 示 す もの につ い ては 採 取 で き なか った もの で あ 翫 、
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ア 国内普及状況

(ア)イ ンターネ ッ ト・サー ビス ・プ ロバ イダ

9年2月 末 現 在 、 イン ター ネ ッ ト ・サ ー ビ ス ・プ ロバ イダ として イン ター ネ ッ ト接 続 サ ー ビ ス

を行 っ て い る第 二種 電気 通 信事業 者 は1
,640社 で あ り、これ は、第二種 電気 通 信事 業 者 全体 の約4

割 に当 た る。 また、 第一種 電気通 信事 業者 につ い ては、NTT、KDD、IDC、ITJ及 び武

蔵野 三 鷹 ケー ブル テ レビの5社 となっ てい る(第1-!-50図 参照) 。

第1-1-50図 インターネット・サービス ・プロバイダ数 の推移

(社)
1,800

1,600

1,400

ユ,200

1,000

800

600

400

200

0

ロ ー般 二種

ロ特別1種

ロ 種

6・258117 ・258118 .25811

郵政省資料により作成

9.2

(年 月)

年月

一 種

牛寺別二歪重

一般二種

合計

6年2月

0

1

9

ユ0

5月

0

2

13

15

8月

0

3

22

25

11月

0

3

26

29

7年2月

0

4

34

38

5月

1

7

45

53

8月

1

8

78

87

(単 位:千 台)

ll月

1

17

206

224

8年2月

1

20

406

427

5月

1

22

773

796

8月

2

25

1,128

ユ,ユ55

ll月

3

29

ユ,430

ユ,462

9年2月

5

31

ユ,609

ユ,645

(オープンコンピュータネッ トワーク(OCN)サ ービス)

NTTは ・8年12月 ・ インターネ ・ 卜才妾続サー ビスとしてOCNサ ー ビス練 京都23区 醐

市(神 奈川県)及 び大垣 市(岐 阜県)に おいて開始 した。

OCNサ ー ビスは・NTT以 外の電気通信事緒 や儲 提賭
、企業のLAN 、更1、個 人のパ

ソコン等誰 もが蕨 で きることを願 」としてお り・例 斌 他の電気通信事業者 が。CNを 自

惚!セ ス回糖 クボ～ン耕 ワークとして利用するなど・多様な形態での接続が可能

(ケーブルテ レビ事業者のイ ンターネ ッ ト接続サー ビス)

鵡 野三 鷹 ケー ブ ノレテ レ ビは・8年1・ 月・ ケー プ・レテ レ ビ聴 を利 肌 た イン ター ネ 。 ト挑

サ ー ビ スを開始 した。 『
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第1節 情報通信サー ビスの動向1■■一

本サービ スは、750MHzの 光 ・同軸・・イブ リッド方式の ケーブル テレビ回線の うちケーブル テレ

ビ放送で未使用の周波数を活用 して、高速デジタルデー タ伝送 に利用 してい るものであ り、ダ イ

ヤルアップ型接続サー ビス(28.8kbps)とLAN型 接続サー ビス(10Mbps)を 提供 してい る。

(イ)ア クセスポイン ト

8年10月 現在で、インターネ ッ トにダ イヤル アップIP接 続 す るためのアクセスポイン トは、

全国 に282か 所(3分 間の通話が10円 でか けられ る単位料金区域)存 在 し、 その数 はインターネ ッ

トの普及 に伴 い増加 している。

全国3,255の 市町村 の うち、2,126の 市町村が区域 内通話(単 位料金区域の中に終始す る通話)

で インターネ ットへの接続が可能であ り、その うち1,609の 市町村の単位料金区域 には複数のプ ロ

バ イダの アクセ スポ イン トが設置 されている。

イ 国別 普及状況

(ア)イ ンターネッ トのグローバル化

1996年6月 現在、 インターネ ッ トとIP接 続が可能な国(地 域 を含む。以下 この項 において同

じ。)は 、全世界で134か 国(対 前年同期比38か 国増)あ り、電子 メールによる情報交換が可能 な

国を含め るとアジア とアフリカの一部の地域 を除 く186か 国(同13か 国増)と な る(第1-!-51

図参照)。

第1-1-51図 インターネットの国際接続状況

4蔭 騨 曙 　 甘 ～
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国 際 接 続 状 況
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■ イン ター 不 ノトに接続(ip接 続)さ れ てい る地域

■ 屯rメ ールの配 送た けかで きる地 域(UUCPやFldoNe1経llD

口 未接 糺

◎ ノ
COPソr脚9hヒ◎1995

L∂rrゾし∂「1dweb¢r

コndlhelnlρ 「∩01SO⊂101}
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copyoru～ 已脚、hρrebyqranted
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出 所:LarryLandweberandtheInternetSociety,(ftp:〃ftpcswisc.edu/conectivlty_table/)

(イ)国 別 インターネ ッ ト接続ホス トコンピュータ数の状況

イ ンター ネ ッ トに接 続 され るホ ス トコン ピュー タ数 を主 な国別で 見 る と、米 国 が約1,011万 台(全

体 の62,6%)と 最 も多 く、以 下、 日本(約73万 台、 全体 の4.5%)、 ドイツ(約72万 台、 全体 の4.5

%)、 カ ナダ(約60万 台、全体 の3.7%)、 英 国(約59万 台、 全体 の3.7%)の 順 となっ て い る。

また、1997年1月 まで の1年 間の増 加率 を見 る と、欧米 で の成 長 は若干 鈍 化 してい る中で 、中

国(920倍)、 イン ドネ シア(4.08倍)、 イン ド(3.98倍)の よ うに、 主要 先進 国 よ り更 に大 き く
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増 加 して い る国 も見 られ る。さ らに、過去3年 間の 成長 を見 る と、タ イ(33・50倍)・ イ ン ド(22q

倍)、 日本(17.17倍)、 ニ ュー ・ジー ラン ド(14.64倍)、 シ ンガ ポー ル(10・42倍)の 成 長が 目ざ

ま しい(第1-!-52図 参 照)。

第1_1_52図 国別のインターネット接続ホストコンピュータ数と成長率

[=]ホ ス トコンピュータ数

イン ド

タ イ

イン ドネシァ

中 国

シンガポール

メキシコ

香 港

韓 国

ニュージーランド

南アフリカ共和国

イタリア

フランス

オース トラリア

英 国

カナダ

ドイツ

日 本

米 国

[コ鶴 猫謬

[]鶴 聚謬

11,00010ρ00800600400200005101520253035

(千 台)(倍)

NetworkWizards(http://www.nw,com/)に よ り作 成

(注)本 図 は 北 中 米 、 欧 州 、 ア ジ ア 、 太 平 洋 地 域 、 ア フ リ カ の 中 か ら 主 な 国 を 選 ん で 作 成 し た も の で あ る.

こ の う ち 米 国 は 、 ドメ イ ン 名 がcom、edu、net、gov、mi1、org、us、intで 分 類 さ れ る ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ

数 を 合 算 し た 。

(単 位:千 台 、 倍)

米国

日本

ドイ ツ

カナダ

英国

オ ー ス トラ リ ア

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

南アフリカ共和国

ホ ス ト数

(1997年1月)

10,113

734

722

603

592

515

246

150

99

成長率

1年間

1.67

2.73

1.59

1.62

1,31

1.66

1.79

2.04

2.06

3年 間

6.85

17,17

7.30

6.99

5.19

5.74

7.39

8.76

9。07

ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド

韓国

香港

メ キ シ コ

シ ン ガポ ー ル

中国

イ ン ドネ シ ア

タイ

イ ン ド

ホ ス ト数

(1997年1月 〉

85

66

49

30

29

20

10

9

3

成長率

!年 間

1。58

2.26

2.78

2,16

1.27

9.20

4.08

2.28

3.98

3年 間

14.64

7.38

8.59

8.36

10.42

33。50

22,74

(国別の経済規模 とインターネッ ト接続ホス トコンピュータ数)

国別の経済 規模 と各国のホス トコンピュータ数の関係 について見 る と、ニュー ・ジー ラン ド、

オース トラリア、米国等 は平均以上であ るが、我が国 は平均 よ り低 くなってお り、経済規模 に比

して、十分 な普 及が なされていない状況 にある(第1-1-53図 参照)。

(国別の人口規模 とインターネット接続ホス トコンピュータ数)

また、国別の人 口規模 と各国のホス トコンピュータ数の関係 について見 る と、我が国は平均 以

上で あ るが、米国、 オー ス トラ リア、カナダ等 にお いては、更 に普及が進 んで いる(第1一 ユ～

54図 参照)。
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第1-1-53図 国別の経済規模とインターネット接続ホストコンピュータ数

(台)

100,000,000

10,000,000

1,000,000
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1,000
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米 国

◆
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講鮮
◆ ◆ インドネシア

◆
◆
◆ ◆も 剛f◆

1,00010,000100,0001,000、00010,000,000

(rfノ∫米 ドノレ)

NetworkWizards(http://www.nw.com/)、 世 界 銀 行 「TheWorldBankAtlas

1996」 に よ り 作 成

(注)ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ数 は1997年1月 現 在 、GNPは1994年 現 在 の デ ー タ

を 用 い た 、

(単 位:百 万 米 ドル 、 台)

国 名

GNP

ホ ス ト数

米国 日本

6,737,3674,32ユ,136

10,ll2,888 734,406

ドイ ツ

2,075,452

721,847

カナ ダ

569,949

603,325

英国

1,069,457

591,663

才一ストラリア

320,705

514,760

国 名

GNP

ホ ス ト数

フ ラ ンス

1,355,039

245,501

イ タ リア

1,101,258

ユ49,595

南 アフリカ共 和 国

125,225

99,284

ニュー ・シ"一 ラント"

46,578

84,532

韓国

366,484

66,262

香港

126,286

49,162

国 名

GNP

ホ ス ト数

メキ シ コ

368,679

29,840

シ ンガ ポ ー ル

65,842

28,892

中国

630,202

19,739

イ ン ドネ シ ア

167,632

9,591

タ イ

129,864

9,245

イ ン ド

278,739

3,138
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第1-1-54図 国別の人 ロ規模とインターネット接続ホストコンピュータ数

(台)

100,000,000

10,000,000

1,000,000

100ρ00

10,000

1,000

100

フ ラ ン ス ◆

ニ ュ ー ジー ラ ン ド ◆ ◆

香港＼ 、 韓国

シンガポ.ル 鳶0

◆

◆ ◆◆◆ ◆ ～◆3
⇔ ◆

。◆ メ ◆◆5…ε

カナ ダオ
ー ス トラ リア

詠 ＼

篠

英国 ◆ 米国

!∴ 本 平均以上

◆ イ
タリア

ー 南アフリカ共和国

メキ シ コ
◆

'◆ … ネシァ

ぐ＼ タイ ◆ イ。ド

◆

◆

平均以一下

中国
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NetworkWizards(http://www.nw.com/)、 世 界 銀 行 「TheWorldBankAtlas

1996」 に よ り 作 成

(注)ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ 数 は1997年1月 現 在 、 人 口 は1994.年 現 在 の デ ー タ

を 用 い た,、

(単 位:千 人 、 台)

国 名

人口

ホス ト数

米国

260,529

10,112,888

日本

124,782

734,406

ドイツ

83,176

721,847

カナ ダ

29,ユ21

603,325

英国

58,088

591,663

才一ストラリア

17,841

514,760

国 名

人口

ホ ス ト数

フ ラ ンス

57,726

245,501

イ タ リ ア

57,154

149,595

南 アフリカ共 和 国

41,591

99,284

ニュー ・シ"一 ラント"

3,531

84,532

韓国

46,774

66,262

香港

5,833

49,162

国 名

人口

ホ ス ト数

メキ シ コ

91,858

29,840

シ ン ガ ポー ル

2,819

28,892

中国

1,190,918

19,739

イ ン ドネ シ ア

189,907

9,591

タ イ

58,718

9,245

イ ン ド

913,600

3,ユ38

(2)パ ソコン通信サービスの普及状況

ア パソコンネッ ト局数の推移

(財)ニ ュー メデ ィア開発協会が8年6月 に行った 「全国パ ソコンネ ッ ト局実態調査」結果 によ

る と、パ ソコンネ ッ ト局数は、2,741局(対 前年比4.7%増)で あ り、パ ソコンネ ッ ト局数の増加

は年々鈍化 している(第1-1-55図 参照)。
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第1-1-55図 パソコンネット局数の推移
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「全 国 パ ソ コ ン ネ ッ1・局実 態 調 査 結 果 」

(年 月)

(財 団法 人 ニ ュ ー メデ ィア開 発 協 会)に よ り作 成

〔単 位:局 、%)

年月

パ ソコンネット局 数

増加率

3.7

1,387

4.6

1,877

35.3

5.6

2,210

17.7

6.6

2,416

9.3

7.6

2,617

8.3

8.6

2,741

4.7

イ 会員数の推移

「全 国パ ソ コンネ ッ ト局実態 調査 」結果 に よ る と
、全パ ソ コンネ ッ ト局 の会 員数 は573,2万 人(推

計値 を含 む。対 前 年 同期 比55.4%増)で あ る。 その うち、 会員 数 が1万 人以上 のパ ソ コンネ ッ ト

局19局 の会 員数 合計 は466.8万 人(同55.8%増)で あ り、全 ネ ッ ト局会員 数 の81.4%を 占め る(第

1-1-56図 参 照)。

第1-1-56図 会員数の推移

(千 人)

6,000

5,000

4,000
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「全 国パ ソコンネ ッ ト局実態調査結果」(財 団法人ニ ューメデ ィア開発協会)に

よ り作成

(注)「 会 員数 が1万 人以上のパ ソコ ンネ ッ ト局」 は、平成8年 度調査時点 に

1万 人以上の会員数 を有す るパ ソコ ンネ ッ ト局。

8.6

(年 月)

(単位:千 人)

年月

会員数合計

五 が1万 、 の パ ソ コ
ン ネ ッ ト 。の ム ム 言

3,7

1,!00

728

4,6

1,550

1,060

5.6

1,957

!,418

6.6

2,597

1,958

7.6

3,689

2,997

8.6

5,732

4,668
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第2節}{情 報通信経済の動向
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情報通信経済 の動向を、事業者数の動向 と経営動向等 の それぞれ につ いて見 ると次の とお りで

ある。

事業者数 については、衛星系放送事業者(8年 度、対前年度比294.1%増)に 顕著 な新規参入が

見 られた(第1-2-1表 参照)。

経営動 向については、7年 度 にお ける国内第一種電気通信事業者 の電気通信事業営業収益(対

前年度比12.6%増)、 民間放送事業者の営業収益(同8.2%増)が 順調 に増加 してい る。 また、設

備投資 については、7年 度実績額 を見 る と、電気通信事業者(対 前年度比21.8%増)、 放送事業者

(同59.7%増)と もに増加 してお り、放送事業者の設備投資が大 幅に増加 した。 さ らに、8年 度

修正計画額 を見 る と、電気通信事業者(対 前年度比30.2%増)は 増加 し、放送事業者(同19.2%

減)は 減少す る見込みであ る。

第1-2-1表 主な通信 ・放送事業 者数等
亀位:社 数

区別

気

通

信

事

業

者

送

事

業

者

第

種

国

内

国

NTT

NTTDoCoMo

事
業 、

、

KDD

つ ち 一星.、

言

別 玉z、

言

言

地上系

噛星糸

(NH
Kを 除

く)

NHK

園
犀'

言

送 一星U用

通 言

衛星
唖用

テ レビジ ョン

託 戸
言

言

言

ケーブルテ レビ

7

1

9

3

16

2

90

1

42

126

5037

3084

3134

3260

1

1

222

224

2

11

2

2

17

241

641

1

郵政省資料により作成

8

1

9

3

28

2

90

1

42

138

7856

4510

4588

4726

1

1

266

268

2

56

7

2

67

335

696

1

増

0

0

0
12

0

0

0

0
12

2819

1426

1454

1466

0

0

44

44

0

45

5

0

50

94

55

0
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1事 業者数の動向
＼

(1)電 気通信事業者

ア 第一種電気通信事業者

8年 度 に新 たに許可 された事業者は12社 で ある。 その内訳 は、全て地域系であ り、デ ジタルデ

ータ伝送 を役務 とす る(株)上 田ケーブルビジョン(8年5月) 、碧海キャッチネ ッ トワー ク(株)、

(株)ニ ュー メデ ィア米沢、(株)シ ー ・ティー ・ワイ(以 上8年7月)、 東京ケーブルネ ッ トワーク

(株)(8年10月)、(株)西 三河ニューテレビ、マイ・テレビ(株)(以 上9年3月)、 専用サー ビス

を役務 とす る(株)帯 広 シティー ケーブル(9年3月)、 専用サービス及びデ ジタルデータ伝送 を

役務 とす る(株)南 東京ケーブルテレビ(8年7月)、(株)タ ウンテレビ金沢(8年10月)、 電話を

役務 とす る(株)タ イタス ・コ ミュニケーションズ、杉並 ケーブル テレビ(以 上8年10月)と なっ

ている。

イ 第=ゴ種電気通信事業者

(ア)特別第二種電気通信事業者

8年 度 に新たに登録 された事業者は28社 で ある。この うち19社 が国際VANサ ービスを提供す る

国際特別第二種電気通信事業者で ある。

(イ)一般第二種電気通信事業者

8年 度 に新たに届 出を した事業者は1,426社 であ る。この内訳 は、オンライン受託計算サービス

等が61社 、卸売業 ・倉庫業等流通関係が46社 、出版 ・広告関係が16社 、電子機器製造 ・販売及び

ソフ トウェア開発関係 が141社 、総合商社が9社 、 その他が1,153社 となっている。

また、電気通信役務別(注3)に見 ると、音声伝送が2,023社(対 前年度末比378社 増)、 画像伝送が

482社(同96社 増)、 データ伝送が2,194社(同867社 増)、 複合が734社(同366社 増)と なってお

り、音声伝送役務及びインターネ ッ ト・サービス ・プ ロバ イダ等のデータ伝送役務 を提 供す る事

業者数が顕著 な伸 びを示 している。

ウ 電気通信事業者の地域別動向

8年 度末現在の電気通信事業者の本社所在地 を都道府県別 に見 る と、全体の3!.3%が 東京都 に

集 中 してお り、7年 度末 との比較 において0.1ポ イン ト増加 し、2位 の大阪府の11.3%を は じめ と

す る他の道府県 を大 き く引 き離 している。 これ を 「税務統計速報」(国 税庁)に お ける法人数全体

の傾 向 と比較す ると、電気通信事業者の本社 については、東京への集中が一層顕著であ るこ とが

伺 える(第1-2-2表 参照)。

(2)放 送事業者

ア 地上系放送事業者

8年 度 において新たに免許が付与 されたのは44社 であ る。 この内訳 は、 テレビジ ョン放送事業

者 については、標準 テレビジ ョン放送及び標準 テレビジョン音声多重放送 を行 う岩手朝 日テレビ

(株)(8年9月)、(株)さ くらんぼ テレビジ ョン、高知 さん さん テレビ(株)(以 上9年3月)の3

社、標準 テレビジョンデータ多重放送 を行 う(株)電 子新聞(8年5月)の1社 、FM放 送事業者

にっ いては、超短波放送及び超短波文字多重放送 を行 う(株)エ フエ ム滋賀(8年10月)の1社 、

外国語放送 を行 う(株)九 州国際エ フエ ム(9年3月)の1社 、 コ ミュニティ放送 を行 う藤 尺エ フ

ェム放送(株)、 東京 コ ミュニケー ション放送(株)(以 上8年4月) 、(株)エ フエム しみず(8年5
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月)、 か わ さ き市 民 放送(株)、(株)エ フエ ムび ざん、(株)エ フエ ム わ っか な い(以 上8年6月)・

(株)札 幌 コ ミュニ テ ィ放送 局 、(株)エ フエ ム小樽 放送 局、(株)エ フエ ムふ くや ま・(株)エ フエ ム

萩(以 上8年7月)、 福 島 コ ミュ ニ テ ィ放送(株)、(株)い わ き市民 コ ミュ ニ テ ィ放 送(以 上8年8

第1-2-2表 都道府県 別本社所在地域数の割合 の比較

(上位10都 道府県) し位:%

順位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

都道府県
名

兄
大阪府
愛知県
神奈川県
北海道
福岡県
埼玉県
京都府
兵庫県
静岡県

電気通信事業者

31。3

11.3

5.4

4.8

3.3

3.2

2.8

2.8

2.5

2,2

順位

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

都道府県
名

兄
大阪府
神奈川県
愛知県
埼玉県
北海道
千葉県
兵庫県
福岡県
静岡県

法人数全体

20.9

8,1

6.7

5.5

4.6

4.3

3.8

3.4

2.9

2.8

郵政省資料、 「税務統計速報」(国 税庁)に より作成

(注)電 気通信事業者は8年 度末の数値、法人数全体は8年6月

末の数値である。

月)、(株)エ フエ ム さが み、(株)エ フエ ム会 津 、天神 エ フエ ム(株)(以 上8年9月)、(株)エ フエ

ムあ まが さ き、(株)ラ ジオ こまつ、(株)エ フエ ム ちゅ うお う、(株)ラ ジオ な なお、(株)エ フエ ム

三木(以 上、8年10月)、(株)ラ ジオ たか おか(8年11月)、 伊 丹 コ ミュ ニ テ ィ放 送(株)、(株)エ フ

エ ム くら しき、(株)け ん と放送 、エ フエ ム ・セ ト(株)、(株)岡 山 シテ ィエ フエ ム、(株)エ フエ ム

ひ らか た、エ フエ ム入間 放送(株)、 エ フエ ム こんび ら(株)(以 上8年12月)、(株)高 松 シテ ィエ フ

エ ム(9年1月)、 沖 縄 市エ フエ ム コ ミュニ テ ィ放送(株)、 水 戸 コ ミュニ テ ィ放送(株) 、(株)エ フ

エ ム ・キ タ(以 上9年2月)、(株)エ フエ ム甲府 、(株)い とまん コ ミュニ テ ィエ フエ ム放送 、(株)

ラジオ 高崎 、葛飾 エ フエ ム放送(株)、(株)エ フエ ム とよひ ら(以 上9年3月)の38社 で あ る。

イ 衛星系放送 事業者

JCSAT-3を 利 用 して、8年6月 か ら放送 分 野 に お け る我 が国初 の 本格 的 なデ ジタル技 術

を導 入 した衛 星 デ ジタル多 チ ャ ンネル放 送 が開始 され た。

この放 送 に係 わ る委託 放送 事業 者 として業 務 認定 を受 けた事業 者 は、標 準 テ レビ ジ ョン放 送56

社99番 組 、超 短 波放 送6社106番 組 及 びデ ー タ放 送1社20番 組 で あ る。その 内訳 は、標 準 テ レビ ジ

ョン放 送 につ いて は、(株)ア イ ・ピー ・シー テ レビジ ョンネ ッ トワー ク、(株)イ マ ジ カ、(株)ウ

ェル コム、(株)衛 星 劇 場 ・(株)エ ス コム、グ ランベル テ レビ放送(株) 、グ ローバ ル 衛星 放送(株)、

(株)こ ど もチ ャ ンネ ル・(株)サ テライ トエー ・ピー ・シー、サ テ ラ イ トカル チ ャー ジ ャパ ン(株) 、

(株)サ テ ラ イ トニ ュー ス、(株)シ アター ・テ レ ビジ ョン、(株)シ ー ア ン ドィー 、(株)ジ ャパ ン イ

メー ジ コ ミュニ ヶ一 シ ョンズ・(株)ジ ェ イネ ッ トサ ー ビ ス、(株)ジ ャパ ン スポ ー ツチ ャ ンネル 、

シ ョッピ ング チ ャ ンネル(株)、(株)モ ール ・オブ ・テ ィー ヴ ィ、(株)ス ペ ー スシャ ワー ネ ッ トワ

ー ク、(株)ス ペ ー ス ビジ ョンネ ッ トワー ク、(株)第 一興 商 、(株)デ ジ キ ュー ブ、(株)テ レ ワー ク、

(株)ナ ガ セ、 更 生会社 日活(株)、(株)日 本経 済新 聞社 、 日本 デ ジ タル 放送 サ ー ビ ス(株)、 日本 テ

レ ビ放 送網(株)、(株)ネ オサ テ ライ トビ ジ ョン、パ イオニ ア ミュー ジ ックサ テ ラ イ ト(株)、 フ ル
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一 ムバ ーク精 報 テ レビ(株) 、(株)ペ イ・パ ー ・ビ ュー ・ジャパ ン、(株)ム ー ビー チ ャ ンネル、(株)

ダ イネ ン企 画(以 上8年4月)、(株)デ ジ タル プ ラネ ッ ト衛星 放 送 、(株)日 本 レ ジャーチ ャンネル

(以上8年6月)、(株)ジ ャパ ン ・メデ ィアブ ロー ドキ ャス テ ィング(8年7月)、(株)ア トス ・

イ ンター ナ シ ョナル、(株)イ ー ス テー シ ョン、(株)衛 星 チ ャ ンネル 、(株)コ ジマ、(株)シ ー ファ

ク トリー、(株)ジ ャパ ン ・アニ メ ・プ ログ ラ ミング、(株)車 両 スポー ッ日刻象、(株)ジ ンボ ウア ン

ドカ ンパ ニー、 スカ イエ ン ター テ イメン ト(株)、 スーパ ー チ ャ ンネ ル、(株)ス ター ・チ ャ ンネル 、

(株)つ くば テ レビ、(株)伝 統文 化放 送、 日本映像 ネ ッ トワー ク(株)、(株)日 本 ケー ブル テレ ビジ

ョン、(株)フ ァ ミ リー劇 場、(株)プ レイボー イ ・チ ャ ンネ ル ・ジャパ ン、 ミサ ワ衛星 放送(株)、

ミュー ジ ックチ ャ ンネル(株)(以 上9年2月)の56社 、超短 波 放送 につ いて は、(株)第 一興 商 、(株)

日本短 波 放送 、ブル ー ムバ ーグ情 報 テ レビ(株)(以 上8年4月)、(株)デ ジタ ルプ ラネ ッ ト衛星 放

送 、(株)エ フエ ム ジャパ ン(以 上8年7月)、(株)ラ ジオ沖 縄(9年2月)の6社 で あ る。 また、

デー タ放送 につ い ては、 日本デ ジタル放 送サ ー ビス(株)(8年4月)の1社 が認 定 を受 けて い る。

一 方
、8年10月 、CS-PCM音 声 放送 事業 者で あ る(株)ミ ュー ジ ックバ ー ドと(株)ジ パ ング

・ア ン ド ・スカイ コ ミュニ ケー シ ョンズが合併 して(株)ミ ュー ジ ックバ ー ド とな った
。

ウ ケーブル テレビ事業 者

8年 度 にお いて新 た にケー ブル テレ ビ として施 設 の設置許 可 を受 けたの は55社 で あ る。 この 内

訳 は、(株)ケ ー ブルネ ッ ト埼 玉 、(株)タ イタ ス ・コ ミュニケ ー シ ョンズ(板 橋 区)、(株)シ テ ィテ

レ コムか なが わ、(株)タ イタ ス相鉄 、豊橋 ケー ブルネ ッ トワー ク(株)、 福 岡 ケー ブル ネ ッ トワー

ク(株)、 鹿 児 島 ケーブ ル テ レビ放送(株)(以 上8年4月)、(株)テ レビ津 山、西 九州 電設(株)(以

上8年5月)、 西会津 町 、(株)タ イタ ス ・コ ミュ ニケー シ ョンズ(我 孫 子 市)、(株)太 田 ケー ブ ル

ネ ッ トワー ク、(株)タ イ タ ス ・コ ミュ ニケー シ ョンズ(東 村 山市 ・清瀬 市)、 厚木 伊勢 原 ケー ブル

ネ ッ トワー ク(株)、 八尾 町 、(株)ジ ュ ピター 宝塚川 西 、(株)ジ ュ ピター北摂 、(株)ふ れあ いチ ャ

ンネル 、鹿 児 島有線 テ レビ ジ ョン(株)、 仁 多町(以 上8年6月)、 三 隅町 、豊 浜町 、能 都町 、ACITY

ヒル ズ&タ ワー ズ管 理組 合(以 上8年7月)、 北 御牧村(以 上8年8月)、 加美 町、 戸 田 ケーブ ル テ

レビ(株)、(株)葛 飾 ケーブル ネ ッ トワー ク、(株)ジ ュ ピター葛飾 、(株)ジ ュ ピター りん くう、(株)

ジュ ピター か わ ち、 高槻 ケーブル ネ ッ トワー ク(株)、(株)タ イタ ス ・コ ミュニ ケー シ ョンズ(筑

紫 野市他)、 都 城 ケー ブル テ レビ(株)、 美杉 村(以 上8年9月)、 一 宮町 、香 南施 設農 業協 同組 合 、

三河湾 ネ ッ トワー ク(株)、 佐 賀 関 テ レビ(株)(以 上8年10月)、(株)千 葉 ニ ュー タウ ンセ ンター 、

加茂 ・木 次 ・三 刀屋 町 ケー ブル テ レビ組 合、(株)タ ウ ンテ レ ビ習志 野、 豊 島 ケー ブル ネ ッ トワー

ク(株)、 池 田 マル チ メデ ィア(株)、(株)ジ ュ ピター和歌 山(以 上8年11月)、(株)港 北 都 市開 発 セ

ンター(以 上8年12月)、 ザ ・タ ウ ン明石 台 テ レビ共 同受 信施 設管 理組 合、 三沢 市(8施 設)、 直

方 テ レビ放 送(株)(以 上9年1月)、 阿南町 、(株)ケ ー ブルネ ッ ト下関 、(株)秋 田 ケーブ ル テ レビ、

滋 賀 ケー ブル ネ ッ トワー ク(株)(以 上9年2月)、 富 谷町 成 田土地 区画整 理 組 合、(株)イ ンフ ォメ

ー シ ョンネ ッ トワー ク郡 上 八幡(以 上9年3月)と なっ て い る
。
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2経 営動向等
、.N 華1

(1)電 気通信事業者

ア 電気通信事業者の経営動向

「法 人企業統計年報」(大蔵省)に よる と
、7年 度の営業収益(売 上高)は 、全産業 につ いては

対前年度比3.2%増 、製造業 については同1。5%増 、非製造業 については、同3.8%増 で あ る中で、

郵政省の調査 によれば、7年 度の第一種電気通信事業者全体の電気通信事業営業収益 は8兆8,060

億 円(対 年前年度比12.1%増)で あった。 その内訳 を見 る と、国内第一種電気通信事業者 は8兆

4,612億 円(同12.6%増)、 国際第一種電気通信事業者 は3 ,448億 円(同1.2%増)で あった。昭和

61年 度以降の対前年度比の推移 を見 ると、第一種 電気通信事業者 の電気通信事業営業収益 は順調

な伸 びで あった(第1-2-3図 参照)。

なお、7年 度の第一種電気通信事業者の経常利益 は3,675億 円(対 前年度比71.4%増)で あ り、

国内第一種 電気通信事業者 は3,253億 円(同81.1%増)、 国際第一種 電気通信事業者 は422億 円(同

21.6%増)で あった。

(兆llD

10

8

営6
業
収
益4

2

0

第1-2-3図 業種別営業収益の推移

(第一種電気通信事業者の営業収益及び業種別営業収益の対前年度増減率)

(%)

25.0

20.0

対
15・0前

年

度

増10
・0減

率

5.0

0

一5 .0

===コ 国 内第一種電

気通信事業者

ロ躍 置1国 際第一種 電

気通信事業者

唄}一 国内第 一・種電

気通信事業者

十 国際第 一種電

気通信事業者

一一C一 全産業

十 製造業

+非 製造業

616263元234567

({1'度)

(第一 種電気通信事業の営業収益 及び業種別営業収益の対前年度増 減率)

年 度
国内第一種電気通信事業営業収益
対 前 年 度 増 減 率
国際第一種電気通信事業営業収益
対 前 年 度 増 減 率
全 産 業 対 前 年 度 増 減 率

製 造 業 対 前 年 度 増 減 率
非 製 造 業 対 前 年 度 増 減 率

61年 度

50,908

3,2

2,224

3.7
一〇 .2

一2 .7

1.0

62年 度

53,661

5.4

2,467

10.9

5.6

0.2

8.0

(単 位:億 円 、%〉

63年 度

54,617

1.8

2,565

4.0

13.9

9.6

15.6

元年度
56,983

4.3

2,601

1.4

2,8

8.8

0.5

2年 度

60,504

6.2

2,659

2.2

9.2

5.1

10.9

圏 ■ll66
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年 度
国内第一種電気通信事業営業収益

対 前 年 度 増 減 率
国際第一種電気通信事業営業収益
対 前 年 度 増 減 率
全 産 業 対 前 年 度 増 減 率
製 造 業 対 前 年 度 増 減 率
非 製 造 業 対 前 年 度増 減 率

3年度

63,133

4.3

2,913

9.6

3.3

3.9

3.0

4年 度

66,122

4,7

3,033

4.ユ

_0 .7

一3 ,9

0.7

5年度

69,955

5.8

3,280

8,1

_1 ,8

一3 .3

一1 .2

6年 度

75,151

7.1

3,406

3.8

o.r}

1.8

一〇.7

7年 度

84,612

12.6

3,448

1.2

3.2

1.5

3.8

σりNTT等

7年 度 のNTTの 経 営状 況 につ いて見 る と、総収 益 は6兆3,108億Pl(対 前年 度比5.9%増)、 営

業収益 は6兆2,347億 円(同6.1%増)、 総 費 用 は5兆9,818億 円(同2.9%増)、 営業 費 用 は5兆7,936

億 円(同2.9%増)で あ り、経 常利益 は3,289億 円(同130.6%増)で 大 幅 な増 益 とな った(第1-

2-4表 参 照)。 これ は、電 話収 入 にお ける7年2月 の基 本料 金 値 ヒげ と移動 系 の相互 接 続収 入の

増 加等 に よ る影響 が大 きい と考 え られ る。

第1-2-4表NTTの 経営状況
(単 位:億 円 、%)

区 別
総 収 益
営 業 収 益
電気通信 業 営 又'

電 話 収 入
電 信 収 入
電 報 収 入
専 用 収 入
データ伝送収入
無線呼出 し収入

4年 度
59580

58922

552738

462464

29

751

42559

483

278

5年 度
58815

58090

54,954

452303

25

784

42717

456

そ の他 の 収 入3乳 ユz!..._藷 餌z.,…''"附帯 事 馨ii菅業i収 盤'…"

31833,135

営 外 収
総 費 用
営 用
電気通信 業営業鷺用
附帯箏業営業費用
営 業 外 費 用
経 常

657

57,091

55009

51～893

3115
2082

2,488

724

57,720

55788

522733

3054
1932

1094

6年 度
59582(1.3)
58756(1.1)
55,726

45,395

22

883
4～748

427

3030

825

58,1550.8)
563130.9)
53!380

2933

1842
1,42630.3)

7年 度
63108(5.9)
62347(6.1)
582974

482167

19

947

42676

424

..4λ 照&..

3,373

760

598182.9)
579362,9>
542691

3244

1882

3,289130.6)
郵政省資料、NTT資 料により作成
(注)1

2

3

4

億円未満は切 り捨 てである。

端数処理の関係で合計が一致 しない ものがある。

()内 は対前年度比である。

4年7月 にNTTか ら移動体通信事業本部が分離 し、別会社 にな っている。

第1-2-5表 7年 度NTTの 電話役務損益明細表

(単位:億 円、%)

役務の明細
加 入 電 話
基 本 料
希 内 通 話
希 夕下 通 話
そ の 他
公 衆 電 言
その他 の移動体 電話
そ の 他

計

営業収益
43531

132819

18,102

82216

3,392

3261

21

4090

50906

営業費用
38525

13,619

16,726

4濡472

3,707

3030

22

4984

46563

営業損益
5006(51.6)

200(1421億 円 増)

1376305)

3,744-12.4)
一315

231-4.9)
一1

一894

4342(194.4)
NTT資 料により作成

(注)1億 円未満 は切 り捨てである、

2「 市内通話」 、「市外通 話」 に係 る営業収益は、サ ンプル調査 に

より推計された通信量比に基づ き算出 した.

3「 その他の移動体電話」に係る通話料収入は、発信側の電気通

信設備に係る役務の細目に係る収入とした 、
4端 数 処理 の関係で 合計が一致 しない ものが ある,、

5()内 の 数値 は対前 年度比 または損失損額等の増減であ る
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電話役務営業損益 の うち加入電話の状況 を見 ると、基 本料 の営業利益 は200億 円で前年の赤字か

ら黒 字に転 じた。 市外通話の営業利益 は減少 したが 市内通話の営業利益 は増加 した。 また、公

衆 電話の営業利益 は前年度 とほぼ同額の利益であった(第1-2-5表 参照)。

また、事業部制 による経 常損益 を見 ると、地域通信事業部は1,260億 円の利益で あ り、前年の損

失か ら一転 した。一方、長距離通信事業部 は2,201億 円の利益であった(第1-2-6表 参照)。

さらに、7年 度の各地域通信事業部の経常損益 につ いて見 る と、東京、関東、東海、関西 は、

黒字額 が大幅 に増加 している。 その他の地域 は赤字であ るが、総 じて損失額 が減少 して いる(第

1-2-7表 参照)。

また、8年 度上 半期のNTTの 経営状況 について見 る と、営業収益 は3兆1,557億 円(対 前年同

期比4.2%増)、 営業費用は2兆9 ,103億 円(同2.1%増)で あ り、経 常利益 は2,077億 円(同63.9

%増)と 大 きく増加 して いる。営業収益全体に占める電話収入の割合 をみ る と76 .8%と 前年度 よ

り1.1ポ イン ト減 少 してい る。

}方
・NTTDoCoMo等 地域別9社 の7年 度の営業収益 は1兆2 ,727億 円(対 前年度比53.4%

増)、 営業費用 は1兆1,655億 円(同51 .8%増)で あ り、経 常利益 は738億 円(同114.6%増)で あ

った。

第1-2-6表7年 度NTTの 事業部制収支状況

総

昌,用

常

通 高

業 。

56,224

6.6

54,963

2.5

1,260

(2,172億 円 増)

長 距 通 嵩
業 。
9,820

7.3

7,618

15.0

2,20ユ

(-12.9)

パ ケ ッ 通 言

業 。

737

11.1

702

16.2

34

(-42.3)

郵政省資料により作成

(注)1億 円未満は切 り捨てである。

2

ない。

3()内 は対前年度比 または損失額等の増減である。

倒 霊 通 爵

業 。
347

50.2

470

39,4
一ユ22

(損 失 額

16、1%増

(単位:億 円、%

業 。
964

7.1

1,048

0.5
一84

(損 失 額

40.8%減

NTr

68,093

4.9

64,804

4.9

3,289

(130.6)

各事業部の総収益・総費用には社内取引分が含 まれているため、合計額はNTT全 体 とは一致 し

第1-2-7表7年 度NTTの 各地域通信事業部の収支状況

総収

総費用

経常

総収

総費

経 常 、

東 京
9,357
(5.7)
8,004

(2.9)
1,353
(25.5)

中 国
3,228
(6.1)
3,471
(-1.4)
一243

(損 失 額

49.3%諺 域)

関 東
11,369

(8.0)
10,165
(4.6)
1,204

(47.4)

四 国
1,617
(5.8)
1,937

(-1.2)
一319

(損 失 額

25.7%ε 威)

信 越
1,824
(7.6)
2,010

(1.5)
一186

(損 失 額

34。9%減)

少卜

5,752

(7.0)
6,282

(3.3)
一529

(損 失 額

24.5%減)

郵政省資料により作成

(注)1億 円未満は切 り捨てである。

2()内 は対前年度比または損失額等の増減てある、、■ ■1甜68

東 海
6,099
(7.6)
5,734
(2.4)
365
(444.8)

北
3,609
(4.6)
4,121

(1.0)
一511

(損 失 額

18.6%減)

(単位:億 円、%)

北 陸
1,219
(7.0)
1,356

(-1.8)
一136

(損 失 額

43.3%減)

北 海'

2,465
(6.6)
2,774

(1.1)
一309

(損 失 額

28.3%ま 成)

関 西
9,679

(6.4)
9,106
(3.8)
572
(73.1)

体
56,224
(6.7)
54,963

(2.5)
1,260

(2,172f意1「1

増)
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(イ)長 距離 系新第一種電気通信事業者

7年 度 の長 距離 系新 第一 種 電気 通信 事業 者3社 全体の経営状 況 について見 ると、営 業収 益 は9,098

億 円(対 前年 度比18.7%増)、 営業 費 用 は8,054億 円(同13.8%増)で あ り、経 常利 益 は938億 円

(同183.9%増)と 前年 度 に引 き続 き大 きな伸 び を示 した。 な お、長 距離 系新 第一 種 電 気通信事 業

者3社 は、NTT地 域 網 へ の接 続 料金 として2,795億 円 をNTTへ 支 払 っ て い る。

各社別 に経 営状 況 を見 る と、 第二 電電(株)の 営 業収 益 は4,702億 円(対 前 年度 比24.5%増)、 営

業 費用 は4,103億 円(同20。0%増)、 経 常利 益 は576億 円(同96.6%増)で あ った。 日本 テ レコム

(株)の 営 業収 益 は3,355億 円(同10.1%増)、 営 業費 用 は2,918億 円(同6.6%増)、 経 常利 益 は419

億 円(同130.0%増)で あっ た。 また 、 日本 高速 通信(株)の 営業 収益 は、1,039億 円(同24.2%増)、

営 業 費用 は1,031億 円(同12.5%増)、 経 常 損失 は57億 円(同 損 失額60.5%減)で あ った(第1-

2-8表 参 照)。

第1-2-8表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円、%)
X

4

5
年
度

6

年

度

7

年

度

日 テ レコム

日

日 テ レコム

日 同'置

言

日 テ レコム

日 同'旭 口

言

呂

474658

293458

250746

56398

600602

377,867

28.8

304,846

21.6

83,726

48.5

7,43

27.6

470,281

24.5

335,587

10.1

103,976

24.2

909,844

18.7

呂

414706

263410

225081

64473

552964

341,901

29.8

273,869

21.7

91,740

42.3

77,513

27.9

410,392

20。0

291,854

6.6

103,192

12.5

805,438

13.8

35815

22639

16230
一12500

26369

29,348

29.6

18,218

12.2
一14
,506

ロ16
.0%

3,060

25,4

57,690

96.6

41,900

130.0
一5
,730

目60
.5%「

93,860

183.9

郵政省資料により作成

(注)14年 度の数値は、第二電電(株)、 日本テレコム(株〉及び日本高速通信(株)の3社 の合計である。
2()内 は対前年度比または損失額の増減である。

3端 数処理の関係で合計が一致 しないものがある。

第二電電(株)及 び日本 テレコム(株)の 増益及び 日本高速通信(株)の 経 常損失減少 は、各社 とも

各種新サー ビス、割引サー ビスの開発 ・提供、料金値下げによる利用増 及び接続費用の改定 によ

るNTTへ の支払額の減少 による もの と考 えられ る。

また、8年 度上半期 の長距離系新第一種電気通信事業者3社 全体 の経営状況 について見 る と、

営業収益 は5,291億 円(対 前年同期比20.6%増)、 営業費用は4,677億 円(同22.6%増)、 経 常利益

は576億 円(同12.6%増)で あった。

(ウ)地 域系新第一種電気通信事業者

7年 度の地域系新第一種電気通信事業者13社 全体 の経営状況 について見 ると、営業収益 は1,215

6911塵 ■



■ ■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

億 円(対 前 鞭 上ヒ17.8%増)、 営類 用 は992億 円(同2・.2%増)で あ り・経 常利益 は1・8億p」1}司

12.5%増)で あっ た(第1-2-9表 参 照)・

第1_2_9表 第一種電気通信事業者の経営状況 」位:億 円
、%

5

6

7

NTT

呂

58090

58,756

1.1

62,347

6。1

用
55788

56,313

0。9

57,936

2.9

常
1094

1,426

30.3

3,289

130.6

ノ 、

又

6006

7,664

27.6

9,098

18.7

用
5529

7,075

27.9

8,054

13.8

貝

263

330

25.4

938

184.0

5

6

7

地 一 ノ 、

753

1,031

36.9

1,215

17.8

呂 用
601

825

37.3

992

20.2

経常 貝
55

96

74.5

108

12.5

菊星糸

呂

317

320

0.9

460

43.7

呂 用
321

317
_1 .2

414

30.5

経当
一55

一36

損 失額34.5%減
6

損失額42億 円減

5

6

7

w出 し

791

1,069

35.1

1,248

16.7

呂 用
683

916

34.1

1,093

19.3

経常
95

139

46.3

139
-0 .3

KDD

呂

2464

2,478

0.6

2,483

0.2

営 用
2275

2,294

0.8

2,246
-2 .1

経 吊 貝
282

263
-6 .7

312

18.6

5

6

7

国 。、

呂

862

967

12.2

1,006

4.0

用
705

821

16.5

836

1.8

経 吊 貝
94

83
-11 ,7

110

32.5

郵 政省資料 、NTT資 料 、KDD資 料 によ り作成

(注 月 億円未満は切 り捨 てで ある。

2()内 は対前年度比 または損失額等 の増 減である。

3端 数処理の関係で合計 が一致 しない ものがあ る。

44年7月 にNTrか ら移動体通信事業部 が分離 し、別会社 になっている・

5新 長距離 系の数値 は、第二電電(株)、 日本テ レコム(株)及 び日本高速通信(株)の3社 の合計

である,,

6新 地 域系の5年 度の数値は、東京通信 ネッ トワーク(株)・ 中部テ レコ ミュニ ケー シ ョン(株)、

大阪 メデ ィアポー ト(株)、(株)四 国情 報通 信 ネッ トワー ク、九州通信 ネ ソトワーク(株)、 北 海

道総合通信網(株)、 エル シーブイ(株)及 び 中国通信 ネッ トワー ク(株)の8社 の合計 である。

6年 度の数 値は、上記8社 に東北 インテリジェン ト通信(株)、 北陸通信 ネ ッ トワー ク(株)及

び近鉄 ケーブルネ ッ トワー ク(株)を 加えた11社 の合計 である。

7年 度の数値 は、上記11社 に/株)東 京テ レポー トセン ター、ひ まわ りネッ トワー ク(株)を

加えた13社 合計 である、

75年 度 、6年 度の新衛星 系の数値は(株 〉日本サテラ イトシステム ズと宇宙 通信(株 〉の2社 の合

計である7年 度の数値は一ヒ記2社 に、ハチ ソン ・コーポ レイ ト ・ア クセス ・プ ラ イベー ト

リ ミテ ノド及ひパ ンアムサ ソト ・コーポ レー ションを加えた4社 の 合計であ る。
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8新 携 帯 ・自動 車電話 の5年 度 の数値は、 日本移動通信(株)、 関西 セルラー竃話(株}、 九州 セ

ルラー電話(株)、 中国セルラー電話(株)、 東北 セルラー電話(株)、 北海道 セルラー電話/株 ノ、

北陸セルラー電話(株)、 四国セ ルラー電話(株)及 び沖縄セ ルラー電話(株)の9社 の合計てある

6年 度の数値 は、上記9社 に(株)東 京デ ジタルホ ン、(株)ツ ー カーセル ラー東京、(株 〉関西

デ ジタルホン、(株)ツ ーカーホ ン関西、(株)東 海 デジ タルホ ン及び(株)ツ ーカーセルラー東

海 を加えたユ5社の合計 である,

7年 度の数値は、(株)デ ジタルツーカー九州 を加 えた16社 の合計 である.

9PHSの7年 度の数値は、7年 度中に開業 した26社 の合計である.

ユ0新 無線 呼出 しの数値は31社 の合計であ る。

11新 国際系の数値 は、 日本国際通信(株)と 国際デ ジタル通信(株)の2社 の合計てあ る

(エ)衛 星系新第一種電気通信事業者

7年 度の衛星系新第一種電気通信事業者4社 全体の経営状況 について見 ると、営業収益 は460億

円(対 前年度比43.7%増)、 営業費用 は414億 円(同30.5%増)で あ り、経常利益 は6億 円(同 損

失額42億 円減)で あった(第1-2-9表 参照)。

囲 新携帯 ・自動車電話事業者

7年 度の新携帯・自動車電話事業者16社 全体の経営状況 につ いて見 ると、営業収益 は8,379億 円

(対前年度比88.3%増)、 営業費用は8,824億 円(同91.2%増)で あ り、経 常損失 は759億 円(対

前年度比59.4%増)で あった(第1-2-9表 参照)。

(カ)PHS事 業者

7年 度のPHS事 業者28社 全体の経営状況について見 る と、営業収益は1,383億 円、営業費用は

2,527億 円で あ り、経 常損失 は1,149億 円であった(第1-2-9表 参照)。

(ギ)新 無線呼出し事業者

7年 度の新無線呼出 し事業者31社 全体の経営状況 につ いて見 る と、営業収益 は1,248億 円(対 前

年度比16.7%増)、 営業費用 は1,093億 円(同19.3%増)で あ り、経常利益 は139億 円(同0,3%減)

で あった(第1-2-9表 参照)。

(ク)KDD

7年 度のKDDの 経営状況 について見 る と、総収入は2,608億 円(対 前年度比0.3%増)、 営業収

益 は2,483億 円(同0.2%増)、 総費用 は2,296億 円(同1.8%減)、 営業費用は2,246億 円(同2.1%

減)、 経常利益 は312億 円(同18.6%増)で あった。

営業収益の内訳 をサービス別に前年度 と比較す る と、データ伝送収入が対前年度比37.5%増 と

なっているが、営業収益の主力で ある電話収入、 テレックス収入、電報収 入、専用収入及びデー

タ通信収入 は減少 してい る。

また、8年 度上半期の営業収益 は1,730億 円(対 前年同期比30.3%増)、 営業費用は1,56〔臆 円(同

35.6%増)、 経常利益 は144億 円(同18.6%減)で あった(第1-2-10表 参照)。

㈲ 新国際第一種電気通信事業者

7年 度の新国際第一種電気通信事業者2社 全体の経営状況 にっ いて見 ると、営業収益 は1,006億

円(対 前年度比4.0%増)、 営業費用は836億 円(同1.8%増)で あ り、経 常利益 は11(M意円(同32.5

%増)で あった(第1-2-9表 参照)。

各社別 に経営状況 を見 ると、ITJの 営業収益 は483億 円(対 前年度比4.8%増)、 営業費用 は404

億 円(同1.8%増)、 経 常利益 は44億 円(同41.9%増)で あった。一方、IDCの 営業収益は523億

円(対 前年度比3.4%増)、 営業費用は431億 円(同1.9%増)、 経常利益 は66億 円(同26.9%増)で

あった。
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第1-2-10表KDDの 経営状 況(単 位:億 円
、%)

区 別
総 収 益
営 業 収 益

電'諾'収

4年 度
2537

2400

照 互εズ'…

1282σ'幽

テ レックス収入

電 報 収 入
専 用 収 入
データ通信収入
データ伝送収入

その他の収入

87

26

182

53

8

附帯箏業菅葉取器"
営 又'

総
営

経 費
用

業営業煮用..露気通信附幣事
業菅業 、用

営 業 外 用
経 常
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136

2271

2230

22198

31

40

266

5度
2596

2464

.魚412..
12920

67

21

184

49

8

ユ67

132

2314

2275

22240

34

38

282

6年 度
2600(0.2)
2478(0.6)

22
.441'0丁

,喜6ぢ"

50

17

196

35

8

37

121

2337ユ.0)

22940.8)
2書263

31

42

263-6.7)

7年 度
2608(0.3)
2483(0.2)

.2λ.44畢...

12960

43

15

193

29

ll

38

125

2296一 ユ.8)

2246-2.1)
22216

30

49

3ユ2ユ8.6)

郵 政 省資料、KDD資 料 によ り作成

(注)1億 円未 満は切 り捨てである。

2()内 は対前年 度比であ る。

3端 数処理の関係 で合計が一致 しない ものが ある。

(コ)第 二種電気通信事業者

7年 度の第二種電気通信事業者全体の経営状況 につ いて見 る と、営業収益 は7年 度推計で1兆

5,787億 円(対 前年度比10.2%減)と 前年度か ら減少 している。 この内訳 を見 ると、特別 第二種 電

気通信事業者の営業収益が8,162億 円(推 計、対前年度比17.7%減)、 一般第二種電気通信事業者

の営業収益 が8,585億 円(推 計、同12.1%増)と なって いる(第1-2-11図 参照)。

イ 電気通信事業者の設備投資動向

8年3月 及 び10月 に郵政省が実施 した 「通信産業設備投資等実態調査(注4)」による と、 電気通信

事業者全体 の7年 度の設備投資実積額 は3兆5,052億 円(対 前年度比2L8%増)、8年 度の設備投

資修正計画額 は4兆5,641億 円(対 前年度実績額比30.2%増)と なっている(第1-2-12表 参照)。

なお、「法 人企業動向調査報告」(経済企画庁、8年12月 実施)に よる と、8年 度の設備投資修正

計画額 は、全産業が46兆1,993億 円(対 前年度実績額比11.2%増)、 製造業が14兆9,29(臆 円(同

11.9%増)、 非製造業 が31兆2,704億 円(同10.9%増)と なっている(第1-2-13図 参照)。

(ア)第 一種電気通信事業者

7年 度の第一種電気通信事業者全体 の設備投資実績額の内訳を見 ると、NTTが1兆9,89(臆 円

(対前年度実績額比0.5%減)、NTTDoCoMo等 地域別9社 の合計が4,201億 円(同38.3%増)、

KDDが373億 円(同19.1%減)・ 新 第一種電気通信事業者が8,619億 円(同83.8%増)で あった。

新第一種電気通信事業者の設備投資額は・第一種電気通信事業者全体の26.0%を 占め、前年度 よ

り8.5ポ イン ト増加 している。
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第2節 情報通信経済の動向湘一

第1-2-11図 第二種電気通信事業者と他業種の営業収益対前年度増減率の比較

(%)

16.0

14.0

12.0

1α0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

一2 .0

』llL_______」

一一← 一特別第=極 電

気通信事業

一 一△一 一 一般 第 .種 電

気 通 信 ・葬業

一一一 第 一一種電気通

信事業

一 一一 全産業

一_△ 一 一製造 業

一{ト ー 非製造業

4567
(年 度)

郵政省資料、 「法人企業統計報」(大 蔵省)に より作成

(注)第 一種電気通信事業の数値は電気通信事業営業収益、全産業 ・製造業 ・非製造業
=種電気通信事業の数値は売一ヒ高である また、特別第一二種電気通信事業及び一一般第

の数値は営業収益であり、推計値である

(単 位:%}

年 度

特別第二種電気通信事業
一般第二種電気通信事業

第一種電気通信事業
全産業
製造業

非製造業

4年度

7.6

6,0

4,7

_0 .7

一3 .9

O.7

5年度

2。7

4.0

5.9

一1 ,8

一3 .3

一1 .2

6年度

3.4

15,5

7.3

0.0

1.8

一〇 .7

7年度

,17 .7

12.1

12.1

3.2

1.5

3.8

第1-2-12表 電気通信 事業者 の設備投資額
(単位:社 、百万円、%)

事業者
通 茜

NTT

KDD

薪 第'甥糧 竃冒気
通信

事業者
通 口

別 二

導腱 善電気
通信 業
電通信 口

回
6

117

10

1

106

325

30

295

442

7

126

10

1

8

126

◎

115

274

26

248

400

10

1

115

274

26

248

400

6度
績 額
2,670,930

1.2

2,155,627

(-o.2!
46,210

(3.8)
469,093

8.3

207,555

10.3

184,515

112.5)
23,040
-5 .1

2,878,485

25.9

7

額
3,308,492

23.9

2,409,186
(13.6)
37,347

(-19.1)
861,959

83.8

196,798
-5 .2

170,954

(-7.3)
25,844

12.2

3,505,290
21.8

8度
修正言画額
4,297,660

29.9

2,745,597

(13.9!
63,049

(68.8)
1,489,014

72,7

266,491

35,4

235,166

(37.61
31,325

21.2

4,564,151

30.2

「通信産業設備投資等実 態調査(8年3月 及

(注)1NTT等 に は、NTTDoCoMo等 地 域別9社 を含 む。

2()内 の数値 は、対前年度比であ る。

び10月 調査)」(郵 政省)等 に より作成
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■■訓第1章 平成8年 情報通信の現況

第1_2_13図 業種別設備投資額の推移(実 績額及び対前年度増減率)

(億 円)

50,000

40,000

設

備30,000

投

資
'実
20,000

績

額

10、000

0

(%)

50.0

40.0

30.0

村
・・螺

1。。瑠婆

0.0

一10 .0

一20 .0

===1第 一一・種電

気通信事
業一者

==コ 第二種電

気通信事

業者
一〇一 第一種電

気通信事
業者

一△一 第 二種電

気通信事
業者

一Cレー全産業

一△一 製造業

一[ト 非製造業

元2345678(年 度)

「通信産業設備投資等実態調査」(郵政省)、 「法人企業動向調査報告」(経 済企画
∫一㌃土)ζ二よ;つイfご∫ラ気

(注)8年 度 は修正計画額 、その他の年度は実績額である

(単位:百 万円、%)

年 度

第一種電気通信
事業の設備投資額

対前年度増減率

第二種電気通信
事業の設備投資額

対前年度増減率
全産業対前年度
増減率

製造業対前年度
増減率

非製造業対前年度
増減率

元年度

2,101,730

6.7

153,955

12.0

21.2

21.9

20。8

2年 度

2,246,692

6。9

189,966

23.4

12.9

18.5

9,3

3年 度

2,371,037

5.5

171,247

一9 .9

5.7

3.3

7.4

4年 度

2,489,680

5.0

173,456

1。3

一5 .2

一13 .3

0.3

5年 度

2,638,096

6.0

188,221

8,5

一11 ,6

_19 .7

_6.9

6年 度

2,670,930

1.2

207,555

10,3

一5.7

一14 .4

一1 ,4

7年 度

3,308,492

23.9

ユ96,798

一5.2

1,8

8.6

一ユ .1

8年 度

4,297,660

29.8

266,491

35.4

1!.2

11.9

10.9

また、8年 度の第一種 電気通信事業者 全体の設備投資修正計画額の内訳 を見 る と、NTTが1

兆9,800億 円(対 前年度実績額比0。4%減)、NTTDoCoMo等 地域別g社 の合計 が7,655億 円(同

82.2%増)、KDDが63(臆 円(同68.8%増)、 新 第一種電気通信事業者が1兆4,89(臆 円(同72・7

%増)と なってい る。新 第一種電気通信事業者の設備投資額は、第一種電気通信事業者全体 の34.6

%を 占め、前年度実績額 よ り8.6ポ イン ト増加 している。新第一種 電気通信事業者 の8年 度の設備

投資計画額が増加 している理由は、携帯 ・自動車電話及びPHSの サー ビスエ リア拡大、新サー

ビスの開始等のためで あ ると考 えられ る。

(イ)第 二種電気通信事業者

7年 度の第二種電気通信事業者の設備投資実績額 は、特別第二種電気通信事業者が26社 で1,709

億 円(対 前年度比7.3%減)、 一般第二種電気通信事業者が248社 で258億 円(同12.2%増)で あっ

た。

8年 度の設備投資修正計画額 は、特 別第二種電気通信事業者 が26社 で2,351億 円(対 前年 度比

37.6%増)、 一般 第二種電気通信事業者 が248社 で313億 円(同21.2%増)と なっている・
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第2節 情報通信経済の動向1■■一

(2)放 送事業者

ア 放送事業者の経営動 向

(ア)NHK

7年 度 のNHKの 経営 状 況(一 般勘 定)に つ いて見 る と、事業 収 入 は5,717億 円(対 前年 度比1 .2

%増)で あ り、事 業収 入 の大部 分 を占 め る受 信料 は5,541億 円(同2.0%増)で あっ た。一 方、 事

業 支 出 は5,687億 円(同3.4%増)で あ り、事 業収支 差 金 は30億 円 となっ た。

8年 度 の収支 予算 につ いて見 る と、事 業収 入 は5,828億 円(同1.9%増)、 事 業支 出 は5,876億 円

(同3.3%増)で あ り、事 業収 支 差 金 にお け る不足 額 は48億 円 となっ てい る(第1-2-14表 参 照)。

9年 度 の収支 予算 につ いて見 る と、事 業収 入 は6,109億 円(同4.8%増)、 事業 支 出 は6 ,109億 円

(同4.0%増)で あ り、収 支均 衡 とな って い る(第1-2-14表 参照)。

第1-2-14表NHKの 経営状況(一 般勘定)

(単 位:百 万 円 、%/

区 別
業 収 入

'"蔓
信 料

交 付 金 収 入
副 次 収 入

財 務 収 入
雑 収 入
特 別 収 入
業 支 出

国 内 放 送 費
国 際 放 送 費

契 約 収 納 費
受 信 対 策 費
広 報 費
調 査 研 究 費

給 与
退職手当 ・厚生費
一 般 管 理 費

減 価 償 却 費
財 務 費
特 別 支 出
予 備

事 業 収 支 差 金

6年 度 決
565,145(2.5)
[566,658]
543,500(2.1)
1,816
7,004
8,193
610
4018

549,872(5.5)
[552,186]
216,927

4,576

51,679
1,629

2,664

7,246

143,700

47,705

13,275

47,593

11,316

1,556

0

15,272
(-48.8)
[14471]

7度 決算
571,738(1.2)

[570,784]
554,166(2.0)
2,050

6,025
8,180
636
677

568,737(3.4)

[573,463]
227,511

6,339

54,423
1,800

2,843

7,883
145,091

46,098

13,648

50,858

10,132

2,106

0

3,000
(-80.4)
[-2,678]

8度 収支予
582,832(1.9)

567,341(2.4)
1,916
6,068
6,540
500
466

587,654(3.3)

235,151

6,445

56,309
1,981

2,945

7,954

147,444

48,930

13,960

51,415

10,538

1,577

3000
一4
,821

(7,822百 万 円 減)

9年度収支予算
610,997(4.8)

594,500(4,8)
1,974
7,366

5,623
500
1034

610,997(4.0)

244,897

6,638

57,841
2,032

3,026

8,035
148,918

49,485

14,330

54,407
16,236

2,147

3000

0

(4,821百 万 円 増)

NHK資 料 によ り作成

(注)1[]内 の数値 は、予算の数字 である。

2単 位未満は切 り捨 てで表示 してある。

3()内 は対前年度比の増減である.

(イ)民 間放送事業者

7年 度の民間放送事業者 全体の経営状況 について見 る と、地上系民間放送事業者の うち190社 と

放送衛星及び通信衛星 を利用す る衛星系民間放送事業者15社 の営業収益 の合計 は2兆3,677億 円

(対前年度比8.2%増)と なっている。昭和59年 度以降の地上系民間放送事業者の営業収益 を見 る

と、4年 度及び5年 度 はそれぞれ前年度 より減少 したが、6年 度には増加 に転 じ、7年 度 も引 き
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圏 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

続 き増加 している(第1-2-15図 参照)。

7年 度の地上系民間放送事業者 の経営状況 を事業別に見 ると、 ラジオ ・テレビジ ョン兼営 制、

テレビジ ョン単営社及びラジオ単営社は営業収益及び経常利益が ともに前年 に引 き続 き増加 し、

文字放送単営社 も営業収益 及び経常利益が ともに前年の減少か ら増加 に転 じた。

7年 度の放送衛星 を利用す る衛星 系民間放送事業者の経営状況 を見 る と、経常利益 は48億 円 と

な り黒字 に転 じた。事業別に見 る と、テレビジョン単営社 は、営業収益が増加 し、経 常損益が黒

字 に転 じ、音声放送単営社 は、営業収益 が増加す る とともに、経常損失 を減 少 させた(第1-2

-16表 参照)
。

また、7年 度の通信衛星 を利用す る衛星系民間放送事業者の経営状況 を見 る と、営業収益 が増

加 し、経 常損失 を減少 させ た。

第1-2-15図 民間放送事業者の営業収益の推移

(営業収益及び対前年度増減率)

(兆 円)

2.5

2.0

1.5営

業

収

益LO

0.5

0

蘭

616263元234567

(%)
90.0

20.0

15・0対

卑
・… 嬉

繁
5.0

匡=コ 地 ヒ系民間放送

事業者
==コ 衛星系民間放送

事業者
一(〉一地上系民間放送

事業者
一△一衛星系民間放送

事業者

0.0

一5 .0

(年度)

郵政省資料により作成

(注)3年 度 、4年 度の衛星系民間放送車業占は、放送衛星を利
5年 度以降は通信衛星を利用する委託弔業者を含む値

年 度

地一ヒ系民間放送事業者
の営業収益
衛星系民間放送…業者

の営業収益

地上系民間放送 業者
の対前年度増減茎
衛星系民間放送事業者
の対前年度増減率

61

1,422,048

3.8

62

1,562,958

9.9

1す る2社 の値

(単 位:百 万 円 、%)

63

1,726.003

10.4

元

1,939,829

12.4

2

2,109,673

8.8

■ 口■176

年 度
地上系民間放送事業者
の営業収益
衛星系民間放送葛業者
の営業収益
地上系民間放送."業 者

の対前8度 増減率

衛星系民間放送肥業者

の対前年度増減率

3

2,187,588

31,636

3.7

4

2,149,265

34,942

一1 .8

m,5

5

2,078,486

39,225

一3 .3

12.:

6

2,141,058

46,862

3.0

19.5

7

2,280,685

87,083

6.5

85.8
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第1-2-16表 民間放送事業者の経営状況

単位 百万円、%

4

5

6

7

4

5

6

7度

4

5

6度

7度

上 、

ラジオ ・テ レビジ ョン 呂

又

36社 681060

36社 634595

36室 647751

言 ・

(VHF・

(田F

36室

688,789

34社)

683,164

2社)

5625

用
36 643617

36室 611112

36窄 613443

計

(VHF・

(u旺

36室

640,732

34社)

635,510

2社)

5222

36柔 30199

36宇 27069

36宇 35927

計 ・

(VHF・

(UHF・

36宇

48,881

34社)

48,439

2社)

442

テレビジョン

又

81

83宇

83窄

1301621

1271532

1319958

言

(VHF

(UHF

87室

1,411,450

14社)

978,382

73社)

433068

81 1225694

83宇1214386

83宇1234004

言 ・

(田F

(UHF

87

1,292,010

14社)

900,608

73社)

391402

81守 78548

83宇 55986

83社 84396

計 ・

(VHF・

(田F・

87社

114,805

14社)

76,284

73社)

38521

上 、

10社 3653

10室 3302

10社 3266

9社 3,431

用
10 3278

1併 3109

10社 3074

9社 3,252

張

10ネ 424

10社 253

10宇 204

9社 236

地 上.、

言

又

179案土2182308

184柔2078486

186指 「2,141,058

3.0

190看r2,280,685

6.5

用
179指r土2036092

184室1993207

186考12,014,467

1.1

190宇1,103,596

4.4

愚

179看1123540

184室88884

186宗128,732

44.8

190宇土173,813

35.0

ラジオ 室

又

52系 176292

55宇 169057

56亨 170083

計 ・58宇

177,015

(中 波11社)

87,983

(短 波1社)

5,091

(超 短 波46社)

83941

呂

52社 163503

55室 164600

56率土163946

計 ・58宇

(中 波 ・

(短 波 ・

167,602

11社)

85,115

1社)

4,953

(超短波 ・46社)
77534

轡

52 14369

55社 5576

56社 8205

計 ・58社

9,891

(中 波11社)

3,125

(短 波1社)

208

(超 短 波46社)

6558

4

5

6

7

4

5

6度

7度

}星
、

テ レビジョン 室

1社

呂

34607

1社 38355

1社 44923

1社 53454

用
1室 45396

1室 36146

1系 38854

1社 46179

目

1勇1-20064

1室土 一9393

1社 一532

1社 5170
一星
,、

言

又益
2社 34942

2社 38685

2社 45,432

17.4

2社 55,983

23.2

用
2社 47424

2社 37447

2社 40,222

7.4

2社 47,917

19.1

2イr士 一22249

2社
2社
失

一10814

一1
,819

83.2%こ

2室土4,871

66.9億 円 増

放送 呂宅

1柔

1社

1手

1社

335

330

509

2529

呂 用
1社 2028

1杜 1301

1社 1368

1社 1738

愚

1社 一2185

1社 一1421

1社 一1287

1社 一299

郵政省資料により作成

(注)[]内 は対前年度比または損失額等の増減である。
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㈲ ケーブルテレビ事業者

7年 度のケーブル テレビ事業者 全体の経営状況 について見 る と、経 常収益 は1 ,154億 円(対 削 卜

度比12.2%増)、 経 常費用 は1,281億 円(同6 .2%増)で あ り、経常損失 は127億 円 とな り、損失額

は前年度 よ り減少 している(第1-2-17表 参照) 。

イ 放送事業者の設備投資動向

8年3月 及び10月 に郵政省が実施 した 「通信産業設備投資等実態調査」 によ ると、放送事業者

全体 の7年 度の設備投資実績額は3 ,452億 円であ り、6年 度実績額 に比べ59.7%増 加 してい る。

また、8年 度の設備投資修正計画額 は2 ,784億 円で あ り、対前年度実績額比19.2%減 となってい

る(第1-2-18表 参照)。

第1-2-17表 ケーブルテレビ事業者の経 営状況

区 別
経 常 又

経 常 費 用

経 常

5 度
80,742

102,340

一21
,598

6
(単位:百 万円、%)

102,876

27.4

ユ20,632

ユ7.7

一17
,756

損失額17.7%減
郵政省資料 により作成

(注)()内 は対前年度比または損失額の増減である。

7 度
115,380

12.2

128,078

6.2
一12 ,698

損失 額28.4%減

第1-2-18表 放送事業者の設備投資額

N H K

民 間 放 送

ケ ー ブ ル テ レ ビ 業 者

放 送

回答 業者数
6年度

ユ

207

225

7度

ユ

2ユ4

236

8年度

ユ

214

236

6年 度

実 績 額

59,556

(1.3)
110,057
(-16.7)
46,547
(-32.5)

(単 位:社 、 百 万 円 、%)

7年 度
実績額

59,797

(0.4)
237,707
(ll5.9)

業 者 計433451451216 ,160345,277

(-16.8)(59.7)「
通 信産業設備投資等実態調査(8年3月 及び10月 調 査)」(郵 政省)等 によ り作 成

(注)()内 の数値 は、対前年度比である。

47,773

(2.6)

8年 度
修正計画額

66,200

(10.7)
136,437

(-42.6)
76,314

(59.7)
278,951
(-19.2)

(ア)NHK

7年 度のNHKの 設備投資購 額 は597イ翻 であ り前年戯 纐 と比べて・
.4%増 加 している。

また・8鞭 繍 蹟 慨 計醐 は662創 で あ り前年嫉 績額 と上ヒベて1・
.7%増 加 して、、る。

(イ)民 間放送事業者

7鞭 の民間放齢 業者の設備投資実纐1よ2 ・377億円であ り、前年度実績額 と上ヒベ て115
.9%増 加

している・8鞭 論 投資修正言+繭 は1 ・364糊 であ り、餉 ・度購 額 と比べ て42
.6%減 少

している・ この2か 鞭 の対前年度上ヒの増加 ・減少は・7年 度 に本柵 屋の新築移転 のための 多

額 な設備投資 を行 う事業者があった ことが大 きく影響 している と考 えられ る
。

(ウ)ケ ーブルテレビ事業者
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第2節 情報通信経済の動向旧一

7年 度のケーブル テレビ事業者の設備投資実績額 は478億 円で あ り、前年度実績額 と比べて2.6

%‡曽加 している。

8年 度設備投資修正計画額 は763億 円であ り、前年度実績額 と比べて59.7%増 加 している。これ

は、サービスエ リア拡大や放送機能拡大のためであ ると考 え られ る。

(3)郵 便事業

7年 度の郵便事業の経営状況 を見 る と、収益 については広告郵便物 及び利用者区分郵便物の料

金減額制度の改正、一般小包郵便物の料金減額制度の改善等 に起因 した引受郵便物数の増加 よ り、

郵便業務収 入が増加 し、収益 全体で2兆2,865億 円(対 前年度比2.3%増)と なる一方、費用 につ

いては、効率化 ・合理化努力によ り2兆1,647億 円(対 前年度比2.1%増)に 抑 えられた。 この結

果、郵便事業利益は、1,2!8億 円(対 前年度比1.9%増)と なった(第1-2-19表 参照)。

また、2年 度以降の総引受郵便物数 と郵便事業定員の関係 を見 ると、物数は、2年 度 を100と す

る と、7年 度は109に 増 えてい る。一方、郵便番号 自動読取 区分機、小包区分装置等 の機械類 の最

新型(郵 便物あて名自動読取区分機等)へ の更改及び増備 といった事業の効率化の努力によ り、

郵便事業定員 は、2年 度 を100と す る と、7年 度 は100.5と0.5ポ イン トの増加 に とどまっている。

第1-2-19表 郵便事業の経営状況

(単 位:億 円 、%)

区 別
収

費 用

利'又 は 欠 、

同 上 累 積

6年度決算
22,348

(14.)
21,201

(3.7)
ll47

145

7年度決
22,865

(2.3)
21,647

(2.1)
1,218

1363

8年度予算
23,208

(1.5)
22,716

(4.9)
492

1855

9年度予算
23,704

(2.1)
23,429

(3.1)
275

2130
郵政省資料に より作成

(注)()内 は、対前年度比であ る。

(4)個 別産業の動向

ア 情報 ソフ ト・情報関連サービス

(ア)新 聞

(社)日 本新 聞協 会資 料 によ る と、同協 会 の会 員で あ る新 聞社 の発 行す る一般 日刊 紙 の総 発行 部

数 は、8年10月 現在5,355万 部(対 前年 同期 比1.3%増)で あ っ た。 これ は1世 帯 当た り1.19部 が

読 まれて い る こ とに な る。

(イ)出 版

「出版 年鑑 」((株)出 版 ニ ュー ス社)に よる と、7年 に お け る書 籍 及 び雑 誌 の推 定実売 金額 は2

兆6,050億 円(対 前年 比2.2%増)で あ っ た。 これ を書 籍 と雑誌 の内訳 で見 る と、書籍 の推 定実売

金 額 は1兆498億 円(推 定発 行冊 数14億9,778万 冊)、 雑 誌 が1兆5,552億 円(推 定 発行冊 数 は、 月

刊 誌 が29億3,748万 冊 、 週刊誌 が21億7,902万 冊)で あ っ た。

(ウ)広 告

「平 成8年(1996年)日 本 の広 告 費」((株)電 通)に よ る と8年 の総 広 告 費 は、5兆7,699億 円

(対前 年比6.3%増)で あ った。 これを メデ ィア別 に見 る と、放送 系 の広 告 費で は、 テ レ ビ広告 費

が1兆9,162億 円(同9.2%増)、 ラジオ広告 費 が2,181億 円(同4.8%増)で あ った。 また、ダ イ

レ ク トメール広 告 費 は2 ,949億 円(同7.4%増)、 電 話帳 広告 費 は1,792億 円(同3.2%増)で あ っ
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た。 また、 ケーブル テレビ、衛星放送 ・衛星通信、文字放送等 のニューメデ ィアに投下 され一ム

告費 は!74億 円(同10.1%増)で あ り、額 自体 は大 きな もので はないが、高 い伸 びを示 した。 ここ

か ら、広告面 において、ケーブル テレビや衛星放送が媒体 として認知 され始 めた こ とが伺 える・

国 映画館 ・劇場等

8年 の全国映画館 の入場者数 は、対前年比5.8%減 の1億1,957万 人((社)日 本映 画製作者連盟

資料)で あった。

団 情報記録物製造(映 像ソフ ト)

(社)日 本 ビデオ協会資料 によると、同協会会員に対 す る調査で回答のあった会員(上 期37社 、

下期38社)の 集計で は、8年 のビデオカセ ッ トの個 人向 け販売本数は2,863万 本(対 前年比11.5%

増)、 同 レンタル店用販売本数は1,101万 本(同4.6%減)、 ビデ オデ ィスクの個 人向け販売枚数 は

827万 枚(同6.2%減)で あった。

イ 情報通信機器製造

(ア)有 線電気通信機器 ・無線電気通信機器

通商産業省の 「生産動態統計調査」 による と、8年 の通信機絨 器具及び無線応用装置の生産額

は、4兆3,091億 円(対 前年比35.4%増)で あ る。 その内訳 は、有線通信機器(注5)が2兆2,000億 円

(同202%増)、 無線通信機器(衛 星通信装置 を含 む。)が2兆1,091億 円(同56.0%増)で あった。

通信機i械工業会資料 による と、8年 の通信機器の受注 ・出荷額は4兆1,032億 円(対 前年比27.9

%増)で あった。

これを機種 別の内訳で見 る と、有線通信機器が2兆4,385億 円(同!9,1%増)で あ り、無線 通信

装置が1兆6,647億 円(同43.4%増)で あった。

また、通信機器の需要先別で見 ると、NTTが1兆5,497億 円(同42.8%増)、KDDを 含 めた

その他の第一種 電気通信事業者 は5,454億 円(同42.8%増)で あった。

←f)電 子計算機 ・同付属装置

通商産業省の 「機械統計月報」によると、8年 の電子計算機及び関連装置の生産額 は5兆9 ,723

億 円(対 前年比14.9%増)で あった。

(ウ)通 信ケーブル

(社)日 本電線 工業会資料 による と、8年 の銅線 ケーブル(通 信用電線 ・ケーブル)の 出荷額 は

1兆2,319億 円(対 前年比2.4%増)で あった。

一方
・通商産業省の 「資源統計月報」 による と、8年 の電線 ・ケーブル用光 ファイバ 製品の生

産量 は564万2千 キ ロメー トル コア(対前年比65.2%増)で あ り、この うち光 ファイバ ケーブル(通

信複合ケーブル を含 む・)の 生産量 は535万4千 キ ロメー トル コア(同66 .9%増)で あった。
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第3節 情報化の動向

情 報流 通量 につ い て、7年 度 まで の10年 間の推 移 を見 る と、す べ ての情報 流 通量(原 発信情 報

量 は3.82倍(対 前年 度比30.3%増)、 発信1青報 量 は2.79倍(同23.1%増)、 選 択 可能1青報 量 は2.Ol

倍(同7.3%増)、 消 費可能1青報 量 は1.70倍(同7.6%増)、 消 費情報 量 は1.67倍(同!1.1%増))

とも同期 間 の実 質GDPの 伸 び(1.36倍)を 上 回 る勢 いで増 加 して い る。 また、情 報 ス トック量

につ い ては、 この10年 間で1.45倍(同0.3%増)と な って い る。 さ らに、情 報 通信機 器 ス トックに

つ いて は、5年 末 まで の8年 間で2 .22倍(対 前年 比4.7%増)と なっ て い る。

1情 報流通の動向

(1)全 国の情報流通の動向

流通す る情報の定量的な分析 として、郵政省では 精 報流通セ ンサ ス」を昭和49年 度以降毎年

実施 している。

精 報流通センサ ス」では郵便、電話、 テレビジョン放送等、多様 なメデ ィアを通 じて流通す

る情報 を共通の尺度 を用 いて計量 している。この計量 に当たっては、日本語の!語 に相 当す る「ワ

ー ド」を用 いている。「情報流通セ ンサ ス」では、原発信情報量、発信情報量、選択可能1青報量、

消費可能1青報量、消費情報量 とい う情報流通量の概念を設定 し、 これ らにつ いて、 それぞれ計量

を行っている。 ここでは8年 度に実施 した調査結果 に基づ き、全国の情報化の現況 を概観す る。

なお、計量対象 メデ ィア として、今年度か ら、新 たにPHS、CSア ナ ログテレビ放送、衛星デ

ータ放送、パ ソコンで作成 した文書 を追加 した(計 量対象メデ ィアについては付表1、7年 度の

原発信情報量、発信情報量、選択可能 肩報量、消費可能i青報量、消費情報量 については付表2を

参照)。

ア 概要

7年 度の各1青報流通量 につ いて、昭和60年 度 を基準 として指数化 し、10年 間の推移 を見 る と、

原発信情報量、発信情報量の伸 びが大 きく、それぞれ昭和60年 度の3.82倍 、2.79倍 となっている。

昭和60年 度か らの10年 間の年平均伸 び率は、原発信1青報量が14.6%、 発信 情報量が10.9%、 選択

可能i青報量が7.2%、 消費可能i青報量が5.5%、 消費情報量が5.3%で あ り、全1青報量 とも、同期間

の実質GDPの 伸 び(年 平均3.1%)を 上 回っている(第1-3-1図 参照)。

また、 この1年 間の伸 び率を見 る と、原発信1青報量(対 前年度比30.3%増)及 び発信情報量(対

前年度比23.1%増)が 、選択可能1青報量(対 前年度比7.3%増)、 消費情報量(対 前年度比11.1%

増)よ り大 き く伸 びてい る。 これは、原発信1青報量の70%匹 ヒ、発信1青報量の50%以 上の シェア

を もってい るデータ伝送 において、 インターネ ッ ト等の普及 に伴 うマルチメデ ィア化の進展によ

り、伝送容量の大 きい回線が急増 し、情報流通量が非常 に高 い伸 び(対 前年度比43.5%増)を 示

した ことが要因であ る。
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第1-3-1図 情 報 流 通 量 等の 推 移
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100.0

100.0

61

ll5.5

llO,2

107.7

103,9

104.7

103.2

100.5

62

143.7

128,6

ユ17.4

ll2.2

110.6

108.3

101.0

63

167.3

146.O

130.9

121.7

117.2

114.8

ユOl.4

元
188.8

162.3

139,6

128.6

125.0

120,2

101.8

2

214.6

180.4

150.9

136.7

131.2

126.6

102.1

3

230.6

191.8

16ユ.O

144.2

135.5

130,3

ユ02.5

4

245.2

198,8

168.8

150.1

138,5

131.3

102.8

5

263.ユ

208,8

178.7

155.4

143.9

131.7

lO3.1

6

292.9

226.3

187.1

158.3

150.1

132,5

103.3

7

381.6

278.6

200.8

170.3

166。8

135。8

103.7

実際の消費に対 して どの程度の情報が提供 されたかを見 るために、情報選択倍数(=選 択可能

情報量/消 費1青報量)を 求 め、基準 年度(昭 和60年 度)を1.00と して指 数化 した情報選択係数 を

用 いる。情報選択係数の10年 間の推移 を見 ると、7年 度の情報選択係数は1.20(情 報選択倍数 は

17。6倍)で あ り、消費情報量の伸 びに比べ選択可能清報量 の伸 びが大 きく、情報選択 の可能性 が

増大 していることが分 か る。 また、 この1年 間の伸 び率 を見 る と、消費情報量 において シェアの

大 きいデータ伝送の伸 びが大 きかったため、年 々増大 していた情報選択倍数 は平成7年 度 は減少 し

た(第1-3-2図 参照)。

イ 各情報量のメディア構成

各情報量 のメデ ィア構成を見 る と・すべての情報量 において電気通信系の割合が最 も高 くなっ

ている。

発樹 青報量では・電気通信系の割合 は・全体 の59・3%を 占めてお り、次 いで新 聞、雑誌等輸送

系の割合が23・0%と 高 くなっている・メデ ィア別で は・電気通信系 の専用サー ビスのデー タ伝送

が全体の56・3%・ 次 いで・空間系の対話(同16・3%)・ 輸送系の新 聞(同15 .4%)の 順 となってい

る・原発信1青報量 と比較する と・新 聞 ・雑誌等 の印刷 されて流通す る輸送系のマ スメデ ィアの シ

ェ アが高い ことが特徴であ る。
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情報流通量の計量概念

原発信

情報量

発 信

情報量

選択可能

情報量

消費可能
情報量

消 費

情報量

電気通信系

電話 、デー タ通

信等 のパ ー ソナ

ルメデ ィア

電話で発信者が

話 した情報量

電話で発信者が

話 した 情 報 量

(=原 発信情報

量)

電話で発信者が

話 した情 報 量

(=発 信 情 報

量)

電話で発信者が

話 した情 報 量

(=発 信 情 報

量)

電話で受信者が

受け取った情報

量

テ レビ、ラジ オ

放 送等 のマス メ

デ ィア

新たに放送 され

た放送番組の情

報量

放送局から放送

された全番組の

情報量

全国のテ レビ ・

ラジオで視聴可

能な放送番組の

情報量

全国のテ レビ ・

ラジオで同時に

視聴可能な放送

番組の情報量

視聴者が実際に

視聴した放送番

組の情報量

輸送系

郵 便等の パー ソ

ナル メデ ィア

送られた郵便の

情報量

送られた郵便の

情報量(=原 発

信情報量)

送られた郵便の

情報量(=原 発

信情報量)

送られた郵便の

情報量(=原 発

信情報量)

受け取った郵便
の情報量

新聞 、雑 誌 、音

楽 ソ フ ト等 のマ

スメデ ィア

新聞、雑誌の原

稿の情報量

CD等 の原盤の

情報量

印刷 プ レス さ

れ て出回 った新

聞 ・雑 誌 ・CD

等 の全情報量

印欄 ・プ レス さ

れ て出回 った新

聞 ・雑 誌 ・CD

等 の全情報量

印刷 プ レス さ

れて出回 った新

聞 ・雑誌 ・CD

等 の全情報量

実際 に新聞 ・雑

誌を読んだ情報

量

CD等 を聞いた

情報量

空間系

対 話、学校 教育

等のパ ー ソナ ル

メデ ィア

対話、学校教育

で話 し手(先

生)が 話 した情

報量

対話、学校教育

で話 し手(先

生)が 話 した情

報量(=原 発信

情報量)

対話、学校教育

で話 し手(先

生)が 話 した情

報 量 の 聞 き手

(生徒)の 人数

分の総和

対話、学校教育
で話 し手(先

生)が 話 した情

報 量 の 聞 き手

(生徒〉の人数

分の総和

対話、学校教育

で 聞 き手(生

徒)が 見聞きし

て得た情報量の

総和

映画 、 スポ ー ツ

観戦等 のマ スメ

デ でア

初公開された映

画作品の情報量

全国の映画館で

上映 された映画

の全情報量

全国の映画館で

上映 された映画

の情報量の全収

容人員分の総和

全国の映画館で

上映 された映画

の情報量の全収

容人員分の総和

映画館の入場者

が実際に見た映

画の情報量の総

和

第1-3-2図 情報選択係数推移
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選択可能盾報量で は、電気通信系の割合が全体 の96.8%と 圧倒的 に高 くなっている。中で も地

上 テレビ放送(全 体の46.9%)、 ケーブルテレビ(同33.0%)、AMラ ジオ(同7.4%)等 、放送 メ

デ ィアの割合が高 い。放送メデ ィアの割合が高 いの は、視聴者側 の受信機の数だ け発信情報 が複

製 され るためであ る。 また、放送 メデ ィアの中で は、近年のケーブル テレビの普 及 を反映 し、ケ

ーブル テレビの割合の増加が顕著 となってお り
、構成比 は、昭和60年 度の全体 の12.2%か ら7年

度 には33.0%に 上昇 している。

消費1青報量では、電気通信系の割合 は、全体 の66.2%を 占めてお り、次 いで対話や学校教育等

の空間系の割合が28.6%と 高 くなっている。 メデ ィア別で は、専用サー ビスのデータ伝送が全体

の33.5%、 次 いで、地上 テレビ放送(全 体 の21.1%)、 対話(同19.4%)の 順 となっている(第1

-3-3図 参照)
。

(2)地 域の情報流通の動向

ア 地域別情報流通センサスか ら見た地域の情報流通の動向

郵政省で は全国を対象 とした 情 報流通センサ ス」 の手法 を用 いて、都道府県別の情報流通量

を把握す るため、昭和62年 度か ら 「地域別i青報流通 センサ ス」の計量 を行 っている(計 量対象メ

デ ィアについては付表1、7年 度の発信情報量、選択可能1青報量、消費可能1青報量、消費情報量

につ いては付表3を 参照)。

第1-3-3図 各情 報量のメディア構成
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第3節 情報化の動向ll■圏

(力 発信情報量

7年 度 にお け る各都 道府 県別 の 発信情 報 量 の シェ ア を見 る と、東京 都 の シェ アが20.0%と 突 出

してお り、2位 の大 阪 府(シ ェ ア7.3%)の2.7倍 とな って い る。以 下 、神 奈川 県(同5.9%)、 愛

知 県(同5.1%)、 埼 玉県(同4.6%)と 続 い てお り、上 位7都 道府 県で 全体 の半分 以上 を占 めて い

る(第1-3-4図 参 照)。 東 京都 の シェ アが突 出 して い るの は、新 聞、雑 誌 、書籍 等 が 多 く出版

されて お り、輸 送 系 メデ ィア によ る情報 発信 が他 の地 域 と比 べ て突 出 して大 きい(全 国 の輸 送 系

メデ ィアの28.4%)た めで あ る。 また、 電気 通信 系(21.2%)、 空 間系(9.5%)に つ いて も、 東

京都 の シェア は他 と比 べ て大 き くなって い る。総 じて各都 道 府県 の順 位 、 シェ ア と も前 年 度 とほ

ぼ同 じで あ り、大 きな変動 は見 られ な い。

各都道 府県 の一 人当た りの 発信情 報量 を見 る と、東京 都(全 都 道 府県 平均 の2.39倍)、 大 阪府(同

1.17倍)、 京都府(同1.15倍)、 愛 知県(同1.06倍)、 群 馬県(同1.03倍)の 順 となっ てい るが、東

京都 を除 けば地域 的 な差異 は小 さ い。

(イ)選 択可能情報量

7年 度 にお け る各都 道府 県 別の選 択 可能 清報量 の シェア を見 る と、東 京都 の シェ アが12.4%と

最 も大 き く、以下 、神 奈川 県(シ ェ ア7.7%)、 大 阪府(同7.2%)、 埼 玉県(同6.9%)、 愛 知県(同

5.8%)の 順 となっ てお り、上 位8都 道府 県で 全体 の 半分以上 を占め て い る。 選択 可 能1青報 量 につ

いて も、各都 道府 県 の順位 、 シェ ア とも前年 度 とほぼ同 じで あ り、大 きな変動 は見 られ ない。

各 都道 府 県の一 人 当た りの選 択 可能i青報量 を見 る と、 山梨 県(全 都道 府 県平均 の1.82倍)、 長野

県(同1.52倍)、 東 京都(同1.46倍)、 埼 玉 県(同1.4!倍)、 三 重 県(同1.36倍)の 順 となっ て い る

(第1-3-5図 参照)。 山梨 県、長野 県 は昭和60年 度 と比 較 した一 人当 た り選択 可能1青報 量 の伸

びが大 きい県 で もあ り(山 梨 県3.68倍 、長野 県3.03倍)、 両 県 の特 徴 としてケー ブル テレ ビの普 及

が進 んで い る こ とが挙 げ られ る。

(%) 第1-3-4図 都道府県別発信情報量

20

15

占

有10

率

5

0

ド脚

`

月`

尋

齢 禦計 撮 繍 ㍑iI儲;難 鮮{鴇 脚In「農胎ll謡 儲 瞥Illlll職踊 揃 馴il幽 糠 脳
川 道1,、llll

(注)総 量 に 占め る 各都 道 府 県 の 占有 率 を 小す
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圏.腫1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-3-5図 都道府県別一人 当たり選択 可能情 報量
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(～1・)7年 度 令 都 道 府 り,い1え均 比 は 、 斜 【147都 道 府 県 の'F均 に 対 す る 比 率 をfl`1数 て 示 し た も の

7f卜 度/lll}和60f卜1斐 比 は 、lll{和60年 度 か ら7fl渡 の 問 に`llll報1産 かfll∫佑 に な っ た か を 伯 数 で 示 し た も の

/単 位:倍)

都道府県

7年度平均比

7/60年 度比

山梨

1.82

3.68

長野

1.52

3.03

東京

ユ.46

1.76

埼玉

1.41

2.05

;重

1.36

2.29

千葉

1.33

1.85

神奈川

1.30

1.69

愛知

1.18

1.89

栃木

1.18

1.94

岡山

1.17

2.00

岐阜

1.15

2.14

香川

1.14

2,02

大阪

1.14

1.69

奈良

1.13

1.88

群馬

1.13

1.8!

京都

1.10

1.58

都道府県

7年度平均比

7/60年 度比

兵庫

1.10

1.73

茨城

1.09

1.71

福井

1.03

2,51

広島

1.01

1.82

北海1

1.00

1.94

和歌山

0.97

1.55

徳島

0.95

2.69

島根

0.95

2.10

静岡

O.95

ユ.86

愛媛

0.94

2.27

石川

0.94

2.70

福 岡

0.91

1.89

鳥取 宮城

0.910.90

2.031.91

滋賀

0.90

1.62

新潟

0,87

1.95

都道府県

7年度平均比

7/60年 度比

長崎

0.87

2.56

山口

0.83

2.Ol

富山

0.83

2,28

高知

0.82

2.26

佐賀

0.81

2.47

山形

0.81

2.52

福島

0.78

.86

大分

0.77

2,21

青森

0.76

2.35

岩手

0.74

2.38

熊本

0.71

1.86

秋田

0.64

1.96

鹿児島

0.63

1.89

宮崎

0.53

1.66

沖縄

0.51

ユ.97

(ウ)消 費情報量

7年 度 にお ける各都道府県別の消費情報量.のシェアを見 る と、東京都の シェアが10 .1%と=最 も

大 きく、以下、大阪府(シ ェア7.0%)、 神奈川県(同6.4%)、 愛知県(同5.6%)、 埼玉県(同5.3

%)の 順 となってい る。東京都の シェアは、他の情報量 と比較す る とその値 は小 さ くなってい る。

消費情報量 につ いて も、 各都道府県の順位、シェア とも前年度 とほぼ同 じであ り、大 きな変動 は

見 られない。

各都道府 県の一 入当た り消費情報量 を見 る と、東京都(全 都道府県平均の1.09倍)、LLI梨 県(同

1。07倍)、 栃木県(同1.05倍)、 北海道(同1.05倍)、 愛知県(同1 .04倍)の 順 となっているが、地

域的 な差異はほ とん ど見 うけられない。

(エ)地域における情報流通格差

情報流通 の地域間格差 を とらえるために、一人当た りの情報流通量の それぞれの変動係数(注・)の

推移 を見 る と・一 人当た り発信1青報 量の変動係数 はわずかなが ら増加の傾向 にあ る一方、一 人当

た り選択 可能 晴報量 の変動係数は元年度 をピー クとして、近年低 ドの傾 向を示 してい る。 また、
一 人当た り消費情報量 は、ほ とん ど一定 している(第1-3-6図 参照)。

以一ヒの結果か ら、選択 可能情報量の地域間格差が近 年縮 小す る傾向 にあ る一 方、発信 情報 ∵の

地域間格差 はやや拡 大す る傾向にあ るこ とが うかがわれ る。 これは、選択可能情報量のメデ でア
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第3節 情報化の動向 旧■■■

構成の うち、大 きな割合 を占め る地上 テレビ放送やケーブル テレビ放送、FMラ ジオ等、放送系

メデ ィアが地方で開局 し、 これ らのメデ ィアによる総放送時間の地域間格差が縮 小す る一方、発

信情報量の メデ ィア構成の うち割合の大 きい輸送系 メデ ィア(新 聞、雑誌、書籍等)に 地域的な

差があるため と考 えられ る。

第1-3-6図 一人当たり情報流通量の変動係数の推移
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イ トラヒックか ら見た地域の情報流通の動向

ここでは、「トラヒックか らみた電話の利用状 況(平 成7年 度)」(8年9月 郵政省発表)に 基づ

いて、7年 度の加入電話及び携帯 ・自動車電話 それぞれについて地域の情報流通動向について記

述す る。

(ア)加入電話

(MA内 通話終始率)

各MA(注7)か ら発信 される総通話回数の うち、同一MA内 に向 けられ る通話回数の比率 は全都道

第1-3-7図 同一MA内 に終始する通話回数の比率(全 国平均)
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■■■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-3-8図 同一MA内 に終始する通話回数の比率(地 域ブロック別平均)
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東海 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■囲■■■24.8%

近畿 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■23.3%

中国 　　一π　 門'・ 緬一『r『 　～叩　隅叩7『'r亘襲'25.1%

四国 漏9.。 、_。 泌『.を 多彌18,8%

九州18.1%

沖縄
5.1%5.1%

郵 政 省資料 により作成

(注)地 域別の隣接通話の中には、集計の都合上 、隣接MAと の通話のほ か、料金 が

隣接MA扱 い とされている離島MAに 係 る通話が 含まれてい る。

府県平均で61.6%で あ る。 また、隣接MAに 向 けられる通話回数の比率は15.3%で あ り、全体 の

7割 を超 える(76.9%)通 話が隣接MAま での範囲で行 われ る近距離通話で あ る。3年 間の推移

を見 る と、同一MA内 に向 けられ る通話回数の比率は減少傾向 にあるが、隣接MAに 向け られ る

通話の比率は増加 しているこ とが分か る(第1-3-7図 参照)。

また、地域ブ ロック別 に同一MA内 に終始す る通話の比率 を見 ると、関東、東海、近畿で は低

くなっている一方、北海道、沖縄 は高 くなって いる(第1-3-8図 参照)。 関東、東海、近畿で

の同比率が低 いのは、 これ らの地域で は東京特別区、名古屋市(愛 知県)、 大 阪市(大 阪府)と の

っ なが りが強 く、 これ ら大都市のMAと の通話交流が頻繁 に行 われてい るため と考 えられ る。一

方、北海道、沖縄での同比率が高 いのは、強 いつ なが りを持 つ大都市が近 隣にな く、通話交流が

同一MA内 に限 られる傾向があ るため と考 えられる。

(都道府県内通話終始率)

同一都道府県 内に終始 す る通話の比率を見 る と、全都道府県平均で79.4%と なっている。 これ

を都道府県別 に見 る と、沖縄県、北海道で高 くなっているが、首都 圏、近畿 圏で低 くなって いる

(第1-3-9図 参照)。首都圏、近畿圏で同比率が低 いのは、これ らの地域で は それぞれ、東京

都 と大阪府 とのつ なが りが強 く、県問通話が頻繁 に行われているため と考 えられる。

(地域間 トラヒック交流状況)

一定割合以上 の トラヒックがあ る都道府県相互 間を線で結び
、各県 を結ぶ線の太 さで関係 の強

さを見 る と、東 日本は東京都、西 日本 は大阪府、九州 は福岡県 を中心 に通話 圏が形成 されてお り、

沖縄県は通話圏 として独立 しているこ とが分 か る。

また・東京都・大阪府 を中心 とす る枠の中で も、宮城県、愛知県、広島県は それ ぞれ東北、東

海、中国の各県 に影響 を及ぼ してお り、 これ らの県 を中核 とす る地域 ご との通話圏が形成 されて

一 國188
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50%

第1-3-9図 同一都道府県内に終始する通話の比率(加 入電話)
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第1-3-10図 都道府県間トラヒック交流状況(加 入電話)
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第1-3-11図 地域ブロック間トラピック交流状況(通 話回数)
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(注)1数 字 は各地域ブロックへの発信比率(%)

2()内 は地域ブロック内て終始する通話の比率(%)

3大 文字数字は地域プロ ソク内の発信通話回数(全 国計847億 回)
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第3節 情報化の動向旧■■

第1-3-12図 同一都道府県 内に終始する通話の比率(携 帯 ・自動車電話)
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■.ll第1章 平成8年 情報通信の現況

いる。 また、関東 における神奈川県や埼玉県、近畿 にお ける京都府が近隣県 に影響 を及ぼ してお

り、 これ らの府県が東京都、大阪府 に準 じた位置づ け となってい る(第1-3-10図 参照)。

さらに、加入電話の トラヒック交流状況を地域 ブ ロック単位で見 る と、圧倒的 に地域 ブ ロック

内での通話の比率が高 いが、各ブ ロックとも他の地域 ブ ロックの中で は、関東又 は近畿が上位 に

来ている(第1-3-11図 参照)。 ここか らも情報交流 における東京都、大阪府の影響 力の大 きさ

が うかがわれる。

(イ)携 帯 ・自動車電話

同一都道府県内 に終始す る通話の比率 を見 る と、全都道府県平均で79.1%と なってお り、加入

電話(79.4%)と ほぼ同 じで あ る。 これ を都道府県別 に見 ると、北海道、沖縄県で高 くなってい

る一方、首都 圏、近畿圏が低 く、加入電話 と同様の傾向 にある(第1-3-12図 参照)。

2 情報ストックの動向

こ こで は情 報 の蓄 積量(以 下 、 情 報 ス トッ ク量 」とい う。)か らの観 点で 情報 化 の動 向 を とらえ

る。情 報 ス トック量 は、 テ レビ ジ ョン放送 の録 画 や ラ ジオ放送 の録 音 、 デー タベ ー ス、 家 庭 や 図

書 館 の蔵 書 、 ビデ オ ソフ ト、 オーデ ィオ ソフ トの保 有、 事業 所 にお け る文 書 の保 存 、 レン タル ビ

デ オ等 、 情報 の保 存 ・再 利 用 を 目的 に1年 以上 保存 され て い る情 報 の量 とす る。 なお、 この計 量

に当た っ て は、情 報 流通 セ ンサ ス と同 じ く 「ワー ド」を用 いて い る。

(1)我 が国の情報ス トックの動向

様 々な形態 で蓄 積 され て い る情 報 ス トック量(計 量 対象 メデ ィアにつ いて は付 表1を 参 照)は 、

7年 度 にお いて1.23×10'5ワ ー ド(対 前年 度比0.3%増)で あ り、昭和60年 度 と比 較 して1 .45倍 と

な って い る。個 別 の メデ ィア構 成 を見 る と、家庭 の蔵 書 を中心 とす る書籍 が67 .0%と 大部 分 を 占

め てお り、以 下 、デ ー タベ ー ス(7.7%)、 事 業所 等で 保管 され る手書 き文書(6 .7%)、 地 上 テ レ

ビ放送(5.4%)と 続 いて い る(第1-3-13図 参 照)。

7年 度 の情報 ス トック量 と昭和60年 度 か らの増 加率(倍 数)を 各 メデ ィア につ いて見 て み る と、

情報 ス トック量 が 多 い10メ デ ィアの 中で増 加率 が 高 い もの は、CD-ROM(63.5倍)、 ケー ブ ル

テ レ ビ(15・6倍)・ ビデ オ ソフ ト(10・2倍)が 挙 げ られ る。 その ほかBSテ レビ放送(855 .6倍)、

レ ンタル ビデ オ(94 .8倍)が 非 常 に高 い伸 び を示 してい る(第1-3-14図 参照)。

■ ■ll92



第3節 情報化の動向旧■

第1-3-13図 情報ストック量のメディア構成
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(注)情 報 ス トッ ク量 の 多 い 上位20メ デ ィア を図 示 す る.

CD-ROMに つ い て は7年 度/2年 度 比 とす る。
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一 馳1第1章 平成8年 情報通信の現況

1唯 位:ワ ー ド、 倍 、%}

ズテ ィ ア

書籍

テ ー ダ ヘ ー フ、

手書き文書

地上テレヒ放送

図書館

ヒテ す ソ フ ト

ケ ー フ ル テ レヒ放 送

オ ー テ ィオ ソ フ ト

パ ソ コ ン ソ フ ト

CD-ROM

文 書 コ ピー一

レ ン タル ヒテ オ

その他の印刷物

加 入回 線 フ ァ ク シ ミリ

封書

AMラ ジオ放送

FMラ シオ放送

BSテ レヒ放 送

専 用 サ ー一ビ ス 〔フ ァ ク シ ミ リ)

はかき

1青報 ス ト ソク量

118
.24×1〔 　

B9
,49×1(1

8.29×10B

6.63×loB

3.19×10B

2.50×10B

2.35>く10B

2.ユ2×10B

1.39×10B

ユ.ll×loB

9.24×1012

6.20×1013

5.58×1012

4.87×lol2

2.89×lol2

2.73×1012

1.41>く10〕2

7.36×1011

4.71×loll

4.43×lolI

7/6(1年r蔓/ヒ

1.2

2.5

/.3

6,7

1,8

10.2

15.6

1.2

7.6

63.5

3,5

94.8

1.8

6.9

1,6

1.1

1.2

855.6

27.6

1.2

7年 度 シ ェ ア

67.0%

7.7%

6.7%

5.4%

2.6%

2,0%

1.9%

ユ.陥

ユ.1%

0.9鴨

0.8覧

O.5%

0.5%

0.4%

0.2%

0.2%

0。1%

0.1%

0.0%

0.0%

(2)地 域の情報 ス トックの動向

7年 度 の都道 府 県別情 報 ス トック量 の シェア を見 る と、東 京都15.5%、 神 奈川 県8.6%、 大 阪 府

7.8%、 千 葉 県6.4%、 埼 玉県5.4%の 順 となっ て い る。

また、一 人 当た りの情 報 ス トッ ク量 を見 る と、 東京 都(全 都 道府 県平 均 の1.89倍)、 千 葉県(同

1.59倍)、 神 奈川 県(同!.49倍)、 栃木 県(同1.38倍)、 兵 庫県(同1.29倍)の 順 とな る(第1-3

-15図 参 照) 。

また、一 人当 た り情報 ス トッ ク量 の地 域 間格 差 を とらえるた め に変動 係 数 を見 る と、 昭 和60年

以 降、 ほぼ一貫 して低 下傾 向 にあ るが、 その 水準 は一 人当 た りの発信 情報 量 や選 択 可 能 盾報 量 よ

りも高 い こ とが分 か る(第1-3-16図 参照)。 この こ とか ら、情報 ス トック量 の地 域 間 格差 は縮

小傾 向 にあ る ものの 、情報 流 通量 に比 べ依 然 と して大 きい とい え る。

第1-3-15図 都道府県別一 人当たり情報ストック量

2.07

年

喋蔀

1.5

道

{lllh

.o

昆

伍 。.5

0

郷 瓢 炎糠轡蒲!　胎　離 ・最1騨繍瀟1瓢 碕鱒綿ll謙 蹴 紺l!l
GD7f1'度 雪堵1;道 府 晒[いr均 比 は 、1'Ill47都 道1デ1県 の'i'均 に 対 す る 比 そ を 伯 数 て 示 し た もの

7年 度/昭 和60でII望 比 は 、II・'{和60で1度 か ら7年 度 の 間 に'lll,lillllか 何 佑 に な っ た か をll'}数 て 示 し た も の

1・57

繕
'騒

1.、翻

遷

L2比

藍

1,1

1.0
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第3節 情報化の動向ll■圏

(単位:倍/

都道府県
7年度平均比
7/60年 度比

東京
1.89

1.28

千葉
1.59

1.31

神奈川
1.49

1.30

栃木
1.38

1.28

兵庫
1.29

1.30

石川

1.27

1.30

大阪
1.27

1.30

山形
1.23

1.24

青森
1.19

1.32

北 海 髄

1.18

1,35

岐阜
1.17

1.26

山口

1.16

1.34

埼玉
1.15

1.34

奈良
!.14

1.31

静岡
1.12

1.31

広島
1.12

1.33

都道府県
7年度平均比
7/60年 度比

岡山

1.11

1.30

長野
1,03

1,31

滋賀
1.01

1.29

三重

1,00

1.32

鳥取
1.00

1.3!

和歌山 香川
0,990.99

1.351.35

岩手
0,95

1.32

徳島
0,94

1.34

愛媛
0.93

1.38

島根
0.93

1.33

山梨
0.89

1.40

高知
0.88

1,37

熊本
0,88

1,34

富山

0.87

1.37

宮城
0.85

1.38

都道府県
7年度平均比

7/60年 度比

大分
0.85

1.39

佐賀
0.83

1.31

鹿児 宮崎 京都
0.820.820.81

1.341.401.31

愛知
0.80

1.39

群馬
0,80

1.35

長崎
0.78

1.43

茨城
0.76

1,37

福岡
0,72

1.43

沖縄
0.69

1,39

福島
0.66

1.39

新潟
0.65

1.40

秋 田

0.59

1.41

福井
0.55

1.48

第1-3-16図 一人当たり情報ストック量等の変動係数の推移

0.35

0.30

0.25

変

動 α20

係

数0.15

0.10

0.05

一一■1-一'【青報 ス ト ノク 甲

一《⊃一一 発lr言情 躍}1匙

十 選択rr∫能情報甲

一く〉一 消 費 情 報li匙

0.00

60 61 6263 元 2 3 4 5 67

(年度)

年度

情 報 ス トッ ク量

発信情報量

選択可能情報量

消費情報量

60

0.289

0.186

0,285

O.031

61

0.286

0.187

0.285

0.033

62

0.284

0.189

0.297

O.033

63

0.281

0.194

0.288

O.034

元

0.277

0.199

0.298

Q.035

2

0.272

0.197

0.291

0.033

3

0.274

0.202

O,267

O.033

4

0.265

0.202

0.265

Q.033

5

0.268

0.212

0.251

0.032

6

0.266

0.211

0.262

O.034

7

0.262

0.214

0.260

1〕.⊂B5

95膿 ■■ ■■



一 ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

3▼ 情報通信機器ストックの動向
▲

窟

情報化の進展の動向 を情報通信機器の蓄積(ス トック)と い う点か らとらえ、産業連関表等 を

利 用 して、我 が国の情報通信機器 ス トックの現状 を明 らかにす る。

5年 末 にお ける我が国の情報通信機器 ス トックは、我が国全体並 びに家計、企 業及 び公共の各

部門 において、4年 以降伸 び率 は鈍化傾向にあ るものの、昭和60年 末 と比較す ると着実 に増加 し

て きてい る。

5年 末 にお ける情報通信機器 ス トックを日米で比較 して見 る と、総 ス トックに占め る部門別の

比率で、我 が国 は家計部門の比率が高 く、米国 においては公共部門の比率が高い こ とが分 か る。

(1)我 が国の情報通信機器ス トックの動向

ここで は、情報通信機器製造業が生産 し、情報通信 の用に供 され る財 を情報通信機器 とし、家

第1-3-17図 我 が 国の 情 報通 信 機 器 ストックの 推移(兆円)

70.00

ロ家 計部門

ロ企業部門
60.00

ロ公共 部門

ロ我 が国 全体

50.00

ス40,00

ト

ソ

ク30
.00額

20.00

10.00

甥 弓 裟

αoo麺 誤 ・

60年61年62年63年

郵政省資料等によりf/成

簿 蓼難1

元年2隼

lll
3年4年5年

60年

61

62

63

1・F

2・

3・ 一

4住

5イ 三

家計首門
5.90

7.08

8.06

9.17

10.15

10.60

ユ1.04

1ユ.40

12.48

企業音門
18.98

21.94

24.50

28。30

31.96

36.45

42.63

44.62

46.04

(単位:兆 円)

公共部門
5.14

5.17

5.74

5.79

5.79

6.05

6.85

7.63

8,12

我 が 国全"一

30.Ol

34.20

38.30

43.27

47.90

53.11

60,52

63.65

66.64
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第3節 情報化の動向湘■■

計、企業及 び公共の部門 において各主体が保有す る情報通信機器の ス トックを 「情報通信機器 ス

トック」 ととらえ、全体及びこれ らの3部 門各々について、 その推移等 を概 観す る。

5年 末 における我が国の情報通信機器 ス トックは、全体で66兆6,40(臆 円(対 前年末比4.7%増)

で あった。 これを部門別 に見 る と、家計部門は12兆4,80(臆 円(同9.5%増)、 企業部門は46兆400

億 円(同3.2%増)、 公共部門は8兆1,200億 円(同6.4%増)で あった(第1-3-17図 参照)。

各部門がi青報通信機器 ス トック全体 に占める構成比 を見 ると、家計部門が18.7%、 企業部門が

69.1%、 公共部門が12.2%で あった。昭和60年 以降家計部門及び公共部門は減少傾 向、企業部

門は増加傾向にあ るが、5年 においては家計、公共部門が増加 した反面、企業部門は2年 連続の

減少 となってい る(第1-3-18図 参照)。

第1-3-18図 我が国の情報通信機器ストックの構成比の推移

口公共部門

口家計部門

國企業部門

(%)

80.0

70.0

60,0

50.0構

成4α0

比

30.0

20.0

10.0

0

1雌 軋 議.・.Lφ ∴.h」_蓑.・-L一

.・罫 勇 撃 ダ押 縛 晩刷∵

企業部門

家計部門

公共部門

60 61 62 63 元 2 3 45

(年 末)

郵政省資料等により作成

(単位:%)

60

61

62

63年

(単位:%)

家 言 ロ

19.7

20.7

21.

2!.2

ユビ 、口

63.

4.2

64.0

65.4

ム 、口

17.1

15、1

15.0

13.4

1

2

3

4年

5年

琢 百 口

21.2

20.0

18.2

17.9

!8.7

1E首

66.7

68.6

70.4

70,!

69.1

公 ハ ロ

12.1

11,4

11.3

12.0

12,2
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聰.II第1章 平成B年 情報通信の現況

家計部門の耐久消費財 ス トック、企業部門の資本 ス トック及び公共部門の資本 ス トックを合計

した ものを 「総 ス トック」として とらえ、総 ス トックに占め る情報通信機 器 ス トックの比率 を見

る と、昭和60年 以降 その比率 は一貫 して増加傾向 にあったが、4年 には横這 い とな り、5年 には

初めて減少 に転 じた。部門別 に見 る と家計部門が10。9%(対 前年末比0.3ポ イン ト増)、企 業部門

が5.2%(同0.2ポ イン ト減)及 び公共部門が1 .4%(同0.1ポ イン ト増)と なっている。

(2)情 報通信機器ス トックの日米比較

米 国について我が国 と同様 に 「総 ス トック」を とらえ、 その中で情報通信機器 ス トックが 占め

る比率 を見 ると、5年 末 においては4 .0%(対 昭和60年 末比0.3ポ イン ト増)で あった。部門別の

情報通信機器 ス トックが、 それぞれ対応す る部門の耐 久消費財 ス トック又 は資本 ス トックに占め

る比率 を見 ると、家計部門で は3 .1%(同0.5ポ イン ト増)、企 業部門で は4.4%(同0.1ポ イン ト増)

及び公共部門では4.1%(同0.8ポ イン ト増)と なっている。

「総 ス トック」に占め る情報通信機器 ス トックの比率 につ いて 日米比較 を行 う と
、全体で は我

が国4.1%、 米国4.0%と ほぼ同水準 にあ るものの、部 門別 に見 る と、家計部門 においては我が国

の数値 は米国 に比べて著 しく高い(3倍 以 ヒの比率)反 面、公共部門 においては逆 に米 国の比率

が我が国の比率 を大 きく上回ってい るこ とが分か る(第1-3-19表 参照)
。

第1-3-19表 総ストックに対する情報通信機器ストックの比 率の 日米比較

(単 位:%〉

5

日
、ノ 玉

家言 口門

109

31

企 。門

52

44

公 、。 門

14

41

全
41

40

■■Ill98



第3節 情報化の動向湘一

(付表1)情 報流通量、情報ス トック量の計量対象メディア

メデ ィア名

電

気

通

信

系

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

加 入電話

自動 車 ・携帯電話

PHS

列車 ・船舶電話

無線 呼 び出 し

力[[入回系泉ファクシミリ

テレビ番組配信(地 上

波テレビ局へ の配信)

テレビ番組配信(ケーブ ル

テレピ局へ の配信)

ラ ジオ番組 配信(地

波 ラジオ局へ の配信)

新 聞紙面伝送

専用サ ー ビス(電 話)

専 用サ ー ビス

(フ ァクシ ミリ)

専 用サ ー ビス

(デ ー タ伝送)

専 用サ ー ビス

(画 像映像伝送)

通 信衛 星

デジ タルデー タ伝送

テ レビ会議

ビデオテ ックス

フ ァクシ ミリ通信網

(フ.ア クシ ミリ)

ISDN(電 話)

ISDN

(フ ァ クシ ミリ)

ISDN

(デ ー タ伝送)

ISDN

(画像 映像 伝送)

電報

テ レックス

構内電話(構 内通信)

構 内無線(構 内通信)

LAN

私 設 無線

有線放 送電話

オフ トー ク通信

MCA無 線

コンビニエ ンス

ラジオフ オン

テ レター ミナル

情報

流通量

全

○

○

○

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

地

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

情報

ストック量

全

○

0

○

○

O

0

0

地

○

○

○

メデ ィア名

電

気

通

信

系

輸

送

系

空

間

系

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

AVM

パ ソ コ ン通信

デー タベ ース

インター ネッ ト

地上テ レビ放送

ケーブルテレビ放"

BSテ レビ放送

CSテ レビ放送
ハイビジョン放送

衛星データ放送

AMラ ジオ放送

FMラ ジオ放送

衛星ラジオ放送

有線ラジオ放送

文字放送

構内放送

封 書

はが き

電 子郵便

手 書 き文書

ワー プロ文書

コンピュー タ文書

パ ソコン文書

文 書 コピー

新 聞

雑 誌

書 籍

その他印刷物

CD-ROM

ビデ オソフ ト

オーデ ィオソフ ト

コンピュー タソ フ ト

パ ソコンソフ ト

図書館

レンタルビデオ

レンタルオーデ ィオ

掲示伝送

講演 ・演劇 ・コントト

スポーツ観戦

映画上映

学校教育

社会教育

会議

対話

情報

流通量

全

O

O

O

O

○

○

○

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

○

○

○

○

○

○

○

○

地

○

○

○

O

O

O

○

○

○

○

○

○

○

○

0

0

0

○

○

○

情報

ストノク量

全

○

○

O

O

O

O

O

O

O

O

O

○

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

○

○

○

地

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

(注)全 は 「全 国」 、 「地」 は 「地域別」 の情 報流通量 、情報 ス トック量 の計量 対 象

である ことを表 す。
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■ 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

(付表2)情 報流通センサス調査結果の概要(7年 度分)

原 発 信
情 報 量

発 信
情 報 量

選 択 可 能
情 報 量

消 費 可 能
情 報 量

消 費
情 報 量

情 報
ス トック量

全 メデ ィア

〔対前年度比%〕
(60年 度比)

1.03×1016ワ ート"

[30.3]

(3.82倍)

1.33×1016ワ ート"

[23.1]

(2.79f音)

3.94×1017ワ ート"

[7.31

(2.Ol倍)

7.93×1016ワ ー ト"

[7.6]

(1.70倍 〉

2.23× ユ016ワ ート"

[ll.1]

(1.67f音)

1.23×1015ワ ート"

[0.3]

(1.45f音)

電気通信糸
〔対前年度比%〕
(60年度比)

7.88×1015ワ ート"

[42.9]

(16.74倍)

7.89×1015ワ ート"

[42.8]

(16.66倍)

3.81× ユ017ワ ート"

[7.5]

(2.07倍)

6.67×1016ワ ート"

[9.0]

(1.92倍)

1.48× ユ016ワ ート"

[16.6]

(2.24倍)

1.95×10Mワ ート"

[8.5]

(3.66倍)

輸送糸

〔対前年度比%〕

(60年 度比)

5.60×1013ワ ート"

[9.4]

(2.45倍)

3.06>〈10】5ワ ート"

[3.7]

(1.46倍)

2.91×1015ワ ート"

[3.7]

(1.47倍)

2.91×1015ワ ート"

[3.7]

(1.47倍)

1.15×1015ワ ート"

[9.9]

(2.00倍)

1。04×1015ワ ー ト"

[-1.1]

(1.30倍)

空間糸

〔対前年度比%〕

(60年 度 比)

2.34×10】5ワ ート"

[0.8]

(1.07倍)

2.35×1015ワ ート"

[0.8]

(1.06倍)

9.67×1015ワ ート"

[0.1]

(0.98倍)

9.67×1015ワ ート"

[0.1]

(0.98倍)

6.40×1015ワ ート"

[0.4]

(1.03倍)

5.38×1010ワ ート"

[0.2]

(1。02倍)
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第3節 情報化の動向ll■_

(付表3)都 道府県別の情報量 、情 報ス トック量

(単 位 ワー ド、%)

北海道
青林
岩
呂城
秋田

山形
福島
茨城
栃木
群馬

埼玉
千葉
東京
神奈川
新潟
富山
石川
福
山梨
長野
岐阜
静岡

愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
根
岡山
広
山口

徳島
香川
愛媛
高知
福岡

佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄
全国

発信情報量
(ワ ー ド)

2.17×10M

5.07×IO13

4.85×10B

8.08×10B

4.21×1013

4.56×lOB

7.54×1013

1.07×1014

7.!8×1013

7.77×10B

2.46×1014

2.15×1014

1.06×1015

3.ll×1014

8.61×1013

4.09×1013

4.58×1013

3.05×10B

3.18×1013

8.42×10B

7.88×10】3

1.33×1014

2.73×1014

6.43×1013

4.61×10且3

1.14×1014

3.86×!0レ1

1.96×10且4

5.54×1013

4.00×!013

2.33×1013

2.96×1013

7.27×10B

1.06×1014

5.82×1013

3.Ol×1013

3.90×1013

5.38× 工OB

2。84×!013

1.75×10]4

3.0!×!0B

5.12× ユ013

6.18×1013

4.37×1013

3.89×1013

6.03×1013

4.26×1013

5.30×10[5

占有率
4.1%

1.0%

0.9%

1.5%

0.8%

O。9%

1,4%

2.0%

!.4%

1.5%

4.6%

4.1%

20.0%

5.9%

1.6%

0.8%

0.9%

0.6%

O.6%

1.6%

1.5%

2.5%

5.1%

1.2%

0.9%
2.1%

7.3%

3.7%
1.0%

0.8%
0.4%

0.6%

1.4覧

2.0%

1.1覧

0.6%

0.7%

LO%

0.5%

3.3%

0.6%

LO%

1.2%

0.8%

0,7%

1.1%

0.8%

選択可能情報量
(ワ ー ド)

!.56×1016

3.09×1015

2.89×1015

5.76×1015

2.12×1015

2.77×1015

4.56×1015

8.81×1015

6.37×1015

6.17×1015

2.61×1016

2。10×1016

4.71×1016

2.94×1016

5.91×1015

2.53×1015

3.03×1015

2.33×1015

4.39×1015

9.11×1015

6.60×1015

9.68×1015

2.21×1016

6.85×1015

3.15×1015

7.91×1015

2.74×10】6

1。62×10】6

4.41×1015

2.87×1015

1.52×1015

2.00×10】5

6.23×10】5

7.97×10」5

3.52×10】5

2.16×1015

3.21×10】5

3.88×1015

!.84×10】5

1.23×10】6

1.97×!0】5

3.66>〈1015

3.61×1015

2.58×IO15

1.69×!015

3.08×1015

1.76×1015

3.79×1017

占有率
4.1%

O.8%

0.8%

1.5覧

0.6%

O。7%

!.2%

2.3%

1.7%

1.6%

6,9%

5.6%

12.4%

7.7%

1.6%

0.7%

0.8%

0.6%

1.2%

2.4%

1.7%

2.6%

5。8%

1.8%

0,8%
2.!%

7.2%

4.3%

1.2%

0.8%

0.4%

0.5%

1.6%

2.1%

0.9%

0.6%

0.8%

1.0%

0.5%

3.2%

0.5%

1.0%

1.0%

0.7%

0.4%

0.8%

0.5%

消費可能情報量

(ワ ー ド)

2.98×1015

7.54×lO14

7.12×1014

1.24×1015

6.25×1014

6.82×10M

1.09×!015

1。60×10;5

1.15×1015

1.13×1015

3.70×1015

3.23×1015

7.09×1015

4。63×1015

1。30×1015

7.14×1014

6.32×1014

4.48×1014

4.25×1014

1.17×loi5

1.15×1015

2.05×IO15

3.51×1015

1.02×10且5

6。44×1014

1.44× ユOl5

4.48×10]5

2.75×1015

8.32×10}4

5.81×1014

3.41×1014

4.34×1014

1.10×IOI5

1.67×1015

8.03×1014

4.42×1014

5.98×1014

7.71×1014

4.34×10M

2.41>〈1015

3.82×10〕4

6,40×IOレ1

8.56×IO14

5.29×10レ1

5,17×IOレ1

7.49×IOレ1

4,14×101`1

6.68×1016

占有率
4。5%

1.1%

1.1%

1.9%

0.9%

1。O%

1.6%

2.4%

1.7%

1.7%

5.5%
4.8%

!0.6%

6.9%

1,9%

1.1%

0.9%

0.7%

0.6%
1.8%

1.7%

3.1%

5.3%
1.5%

1.0%

2.2覧

6.7覧

4.1%

1.2%

0.9%

0.5%

0.6%

1.7%

2.5%

1.2%

0.7%

0.9%

1.2%

O。6%

3.6%

0.6%
1.0%

1.3%

0.8%

0.8%

!.1%

O,6%

消費情報量
ワ ー ド/

6.!8×1014

1.53×10M

1.45×1014

2.44×1014

1.24×1014

1.30×1014

2.17×1014

3.19×1014

2.16×1014

2。12×1014

6.95×1014

6.01×1014

1,33×1015

8.47×1011

2.63×1014

1.19×1014

1.24×1014

8.82×10B

9.81×10B

2.28×1014

2.17×1014

3.88×10M

7.41×1014

1.88×1014

1。28×1014

2.71×1014

9.23×1014

5.48×1014

1.38×!014

1.06×1014

6.28×1013

8.31×1013

1.96×1014

3.03×10図

1.66×1014

8.74×loB

1.09×1014

1.60×1014

8.36×10B

5.06×10N

8.93×1013

1.61×IO1'1

1.88×101司

1.29×10]4

1.17×10レ1

1.80×10レ1

!.18×10レ1

1.32×1016

占有率
4。7%

1.2%

1.!%

1.9%

0.9%

1.0%

1.6%

2.4%

1.6%

1.6%

5.3%

4.6%

10.1%

6。4%

2.0%

0.9%

0.9%

O.7%

0.7%
1.7%

1.6%

2.9%

5.6%
1.4%

!.0%

2.1%

7.0%

4.2%

1.0%

0.8%

0.5%

0.6%

1.5%

2.3%

1.3%

0.7%

0.8%

1.2%

0.6%

3.8%

0.7%

1.2%

1.4%

ユ.O%

0.9%

1。4%

0.9%

情報 ス トック量
(ワ ー ド)

4.74×10B

!.25×1013

9.51×10】2

1.40×10B

5.04×1012

1.09×lOB

9.94×1012

1.58×10B

1.93×1013

1.!3×10B

5。47×10B

6.51×10B

1.57×1014

8.67× ユ013

1。15×1013

6.90×1012

1.06×1013

3.23>(1012

5.53×1012

1,59>〈1013

1.73×IO13

2.95×1013

3.89×1013

1.30×10B

9。19×1012

1.51×10B

7.89×10B

4.94×10B

1.15×10B

7.55×1012

4,34×1012

5.08×1012

1.52×10B

2.27×1013

1.27×1013

5.55×1012

7.15×loi2

9.93×1013

5.07×10】2

2.50×!oB

5.17×1012

8,49×1012

1.15×10】3

7.41×1012

6.78×1012

1.04×10B

6.17×1012

1.Ol× ユ0}5

占有率
4.7%

1.2%

0。9%

1.4%

0.5%

1.1%

1.0%

1.6%

1.9%

1.1%

5.4%

6.4%

15.5%

8.6%

!.1%

0.7%
1.0%

0.3%

0.5%
1,6%

1,7%

2.9%

3.8%
1.3%

0.9%

1.5%

7.8%

4.9%

1。1%

O.7%

0.4%

0.5%

1.5%

2.2%

1.3%

0.5%

0.7%

1.0%

O.5%

2,5%

0.5%

0.8%
1.1%

0。7%

0.7%

1.0%

0.6%
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■■閲第1章 平成8年 情報通信の現況

情報通信と社会経済構造の変革

二

5F

驚
I

L己 ・1凶 罎

1情 報通信と経済活動

第1-4-1表 情報通信産業の範囲 ・構成

情報通信産業

情報通信関連

情報通信サ ービス

情報通信支援財

[研究

通信 ・放送

郵便一 一 憐 橿受託業(簡 易郵便局その他)

一構i織∴
/国際電話国際電気通信』鷹 灘

驕 気通信

一一 一

欄 ソフトー 一 一

醐.製 版 喫 本.印 刷物加工

　 ビス■

情報通信機器製造

・公共放送

民間テレビジョン地上放送
民間ラジオ地上放送
民間衛星放送
有線テレビジョン放送
有線ラジオ放送
ソフ トウェア(コ ンピュータ用)

情報記録物製造
映画 ・ビデオ制作
新聞

出版
情報サービス(情 報処理その他)
ニュース供給

広告
映画館 ・劇場等
事務用機械
電気音響機器
ラジオ ・テレビ受信機 ・ビデオ機器
その聾の電気音響機器部分品 ・付属品
電子計算機 ・同付属装置
有線電気通信機器
無線電気通信機器
その他の電子 ・通信機器部分品
磁気テープ ・磁気ディスク
通信ケーブル

糠 灘 一ヨ 織 羅1讐黙 く)

、非情 報通信 関連
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革ll■一

情報通信産業 は、7年 に実質国内生産額の10%を 占め、 その設備投資額 も電力に次 ぐ第2位 の

規模 を持 つ産業 に成長 した。

また、情報通信産業 は他産業 と比較 して高い生産性 を維持 し、 自 らの効率化 を図 るとともに、

他産業 の生産の拡大 や雇用の創 出に貢献 している。

ここで は、 このよ うに情報通信産業が我が国経済の構 造改革を進 め る原動力であ り、経済活動

に大 きなインパ ク トを与 えるリーデ ィング産業で あ る実態 を、主 に産業連関分析 の手法 を用 いて

分析す る。

本項 の分析 にお ける情報通信産業の範 囲は、①1青報 を生産、収集、加工、蓄積 、提供、伝達す

るためのサービスを市場 に供給す る情報通信サービス部門、②1青報通信サー ビスの提供 に際 し、

直接的 に必要 とされ る情報通信機器あ るいは施設を市場 に供給す る情報通信支援財部[r及 び③1青

報の生産活動を含む研究部門 とす る(第1-4-1表 参照)。

産業連関分析 によ り推計 を行 うに当たっては、我が国産業の部門分類 について、情報通信産業

を①郵便、② 国内電気通信、③ 国際電気通信、④放送、⑤1青報 ソフ ト、⑥ 清報関連サービス、⑦

情報通信機器製造、⑧i青報通信機器賃貸、⑨電気通信施設建設及び⑩研究の10部 門に整理統合 し、

情報通信産業 を除 いた産業 を非情報通信 関連部門 として、「平成2年 産業連関表」(総務庁)統 合大

分類32部 門を基 に再分類 し、合計で42部 門 とした。

(1)リ ーディング産業として成長する情報通信産業

ここで は、情報通信産業の国内生産額、粗付加価値及び労働生産i生を推計 し、 これ らの推移を

定量的 に分析、検証す ることで リーデ ィング産業 として発展す る情報通信産業の現状 を明 らか

にす る(注8)。

ア 情報通信産業の国内生産額、粗付加価値の動向

情報通信産業の実質国内生産額の推移を見 る と、昭和60年 が52.8兆 円、2年 が80.6兆 円及び7

第1-4-2表 情報通信産業の現状

情 週 薗サー ビス

玉 昌気7邑 酉

夕 週 目

玉 一川 メ ユ里 薗

'ソ フ

目 逞サー ビス

月 週 旨

目 週 爵1造

口

旨 、設 設

目 ユ里 旨

国

44,868

1,872

9,731

895

398

2

6

23

35

29

5

516

515

836

420

350

328

742

ユ2,275

92,564

48.5

2.0

10.5

1.0

0.4

2.7

7.0

25.8

38.3

3ユ.7

5.8

0,8

13。3

100.0

目'・ ロ 巨

・ 口 眞

23,961

1,668

5,778

438

208

1

3

11

12

8

3

148

632

527

ll6

478

290

348

6,592

42669

56.2

3.9

13。5

1.0

0.5

2.7

8.5

27.0

28.4

19.7

7.7

0.8

15.5

100.0

労

20

9

29

83

4!

36

17

19

37

37

76

22

16

171

624

842

083

618

586

517

Ol4

243

209

517

428

Ol7

23482

895,263

ユ国 口

1000

103

503,432 1000

85

16,096

注 実質国内生産額 ・粗付加価値額10億 円、%
労働生産性 千円/人 、%

郵政省資料、産業連関表(総務庁)、産業連関表(延長表)(通 商産業省)等 により作成
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■lll第1章 平成8年 情報通信の現況

(10億 円)

100,000

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

第1-4-3図 情報通信産業の実質国内生産額の推移

(%)

12.0

10.0

8。0

6.0

===コ 情 報通信サーヒス

ー 情報通信 芝援財

===】 研究

一く〉一・全産業成長率

十 情報通信産業成長率

一[ト ー情報通信産業構成比

4.0

2.0

0.0

60年2年7年

郵政省資料、産業連関表(総 務庁)、 産業〕!巨関表(延 長表) (通商産業省)等 により作成

年
平
均
成
長
率

(%)

25。0

20。0

15.0

10.0

5.0

0.0

一5 .0

一10 .0

6.6

芝

統 管

7。9

鵜

19.7

鶴鰯

纒

3.5 　
ロ　ユ

ロ　ダ ノ

擁 慰 搬

一1 .1-4.1

4.2

鞭
一〇
.8

国 国

類
移
動
体
通
信

'1青'情 情

サ 報 支 報 報
1通 援 通 通
ビ信 財 信 信
ス 計 産
計 業

計

化
学

響
口「1

鉄
鋼
電
気
機
械

輸
送
機
械

年が92.6兆 円であ る。年平均成長率 は・昭和60年 か ら2年 にか けては8.8%、2年 か ら7年 にか け

てが2。8%で あ り・我が国産業全体の実質国内生産額の それぞれ同期間の年平均成長率4 .6%、0.7

%と 比較 す ると・ よ り高 い水準で推移 している・ また、情報通信産業の実質国内生産額が我 が国

産業 全体 の実質国内生産額 に占める比率は・昭和60年 に7.7%、2年 が9.3%で あったが、7年 に

は10.3%と 初 めて10%を 超 え、 その拡大が続いている。

2年 か ら7年 にかけての年平均成長率を各産業別 に見 ると、情報通信産業内においては、移動

体通信(19.7%増)、 国際電気通信(7・9%増)等 が高 い伸びを示 している。 また、『青報通信サ_

ビス計」の成長率が、F情 報通信支援財計」の成長率 を上 回ってお り、情報通信産業内 において 圭、

■ ■冒1104



第4節 情報通信と社会経済構造の変革湘圏

サービス部門の優位性が進展 していることが分 か る。一方、主要製造業 においては、鉄鋼(4 .1%

減)、 化学製品(1.1%減)、 輸送機絨(0.8%減)等 の成長率がマイナスに転 じている(第1-4

-2表 及び第1-4-3図 参照)
。

一方
、情報通信産業の名 目粗付加価値(名 目GDPに 相 当)の 推移 を見 る と、昭和60年 が26.6

兆円、2年 が38.4兆 円及び7年 が42.7兆 円で あ る。年平均成長率 は、昭和60年 か ら2年 にかけて

が7.6%、2年 か ら7年 にか けてが2 .1%で あった。我が国産業全体の名目粗付加価値額の同期間

の年平均成長率 は昭和60年 か ら2年 にかけてが6.2%、2年 か ら7年 にかけてが2 .4%と なってい

る。

第1-4-4図 情報通信産業の名目粗付加価値の推移
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■圏甜第1章 平成8年 情報通信の現況

情報通信産業 内では、移動体通信(2年 か ら7年 にかけての成長率15.1%増)、 国際電気通信(同

6.3%増)に おける伸 びが顕著で ある反面、情報通信支援 財計(同0.3%増)の 伸びが低 く、 ここ

で もサー ビス部門の優位性が うかがえる。 また、主要製造業 にお いては、鉄鋼(同3.4%減)の 成

長率がマ イナ ス とな り、輸送機絨(同0.2%増)等 の成長率が低 くなっている(第1-4-2表 及

び第1-4-4図 参照)。

イ 情報通信産業の労働生産性の動向

情報通信産業の労働生産1生(注9)の推移 を見 ると、昭和60年 が雇用者1人 当た り1,600万 円、2年

が2,053万 円及 び7年 が2,348万 円であ り、我が国産業全体 の それぞれ同期の労働生産性1 ,491万

円、1,675万 円、1,610万 円 と比較す ると高 い水準で推移 してい る。 また、2年 か ら7年 にかけて

は我が国産業全体の年平均成長率が0.8%減 とマイナ スになったのに対 し、情報通信 産業では同期

第1-4-5図 情報通信産業の労働生産性の推移
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革1■■■■

間に2.7%の 上昇 を記録 してお り、情報通信産業 においては事業の効率化が順調 に進んで いること

が うかが える。

個別産業 においては、国際電気通信(2年 か ら7年 にかけての年平均 成長率10.3%増)、 国内電

気通信(同8.6%増)の 伸びが顕著であ る。 また、移動1本通信(同0.4%減)の 成長率がマイナ ス

となっているが、これは、2年 か ら7年 にか けて雇用者が大幅 に増加 した ことによるものであ る。

主要製造業 において も、鉄鋼(同1.5%減)、 化学製品(同0.8%減)の 成長率がマイナ スとなって

いる(第!-4-2表 及び第1-4-5図 参照)。

ウ 通信産業の設備投資額の推移

各産業 にお ける各年度の設備投資額の推移 を見 る と、電力、通信産業(電 気通信事業及び放送

事業の合計)(注lo)以外の主要産業 においては、3年 度をピー クに設備投資額が大 き く落 ち込 んだの

に対 し、通信産業はほぼ一貫 して増加を続 け、7年 度 には3.9兆 円 となった。この間 に通信産業に

お ける設備投資規模 は、5年 度 に輸送機械製造業 における投資額を、 また7年 度 には電気機械製

造業 における投資額を それぞれ超 えて、電力に次 ぐ設備投資規模 を持 つ産業 に成長 した(第1-

4-6図 参照)。

第1-4-6図 各産業における設備投資額の推移
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一 ■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

また、各産業 における設備投資額の年平均成長率 において も、通信産業 は対前年度比24.6%増

と、他産業 と比較 して高 い伸 びを示 している(第1-4-7図 参照)。

第1-4-7図 各産業の設備投資規模の年平均成長率
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郵政省資料、経済企画庁 「民間企業資本ストソク」により作成

(2)情 報通信産業の発展に伴 う緬 斉波及効果

ア 情報通信産業の生産増加による波及効果

ここで は、2年 か ら7年 の情報通信産業の生産額の増大が、我が国産業全体 の生 産額 を どの程

度押 し上 げたかを計測す る。

その結果 を見 ると、2年 か ら7年 にか けて、情報通信産業の生産額 は12 .0兆 円の増加 を記録 し

ているが・情報通信産業の生産増 による情報通信以外の産業への波及額 も4 .7兆 円あ り、情報通信

産業 における生産額の増加及び1青報通信産業の生産増加による波及額の合計 は16 .7兆 円 となった。

また・全産業 における同時期 の生産増加額は31.1兆 円で あ り、生産増加額 の うち情報通信産業

によって もた らされた部分は38・6%、 情報通信産業の生産増加 による波及効果 によって もた らさ

れた部分が15・0%・ これ らを合計 す ると53・6%で あった。 この こ とか ら、情報通信産業の生産額

の増加が、経済 全体の生産額の増加 に大 きく寄与 していた こ とが分か る。

同様 に・情報通信産業の生産額の増加 によって生ず る雇用創 出効果 について計測す ると、2年

か ら7年 にかけて・情報通信産業で51・1万 人の雇用創出効果 があったほか、情報通信産業以外で

も25・1万 人(う ち・対事業所サ ービス6・4万人・卸売 ・小売業4 。4万人等)の 合計76.3万 人の雇用

創出効果 があったこ とが分 かる(第1-4-8図 参照)。

イ 情報化投資に伴 う乗数効果の計測

産業連関分析の手法 を用 いて・公共事業であ る地域 ・生活情報通信基盤高度化事業及び電気通

信格差是 正事業が・我が国経済 に もた らす経済波及効果 を言i測した。 その結果 は次の とお りで あ

る(第1-4-9図 参照)。
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第1-4-8図 情報通信産業の生産増による波及効果
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1.80

第1-4-9図 情報化投資に伴う乗数効果と各産業に対する波及効果
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郵媚 が行う地域●生瀦 報」重信鰹 敲 化事業について、7年 における瓢 を計測すると1.68
となった・ なお・本事業9う ち・自治体 ネ ・ トワー ク施灘 構 業 につ いての瓢 は1

.6ス 雛
代地域ケーブルテレビ施設整備事業についての乗数は1 .76であった。

それぞれの事業について・生薦 発の波及先の醐 購 成親 ると
、糖 皮及効果が最 も大き

く及朗 野は 精 纐 信以外のサービス・部門であり・各事業とも波 及効果全体の4。%強 を占

撫 蝋 ζ1、野 艮縢 翻 の製1銑 聯 通信耀 設・等の広鋤 産業1・生産誘
(イ)電気通信格差是正事業

郵政省が行う不多動通信用鉄脱 設輪 事瓢 び民放幟 ラジオ中糸醜 謹 榊 業につ
いて、7

_日Il110



第4節 情報通信と社会経済構造の変革1■■一

年 における乗数をそれぞれ計測す る と、移動通信用鉄塔施設整備事業についてはL62、 民放中波

ラジオ中継施設整備事業 については1.51と なった。

波及効果の及ぶ分野 は、地域・生活1青報通信基盤高度化事業 と同様、情 報通信以外のサー ビス」

が40%強 と最 も高 くなってい るのをは じめ、情 報通信機器以外の製造業」、晴 報通信以外のサー

ビス」等、広範囲の産業 に生産誘 発効果が及んで いる。

ウ 電気通信分野の価格低下による消費増大効果 ・GDP拡 大効果

国内電気通信(移 動体通信 を含 む。)及び国際電気通信 の価格低下が、我が国の実質消費 をどの

程度増大 させたかを計測す る。

電気通信分野の価格低下幅については、「企業向 けサービス価格指 数」(日本銀行)を 使用 して計

測 した。価樹 域下率の推移 を見 る と、国内電気通信 については2年 か ら7年 にかけての価樹 氏下

率が10.0%と 大 きく、国際電気通信 について も同期間に1!.8%の 価格低下が発生 している。

この ような価格低下 は、電気通信 を使用す る産業のコス ト低減 を通 じて、産業の価格 を低下さ

せ る要因 とな り得 る。 その結果 もた らされ る実質消費の増大効果 を計測す ると、昭和60年 か ら2

年 までが3,90(臆 円、2年 か ら7年 までが8,840億 円で あった。

電気通信分野 にお ける価格低下が、同時期の実質国内総支 出の成長に どれだ け寄与 したか を計

測す ると、昭和60年 か ら2年 にかけての実質国内総支 出の成長率4.44%の うち、価格低下 によっ

て もた らされた部分 は0.02%(寄 与率で0.45%)、2年 か ら7年 にか けてが1.48%の うち0.05%

(同3.38%)で あった。

2年 か ら7年 にか けて寄与率が上昇 している要因は、総支出額の規模 が大 きい国内電気通信の

2年 か ら7年 にかけての価格低下率が、昭和60年 か ら2年 までの低下率 よ り大 きくなっているこ

とによるものである。

また、Fi青報通信産業」、精 報通信機器以外の製造業」、n情 報通信以外のサー ビス」に分 けて、

2年 か ら7年 にか けての価格低下が及ぼす波及効果 につ いて計測す る と、実額、伸び率 とも、精

報通信以外のサー ビス」への波及が最 も大 きく、価欄 氏下 が各産業 の成長 に与 えるインパ ク トは、

サー ビス部門 において、 よ り大 きかった ことが うかが える(第1-4-10図 参照)。

第1-4-10図 電気通信分 野の価格低下によるGDP拡 大効果
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(単位10億 円)

消費増大効果の波及先

情報通信産業

情報通信機器以外の製造業

情報通信以外のサービス(金 融、卸 ・小売等)

全産業

60～2年

増加額

13

70

307

390

2～7年

増加額

25

155

704

884

価格低下による寄与率

(実質GDP成 長率に占める価格低下による寄与

率)(%)

0.45 3.38

(価格低下率) (単位%)
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国際電気通信
移動体通信

60～2

一4.1

一45 .3

一18 .0

2～7

一10.0

一1ユ .8

一24 .4

(3)情 報通信産業の成長の要因分析

ここで は、情報通信産業の成長を もた らした要因について、他の産業 と比較 しなが ら分析す る。

第1-4-11図 各産業の成長の要 因分析
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

各産業 の成長 を、① 全産業 との生産1生格差要因(全 産業 と比較 した当該産業の生劇 生の上昇が

成長に寄与 した部分)、 ②産業への労働 力集中要因(就 業構造の変化要因:全 産業 と比較 した労働

力の増加が成長 に寄与 した部分)及 び③経済成長要因(経 済全体の成長による寄与部 分)に 分 け

て要因分解 を行 った(注1D。

それによると、情報通信産業計 においては、2年 か ら7年 にか けて全体で2.8%の 成長を記録 し

た。その要因 を見 る と経済成長要 因は0.7%に とどまった ものの、生産1生格差要因が3.5%と 経済

成長要因の5倍 の水準 に当た る寄与 を示 した。一方、情報通信以外計で は、同期間の成長率0。5%

の うち、経済 成長要因の寄与が0.7%と 高 く、労働 力集中要因で0.1%の 寄与を示 している反面、

生産性格差要因で は一〇.3%と マ イナスの寄与 となった。

主要 な製造業 につ いて同様 に計測す る と、鉄鋼、化学製品、電気機械、輸送機絨 とも労働 力集

中要因はマ イナ スの寄与 となったが 電気機械で は生産1生格差要 因が5.9%増 と生産性の上昇 が進

んだため、全体 として高 い成長が実現 している(第1-4-!1図 参照)。

この ように、情報通信産業 は、他産業 と比較 して高い生産性 を維持 し、 自 らの効率化 を図 ると

ともに、他産業の生産 の増大や雇用の創 出に貢献 しつつ、 リーデ ィング産業 として成長 して きた

ことが分か る。

2産 業の情報化 ノ

(1)サ イバービジネスの展望

ここ数年のインターネ ッ トの普及によ り、サ イバースペースを利用 した電子商取引 に代表 され

るサイバー ビジネスが大 きく注 目されてい る。サ イバー ビジネス とは、情 報通信ネ ッ トワーク内

の ビジネス空間 ・社会的空間 を提供 し、 その中で一般消費者、製造業者、サービス業者、各種団

体等の取引(商 品の受発注、決済等)・ 相互交流 を実現す るネ ッ トワー クビジネス」(電 気通信審

議 会答申、8年2月)で あ る。

ここで は、郵政省が委託 して行 った調査(注12)を基 に、サ イバー ビジネスの現状 と展望 につ いて見

るこ ととす る。

ア サイバービジネスの市場規模

日本 にお けるサ イバー ビジネスの8年 度(注13)の市場規模 は約285億 円で あ る。7年 度(注14)の市場規

模 は7億 円(推 定)で あ り、 この一年未満の間で約4(賠 の急成長 を遂げてい る。 これを、全世界

の市場規模約3,49〔臆 円(予 測)と 比較す ると約8%の シェアを有 してい る。国別 に見れば、米国

が約77%と 他 を大 き く引 き離 してい る(第1-4-12図 参照)。

サ イバー店舗数の推移を見 る と、7年 後半か ら8年 にかけて急激 な増加が見 うけ られる(第1

-4-13図 参照)
。 これ らサイバー店舗の経営者の本業 については、企業等の事業体で ない「個 人

経営」、「書籍 ・文具 ・玩具等 の小売業」、 精 報サービス業」、精 報サー ビス以外のサービス業」が

上位 を占めているが、全体的 に業種間 に偏 りは見 うけ られない(第1-4-14表 参照)。 また、サ

イバー店舗で取 り扱っている商品 につ いては、「食料品」が一番高 く、精 報提供サー ビス以外のサ

ービス」
、「趣味 ・娯楽」、「コンピュータ ・ソフ トウェア」 と続 いてる(第1-4-15表 参照)。
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■ 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-12図 サイバービジネスの市場規模
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

第1-4-14表 サイバー店舗経営者の本業

(単位:店 舗、%)
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第1-4-15表 販売商品の傾 向
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情 、サ ー ビス

日 》'・ 術
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口

110

71

59

18%

11%

10%

518%

498%

437%

417%

366%

346%

315%

305%

6310%

郵政省資料により作成。

イ サイバービジネスの経営状況

(ア)サ イバービジネス全体の経営状況

サ イバー ビジネス全体 の収支状況 について見 る と、赤字の店舗が半数以上 を占め るが、黒字又

は収支均衡 の店舗 も約4割 弱 となってお り、 これか らの市場拡大が期待 される。既 に黒字 を達成

している店舗の、開業か ら黒字 に転換す るまでの期間を見 ると、平均4.6か 月で あ り、開業か ら4

か月以 内で黒字に転換す る店舗が半数以上.となっている(第1-4-16図 参照)。

サ イバー ビジネスの経営 においては、 全般 に小規模経営であ ることが分か る。サ イバー店舗の

運営 に当た る従業員数 については、約半数の店舗が1人 で運営 してお り、5人 以下で見れば全体

の9割 弱 とな る。開業時の初期投資 につ いて も、半数以上が50万 円以下の投資でサ イバー店舗 を

開業 している(第1-4-17図 参照)。
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■ ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-16図 サイバービジネスの収支状況
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第1-4-17図 サイバービジネスの経営状況
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革1胴■■

また、約6割 の店舗 が、一か月当た りの受注件数が10件 以下、月額運営費用は20万 円以下(全

体平均 は約31万 円)、一か月の売上 が10万 円以下で あ り、ここで も小規模経営 が主流であ るといえ

る。 しか し一方で、一か月の受注件数が1,001件 以上、一か月の売上 が1,001万 円以上 の店舗 も存

在 してお り、経営方針次第で は大 きなビジネ ス となることがあ るこ とも分か る。

(イ)個 人経営店舗の経営状況

サ イバービジネ スは、店舗用の土地 を必要 としないなど、一般 に初期投資 ・運用費用 ・従業員

数 ともに少 ない規模で運営で きるため、個 人で も比較的容易 に店舗 を開業で きる。 ここでは、企

業等の事業体ではな く個 人でサ イバー店舗を副業的に開業 している、個人経営店舗の経営状況 に

ついて見 る。

収支状況 については、約4分 の1の 店舗が黒字 を達成 してお り、収支均衡 まで含 めれば約4割

となっている。 これを、サイバービジネス全体の傾向 と上騨交して見 る と、単年度で9.6ポ イン ト、

累積で4.7ポ イン ト高 くなっている。初期投資は、8割 以上の店舗が50万 円以下の投資、月額運営

費用 も平均12万9,000円 といずれ も全体の傾向 と比べ低 い支出で ある。受注件数 ・売上 については、

受注件数1,001件 以上や売上1,001万 円以上 とい う高い値 の ものはないが、それ以外では、ほぼサ

イバービジネ ス全体の傾向 と同 じであ る(第1-4-18図 参照)。

これ らか ら、個 人経営のサ イバー ビジネスでは、初期投資や運営費用 に多額の金額 をかけてい

ないため、黒字達成の割合が全体 と比較 して高 い といえる。

(ウ〉情報サービス、新聞 ・雑誌 ・通信事業者の経営する店舗の経営状況

収支状況 については、約1割 強の店舗が黒字を達成 している。 しか し、サイバー ビジネス全体

の傾向 と比較すれば、単年度で8.2ポ イン ト減、累積で2.5ポ イン ト減 となってい る。月額運営費

用 につ いては、83万4,000円 と全体平均の31万 円を大 きく上回ってお り、初期投資 につ いて も、50!

万 円以上の初期投資が4分 の1を 占め、サイバー ビジネス全体の傾向 と比較 して圧倒的 に高 い割

合 といえる(第1-4-19図 参照)。

この ように、他 と比較す る と全体的 にコス ト高であ るため、収支状況 については厳 しい傾 向が

見 られ る。

ウ サイバービジネスでの販売商品別の傾向

サ イバー店舗での販売商品別の経営動向 につ いて見 ると、「家具 ・家電 ・家庭用品」が4分 の1

の店舗で黒字を達成 してお り、収支均衡 まで合 わせ る と半数以上 に及ぶ。 その他で黒字を達成 し

ている店舗の割合が多いのは、 精 報提供以外のサー ビス」であ る。逆 に、黒字達成の割合が低 い

の は、「趣味 ・娯楽」であ り、収支均衡 まで合 わせ て も2割 に満 たない(第1-4-20図 参照)。

収支状況 と売上(月 額)の 関係 を見 る と、「コンピュー タ・ソフ トウェア」が売上 としては第1

位 の1億3,082万 円(総 額)で あるが 黒字達成の割合 は第8位 と低 いこ とが特徴的であ る。同様

に、「書籍 ・文具」 も売上 が1億1 ,167万 円(総 額)に 対 し、黒字達成の割合が低 い。

初期投資額 と月額費用 について見 る と、「食料品」が初期投資、月額費用 ともに他 よ り圧倒的 に

低 い額 となっているのが特徴的であ る。その他の項 目では、初期投資 と月額費用に関 して、Fl青報

提供サービス」の初期投資が他 よ りやや高額で あること以外は、 どれ もほぼ同額であ る といえる。

1171■■一



圏.■1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-18図 個 人経営サイバ ービジネスの経営状 況

累積(N=42) 29% 24% 48%

ロ赤字

ロ収支均衡

ロ黒字

単年度(N-46) 33% 15% 52%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

6%

ロ0円

ロ5万 円 以 下

口6～10万 円

回11～50万 円

回51～100フ ゴ「1]

0101～500万 円

ロ501～1000万 円

ロ1001万 円以 上

口営 利 を 目的 と して いな い

凹無 回 答

口0件

ロ1～5件

ロ6-10件

国11～50件

ロ51～100f牛

ロ101～1 ,000f牛

ロ1,001件 以 上

田無 回 答

2%2%

2%

13% 38%

月額費用

37%

2%
2%

11%

初期投資

81%

ロ1万 円以 下

口2～5万 円

ロ6～20万 円

■21～50万FI

■51-100万 円

口101万 円 以 ヒ

■無 回 答

ロ50万 円 未満

口51～100万Fil

ロ101～500万lq

■501万 円 以 上

囲無 回 答

郵政省資料により作成
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第4節 情報通信 と社会経済構造の変革II■圏■1

第1-4-19図 情報サービス ・新聞 ・雑誌 ・通信事業者の経営するサイバービジネスの経営状況

累積(N=52) 15% 14% 71%

回赤字

口収支均衡

口黒字

単年度(N-57) 11%14% 75%

0% 20% 40% 60%

2%

80%

翻
ド,

8%
10%

1'』受注件数/月

32%

100%

25%

14%

回0円

口5万 円 以下

ロ6-10万 円

■11～50万 円

■51～100万 円

口101～500万 円

■501～1000万 円

「1001万 円以 上

回営 利 を 目的 と して い な い

ロ0件

阿1～5件

回6～10件

■11～50f牛

■51～100f牛

口101～1,000件

國1,001件 以 上

25%
30%

初期投資

14% 23%

■1万 円 以 下

回2～5万 円

ロ6-20万 円

■21～50万 円

■51～100万 円

ロ101万 円 以 上

無 回 答

口50万 円 未 満

口51～100万 円

口101～200万 円

■201～300万 円

匿301～500万 円

ロ501万 円 以 上

1191巳■一



■■麗1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-20図 販売商品別の経営状況

(1)収 支状況と売上の関係
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(万ll1)

350

300

250

200

150

100

50

0

回平均初期投資

ロ月額費用

`

グ1幽、

`.や・

丁

1

孫
ギ

甥

.,

'

柑.

霧

∠ム

,T得

身

'∫づ

司

`、ヲ

衣

料

品

服 家 趣

飾 家 具 味

貴 雑 庭 娯

金 貨 用 家 楽

屈1冒,㌔.じ

郵政省資料により作成

ヨ

砦

昴
ア

跨 美IIト

楽 医 容 籍薬

笑 健 之

術;1康 具

食

科

品

情

報
サ 提

「 供

ビ

ス

　 サ

サ 情I

I報 ビ

ビ 提 ス

ス 洪

以

弩

■ ■II120



第4節 情報通信と社会経済構造の変革1開一

エ サイバービジネスの既存ビジネスとの比較

サ イバー店舗で取 り扱 う商品の価格 を、実在店舗での販売価格 と比較 して見 ると、多 くの店舗

が 「同価格」で販売 してい るが、サ イバー店舗で販売 す る方が安価 に商品を提供 してお り、サ イ

バー ビジネス と既存 ビジネスの間 に差異が見 られる。 また、販売地域 ・対 象顧客層 については、

「従来販売で きなかった国内地域」、「従 来販売で きなかった海外」か らの注文増 による販売地域の

変化や、「従来販売で きなかった属性(性 別、世代、職業等)」か らの注文増 による対 象顧客の変化

が表れている(第1-4-21図 参照)。

オ サイバービジネスの地域別傾向

サ イバー ビジネスでの地域別 の傾向 につ いて見 る と、サ イバ ービジネ スの経営者の本業所在地

で は、4分 の1が 海外であ り、サーバーの設置場所 も、3割 弱が海外 となってい る(第1-4-

22図 参照)。海外企業の参入及び海外設置サーバーが多いこ とか らも、サ イバービジネスがボーダ

ー レスなビジネ スであ るこ とが分か る。

また、国内 については、サ イバー店舗の経営者の本業の所在地、サーバー設置場所 ともに東京

都 に集中 してい ることが分 かる。

第1-4-21図 既存ビジネスとの比較

(1)商 品価格の比較

インターネ ッ ト店舗の

方 が高価格

同価格

インターネ ッ ト店舗の

方が低価格

無回答

乳、 「}6%

68%

ζ
'

24%

r2%

0% 10%20% 30% 40% 50% 60% 70%

(2)販 売地域 ・顧客層の変化

従来販売できなかった

属性の人

従来販売できなかった

国内の地域

従来販売できなかった

海外

変化はない

その他

∴28%

「野∵ 二

,'、"、`'∵

`顎59%

・116%

ドll

』
ノ22%

か 、コ6%

0%10%20%

郵政省資料により作成

30% 40% 50% 60% 70%
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■.Il第1章 平成B年 情報通信の現況

第1-4-22図 サイバービジネスの地域別傾向

(1)本 業(実 在店舗)の 所在地(2)サ ーバー設置場所

海外

25%

し

無回答

8%

「1]内

67%

イ・明

無回答1%

ユらあ

/lI

同内

55%

海外

29%

(3)都 道府県別の本業所在地とサーバー設置場所の比較

都府県名
東京都
阪付
示川県

友 口県

静岡県
その他

本業所 地
34 27%)

15 12%)

12 9%)
ユ0 8%)
7 6%)

49 39%)

都府県名

東京都
ネ 示川県

阪付

友 口県

兵 県
その他

サ ーバー設置場所

50 46%)
ll 10%)
9 8%)

5 5%)
4 4%)
29 27%)

郵政省資料により作成。

力 海外との比較

日本のサ イバービジネ スの動向 を、海外でのサ イバー ビジネ ス と比較 してみ る。

売上 については、 日本では100万 円以下の店舗が大半を占め、「売上が ない」店舗、101万 円以上

の店舗の数は少ない。 しか し、海外で は売上 が100万 円以下の店舗は約3割 であ り、「売上が ない」

店舗が 日本 の2倍 以上、101万 円以上 の店舗 も日本の約2倍 となっている。

また、「営利 を目的 としていない」店舗が、 日本は僅 か3%で あ るが、世界は25%と 非 常に高 い

割合であ り、サイバー ビジネ スへの取組み に大 きな違 いが見 られるこ とが特徴 的であ る(第1-

4-23図 参照)。

サ イバービジネ スを経営す る企業(個 人を含 む。)の従業員規模 につ いては、 日本 と世界 はほぼ

同様 の傾 向を示 している。

第1-4-23図 日本と海外の比較

(1)月 額 売 上

日本

世界

1%

11% 80% 5%

25% 31% 9% 25%

2%

3%

ロ 営 利 を 目的 と しな い

口10〔Xl川 【1↓刻

ロ101-1〔}(10川 り

口looIJlI1以 ト

ロ{IIり

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

(2)従 業 員数

日本

世界

32% 50% 13%

31% 57% 12%

口101人 以 肚

回100人 以 下

回2人 以 下

0% 20% 40% 60% 80% 100%

郵政 省資料及びActivMedia社 調 査による。

キ サイバービジネスにおける決済方法 ・セキュリティ対策

サイバービジネスにおける決済方法 につ いて見 る と、「銀行振込」、 「代金引換」、「郵便振替」が

主流であ り、「クレジッ トカー ド決済」はまだ約1割 であ る(第1-4-24図 参照)。 これは、「ク

レジッ トカー ド決済」 にお けるセキュ リティ対策が整備 されていないため と考 え られる。

セキュ リティ対策の現状 として、「クレジッ トカー ド決済」を採用 してい る店舗 のセキュ リティ

対策 について分析 す る。

クレジッ トカー ド番号の取得 に関 しては、 「カー ド番号は毎回電話やFAX等 で取得」が約半数

であ り、「暗号化通信ので きるサーバー ソフ トを使用」している店舗 は僅 かで ある。 また、相手が

正 当な人物であるかの確認手段であ る 「認証」に関 しては、「電話 による確認」、「電子メール によ

る確認」が主流で あ り、「パ スワー ド入力による確認」は約1割 、「暗号技術 による確認」は0%と

なっている。 このよ うに、 セキュ リティ対策の現状 としては、既存の手法 を用 いてお り、暗号化

技術 といった電子決済技術 はほ とん ど採用されていない。

第1-4-24図 サイバービジネスでの決済方法 ・セキュリティ対策

(1)サ イバ ー ビジネスでの決済方法

クレシ"ッ トカート"

代金引換

銀行振込

郵便振替

現金書類

その他

、'12%

・晶
',嵐2.,、 レ 蜘 、,ul,,1`,,F・ 、r,,{← 44%

56%

,42%

17%

罫「∫「P・蟹5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

(2)ク レ ジ ッ トカー ド決 済 で の セキ ュ リテ ィ対 策

特に手段 を講じて
いない

無回答5%

その他
2%

暗 号 化 通 信 の で き るサー
バ ーソフトを使 用

7%

カード番号は毎回電話 ・

FAX等 で取得
49%

かド番号をオフライン

得 し以降は会員番号で
処理

17%

(3)ク レ ジ ッ トカ ー ド決 済 で の認 証

無回答

10%

その

1暗号技術を利用 して認

証をしている
0%

パ ス ワ ー ドを 入 力 させ

て い る

2%

電話 をかけて確認 して
いる

36%

電 子 メ ール を送 信 し、

そ の送 信 に よ って 確 言

して い る

32%

郵政省資料により作成

ク サイバー店舗の課題

サ イバ ー店舗が現在かか える課題 について見 ると、技術課題 としては、「便利で信頼で きる決済

手段がない」が多 く、決済手段 に苦労 していることが わかる。 また、経営課題 としては、「サ イ ト

の認知度が少 ない」等売上 を伸 ばす手段 に苦労 していることが わか る。

一方で、代金回収 やオーダ ーに関す る顧客 との トラブルは少 ないが これは電子決済技術がほ

とん ど採用 されていないためで あ り、注 目すべ き課題で ある(第1-4-25表 参照)。

第1-4-25表 サイバー店舗の課題

経営課題
サイトの認知度が少ない

売上げが増えない
来店者数が増えない

便利で信頼できる決済手段がない
回線速度が遅い
マー行 イングノウハウが足 りない

新 しい技術に対応 していけない

運営 コス トがかかる
ハ ッカー侵入などの犯罪の不安

技術的なトラブルへ対応できない
アクセス数な どのテ㌔タ管理 がで きない

運営 担がかかる
不明 ・偽オーダー等顧客 とのトラブル

代金回収がで きなかったことがある

その他

47%

46%

40%

39%

32%

22%

14%

11%

11%

9%

8%

6%

5%

3%

5%

技術課題
ネットワーク利用料金を低減 させるための対策

電子マネーなど新 しい決済手段の開発

大容量 ・高 速ネットワーク整備 の推 進

ネットワーク上の暗号技術標準化

認証機関設置
販売 ・ビジネスに免許の必要なモノの規制緩和

掌イバーピジネスの基礎情報 ・統計の整備
不ットワーク上の著作権など法的な問題の解決

その他

62%

54%

50%

26%

26%

24%

19%

17%

3%

一 ■■1124 郵政省資料により作成。
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

ケ 物流への影響

サ イバー ビジネスの発展は、従来の 「製造一卸売一小売一消費者」 という物 の流 れを変 えつつ

あ る。

サ イバー ビジネスを展開す る企業の うち、約2割 が 「製造業」、 「卸売業」を本業 としてい る。 こ

れは、従来、消費者 と接点がなかった企業が、直接消費者 に対 して、製品 ・商品 を販売 してい る

ことを示 している(第1-4-26図 参照)。

第1-4-26図 物流構造の変化

国
團

團

〔 小売業 〕

團

インター ネ ッ ト

國
團

囲
1小 売業

圃

また、「物流」その ものが な くなっている分野 もある。サイバー ビジネスでの、デジタルコンテ

ン トの販売 は、従来、 フロッピーデ ィスクや コンパ ク トデ ィスク といった媒体で販売 していた も

のを、サイバー スペースを通 じて、消費者が媒体 な しで商 品を直接入手で きるこ とを可能 とした。

この ように、従来の物 充構造 において、「中抜 き現象」が表 れてお り、「製造業」、「卸売業」のサ

イバー ビジネ スへの参入やサ イバー市場 にお けるデ ジタル コンテン ト販売の増加等 により、今後

の物流構 造に大 き く影響 して くる と予想 され る。

コ サイバービジネスの最先端事例

サ イバービジネ スの特徴 の一つ として、国境 を超 えた国際的なビジネスが容易に行 えることが

挙 げ られる。 ここで は、 インターネ ッ ト上の国際的 なビジネスの事例 を紹介す る。

米国 にあ るA社 で は、日本では人気 はあ るが入手が困難で ある米 国の ビンテー ジ商 品に注 目 し、

日本人向 けに、インターネ ッ ト上のオー クション というユニー クな形式で販売 を行っている。 こ

れはサ イバー スペース上での、新 しい形 の仲介業 といえる。

実際に商品 を取 り扱 うのはA社 ではな く、 ビンテー ジ商品を実在店舗で販売 している会員店舗

であ る。 これ らの会員店舗は、オークションに出 したいビンテージ商品 を最低入札価格 とともに

A社 に登録す る。A社 で は、 自社のWWWサ ーバー(米 国設置)の 日本語ホームペー ジ上 にこの

商品を登録 し、 これを見た個人会員が、 自分が購入 したい商品名 と希望購入価格 を入札す る。 オ

ー クションはあ る一定の時刻 に締 め切 られ、 その時点 で一番高 い価格 を提示 した個 人会員が落札

す るシステムであ る(第1-4-27図 参照)。
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第1-4-27図A社 のオークションシステム図
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クレジッ トカー ド会 社 銀行

術の進展 によ り、世界中で電子決済、電

子 マネー に関連 した実験 プ ロジェク トや

ビジネスが始 まってい る。

ア 電子決済、電子マネー関連プロジェク

トの類型

現金の支払 いを電子的 に行 う 「電子決

済」は、「小切手方式」・「クレジッ ト方式」

・「デ ビッ ト方式」に分類 され、暗 号技術

を活用 して現金発行者の署名を付 けた金

額データで あ る 「電子マネー」 は、価値

を蓄積 ・流通す る媒体 か ら、「ICカ ー ド

型」・「ネ ッ トワー ク型」に分類 され る(第

1-4-28図 参照)。

イ

商品の発送は、会員店舗か らA社 経由で行 われ、A社 では実物の商品をチェ ック した上で個人

会員 に発送す る。送料 ・関税 は個人会員が負担す る。

決済方法は、クレジ ットカー ド決済 が主体で、事前 に登録 したカー ド番号で落札 と同時 にクレ

ジ ットカー ド会社 に対 して承認処理が行 われ る。

セキュ リティ対策 としては、 クレジッ トカー ド番号の取得 は、基本的 にオ フライン(FAX)

で行い、入札者が個 人会員本入であ るかの認証 は、事前 に発行 したパスワー ドの入力で行 っている。

(2)電 子決済、電子マネーの実態

ここ数年のインターネ・トの甑 と技1鑓 墾 幽 動図-
一可'1`三1"一一二1=:ご 繍

離瓢適"過 里.囲 囲'■

羅饗
インターネットショッピング

我が国の電子決済、電子マネー関連プロジェク ト

我 が国 における電子決済関連プ ロジェク トは・官庁系、企業系(・15等い くつかののプ ロジェク ト

があ り、各方式毎のプ ロジェク ト数を見 る と・最 も多いのはクレジッ ト方式で全体 の8割 近 くを
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧■

第1-4-28図 電子決済、電子マネー関連プロジェクトの動向

(1)電 子決済 、電子マ ネー関連 プロジェ ク トの分類

類型

電子
決済

電子マ

ネー

小切手方式

クレジ ッ ト方式

デ ビッ ト方式

ICカ ー ド型

ネ ッ トワー ク型

プ ロジ ェ ク ト

店舗は顧客から小切手を受け取 り、取引後に銀行から小切手 と交換に現金を
受け取る。未払い時のリスクは小切手を受け取った店舗が負 う。

店舗 は顧 客か らの カー ド提示 を又け、取引 を起 こす。 支払 いは、数週間後に
(1)ク レジッ トカー ド会社 か らの請求 に対 して小切手で支払 う、(2)自 動引 き

落 としによ り口座間で現金 を移動する、な どの オプションが ある。未払い時
の リスクは、 クレジ ットカー ド会社が負 う。

取引時点で顧客 の預金口座 の残高 を確認 し、店舗の口座に現金 を移動する.

未払 い時の リス クはない。

金額 データと しての電子マネーをICカ ー ド内 に格納 する型。実際の店舗で

使 用 され、取扱 いは簡便であるが、セキュ リテ ィや プライバ シー確保 に難.

置額 データと しての電子マネーをパ ソコン内のソフ トウェアに格納す る型.

インターネ ッ ト上の仮想店舗 で使用 される。 セキュ リテ ィ確保が厳重だが、

取引 ごとにオンラインチ ェックを要するため、決済 コス トが か さむ。

(2)国 内 プ ロジェク トにおける実験 方式

電fマ ネー 小切手方式

0%8%

r
、

〆

/

/ ＼
、＼テ ヒ ッ ド方式

＼15%

ク レ ン ノト方式

＼77%

(3)国 内 クレジ ッ ト方式実験 プ

ロジェ ク トにおけ る採 用規格

SET

10%

iKP

ぐ携
＼6000＼

r徽 騨 、

10%

SEE

(ST)

0%

(4)国 内 プ ロジェク トにおける

採用暗 号技術

RSA

13%

DES

/海 痴12%

!謹 馨1
＼ ド/
一 ∫

郵政省資料により作成

占めている。次いでデ ビッ ト方式、銀行等が中心 となる小切手方式 と続 いている(第1-4-28

図参照)。

現在、電子マネー実験 と呼ばれ るプ ロジェク トはい くつかあるが、従来 か ら存在す る支払 い手

段のアクセス方法 を電子化 しただ けの ものであ り、「匿名性」、「転 々流通性」等現 金の保有す る機能

を持 っている、 いわゆ る 「電子マネー」の実験 は行われていない。

また、 クレジ ッ ト方式の各実験プ ロジェク トが採用 している決済 規格 ・暗号技術について見 る

と、公開 してい るプ ロジェク トの中で は、海外の規格や技 術を利用 しているものが多い。

ウ 海外の電子渕 斉、電子マネー関連プロジェク ト

海外 においては、様 々な電子決済、電子マネー関連プ ロジェク トが行われてい る。
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圏 ■匿1第1章 平成8年 情報通信の現況

小切手方式 は、既存の決済 の仕組 みにネ ッ トワー クを追加 した形式で それほ ど仕組みや技 術 も

複雑で ないサービスについては、実用段階 に入ってい る。 クレジッ トカー ドの電子決済版 にあた

るクレジッ ト方式では、 クレジッ ト業界で圧倒的 なシェアを誇 る大手 クレジッ ト会社 が、複数の

銀行や店舗が組織的に参加で きる規格SETを 発表 し、 この方式の主流 となっている。デ ビッ ト

方式で は、米国のあ る大学内の実験や様 々な企業が実験 を行っている。

また、電子マネーのICカ ー ド型 については、各国の行政機 関や銀行がい くつかの実験 を開始

してお り、 い くつかは実用段階 に入っている。一方、ネ ッ トワー ク型 については、主 に米国の銀

行が実験 を行ってい る。

(3)企 業における情報化の動向

近年、情報通信の著 しい進展 によ り、企業 における情報化が進 んでい る。 これによ り、企業活

動の仕組みが大 き く変わ りつつあ り、企業 に とって情報通信の有効活用が不可欠 な もの となって

いる。 ここで は、企業の情報化の動向を、各 メデ ィアの利用状況か ら分析 す る。

ア 企業の情報通信利用動向

郵政省が行った 「平成8年 度通信利 用動向調査(企 業対象調査)」(8年9月)に よると、企業内

の情報化が着実に進 んで い るこ とが分か る。

(ア〉 電子メールの利用状況

8年 度調査 における電子 メール利用状況を見 る と、産業平均で約半数 の企業が電子メール を既

に利用 してお り、7年 度 と比較 して21 .1ポ イン トの大幅 な上昇 となった。具体的 な利用予定のあ

る企業 まで含 める と、約7割 の企業で の利用が見込 まれてい る。業態別 に利用率 を見 る と、 金融

・保険業 と製造業が他 に比べ高 く、醐 通 イ諜 と卸売 ・小売、飲 館 が低 くなってい る(第1

-4-29図 参照) 。 これ らは、各業態 における、企業 内・企業間 コミュニ ケー ションの特 性及 びコ

ンピュータ ・ネ ッ トワー ク等の情報化の整備状況 によるところが大 きい と考 えられ る。

(%)
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第1-4-29図 電子メールの利用率
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飲 食 業 その 他

「平成8年 度通儲 川」動向調査(繰 弐橡 ・醗)(郵 政省)に より1械
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革1開一

今 回調査で初 めて電子メール を社内外で利用 している企業が、 自社 内に限った利 用を している

企業 の割合 を上回 り約6割 となった。 この こ とは、電子 メールが内部 に対 す る情報伝達手段か ら

外部 に対 す る情報伝達手段 として企業 に浸透 してきた もの といえる。 また、電子 メール利用 によ

る具体的な成果 として、半数以上 の企業が 「情報の共有化が進んだ」、約4割 の企業が 「業務が効

率化で きた」 としてい る。

←f)LANの 利用状況

8年 度調査 におけるLAN利 用状況 を見 る と、産業平均で約7割 の企業がLANを 既 に利用 し

てお り、7年 度 と上1鮫し13.4ポ イン トの上昇 となった。具体的な利用予定のあ る企業 まで含 め る

と、約8割 の企業での利用が見込 まれている。業態別で見 ると、金融 ・保険業が最 も高 く、製造

業、建設業 と続 いている(第1-4-30図 参照)。

LAN構 築で解決す る課題 としては、約7割 の企業が 「業務1青報 やデー タの共有化」 としてい

る。

第1-4-30図LANの 利 用 率
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産業平均 建設業 製造業 運輸 通信業 卸売 ・小売業 、 金融 ・保険 業 サービス業 ・

飲 食業 その他

「平成8年 度通信利用動向調査(企業対象調査)」(郵 政省)により作成

㈲ インターネッ トの利用状況

近年急激 な発展 を示す インターネ ッ トの8年 度調査 における利用状況 を見 ると、産業平均で半

数以上の企業がインターネ ッ トを利用 してお り、7年 度 と比較 して38.8ポ イン トの大幅な上昇 と

なった(第1-4-31図 参照)。 インターネ ッ トの利用方法で は、「情報提供 ・宣伝媒体」 として

の利用が、7年 度 と比較 し15.6ポ イン ト上昇 と最 も増加 した。また、7年 度で回答が多かった「と

りあえず利用 して様子 をみてみ る」、「活用方法 は社員個 々に任せている」といった、利用方法 を模

索 している回答 が減 り、具体的な利用方法が多 くなった。

国 イントラネッ トの導入状況

8年 度調査 におけるイン トラネ ッ ト導入状況 について見 る と、インターネ ッ トを利用 している

12911■ 一



一 ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況
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第1-4-31図 インターネットの利用率

ロ7年 度(N=1,705)

ロ8年 度(N=1,943)

11.7

50.4

13.1

48.7

13.

55.6

3.4

27.2

5.6

47,7

16.

63.6

19.2

53.3

産業平均 建設 業 製造 業 運輸 通f言業 卸売 ・小売 業、 金融 ・保険 業 サー ヒス裳 ・

飲 食業 その他

「平成8年 度通 信 利 用 動 向調 査(企 業 対 象調 査)」(郵 政 省)に よ り作 成

企業の うち13%が イン トラネ ッ トを導入 してお り、具体的な導入の予定があ る企業 と合 わせ る と

約4割 の企業で利用が見込 まれている(第1-4-32図 参照)。

第1-4-32図 イントラネ ットの導 入 状 況

導入している

13%

/
＼
、

＼

具体的に導人

のr定 がある

26%
＼

＼

(N=イ ン タ ー ネ ッ トを利 川 して い る企 業980)

「」F成8年度通信利用動向調査(企業対象調査)」(郵政省)により作成

イ 勤務形態の変化

情報通信技術 の進歩・企業 にお ける情報化 の進展等 により、場所 に依存 しない勤務形態が可能

となっている・ ここで は・ その代表的 な例で あ るテレワー クの動向を中心 に企業 にお ける勤務形

態の変化 について分析 す る。

(ア)テ レワークの形態

テレワー クの形態 としては・サ テライ トオフィス勤務、在宅勤務、直行直帰、モバ イル ワ_ク

等があ る。

モバ イル ワーク とは・いわゆ る 「どこで もオフィス」 と呼 ばれている勤務形態で あ り
、外 出、・

出張先か ら携帯電話・PHS・ 携帯端末等 を活用 して・情報 を提供 し、報告 を行 う勤務形態であ る
。

なお・ 自宅や小 さな事務所 を活用す る形態であ るSOHO(SmallOfficeHomeOffice)も

近年注 目を集 めてい る。
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

(イ)日 本におけるテレワークの動向

(財)日 本サ テライ トオフィス協会の調査(8年2月)に よると、7年 現在の 日本の総 テレワー

ク人 口は94.7万 人であ るが、米国にお けるテ レワー クの普及過程やパ ソコン、LANの 普及ペー

ス等 を勘案す る と2000年 の テレワー ク人口の予測 は、約350万 人に増大す るもの と見込 まれる。

しか し、現在のテレワー クに対す る企業の対応を見 る と、 まだ まだ導入計画は少 ないこ とが分

か る。実際 に導入 している企業は1%未 満であ り、検討 中を含めて も在宅勤務制度が8.8%、 サテ

ライ トオ フィス制度が5.8%に とどまっている(第1-4-33図 参照)。

また、 テレワー ク時のオフィスへの報告手段で は、電子 メールの利用が前年度の2倍 以上 にな

ってお り、電子 メールの普及が通信手段 に も変化 を及ぼ してい る。

第1-4-33図 日本のテレワークの動 向

(!)テ レワークの導入状況

直行直帰勤務制

サテ ライ トオフ ィス

勤務制

在宅勤務制

検討中 無回答

∴導入済 導入せず

釜

5}1

0 20 40 60 80 100

(%〉

(2)テ レ ワーク時の連絡 方法

電話

FAX

電 子 メール

手紙

その他

L'11「

ワ陽㌦ 」

「
rl

ロ平成7年

ロ平成8年

0 20

「日本のテレワーク人口調査(平成8年 度版)」

406080100

(%)

((社)日 本サ テ ラ イ トオ フ ィス協 会)に よ り作 成

(ウ)在 宅勤務 ・モバイルワーク事例

神奈川県 にあ るB社 は、 自社のイン トラネ ッ トに自宅や外出先 ・出張先か らアクセ スで きるシ

ステムを導入 した(第1-4-34図 参照)。
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第1-4-34図B社 のテレワークシステム図
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このシステムでは、 自社のサーバーへのアクセス手段 として、 自宅か らの在宅勤務で は、 自宅

のパ ソコン とモデムを利用 した公衆電話網経 由のアクセス、外出先 ・出張先か らのモバ イル ワー

クで は、 ノー トパ ソコン と携帯電話 を利用 した携帯 電話網経 由のアクセスを採用 してい る。 さら

に、社外 の人間のアクセスを防止す るためのセキュ リティ対策 として、ID・ パ スワー ドを利用

して、事前 に登録 してあ る電話番号へのコールバ ックを行 うシステムを採用 している。 これ によ

り、利用者 の電話料金の負担 を軽減す ることに も成功 している。利用者の反応 としては、「土 日や

早朝 ・深夜で も電子 メール を自由に送受信で き、迅速 なコ ミュニケー ションが図れ る」 とい う声

が多い。

ウ エクス トラネッ ト

エ クス トラネ ッ トとは、異 なる企業が それぞれ持 つイン トラネ ッ トを、 インターネ ッ トで結ん

だネ ットワークで ある(第1-4-35図 参照)。 イン トラネ ッ トを持 つ企業同士が、エ クス トラネ

ッ トを利用 して、顧客i青報等 を共有す るこ とがで きる。顧割 青報や販売情報 を共有す るこ とで、

コス トの削減 納期 の短縮、営業 力の強化、顧 客サービスの向上が図れ る仕組みで あ る
。 また、

比較的安価 にシステムを構築で き・ イン トラネ ッ トを持 つ企業であれば柔軟 に連携相手 を選択で

きるとい うメ リッ トもある。

(4)産 業の情報化に関する国際比較

我が国 と欧米 の主要国 との間で、産業の それぞれの側面で 情報化 に関す る国際比較 を行った(注・6)

(第1-4-36図 参照)。

米国 との比較で は・ISDN回 線 の普 及率 において、 日本が上回っている以外 は全て米 国の方

が上回っている・特 に・人口当た りのインターネ ットに接続 され るホス ト数 にお いては、米 国は

日本の約8倍 となっている。
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欧州各国 との比較では、通信収入率で 日本 の方が剛 ・卜1各国よ り上回っている。 また、 ドィッの

広告費率 について も日本の方が上 回っている。 しか し、それ以外の項 目では、日本 とほぼ同 じか、

欧州各国の方が 日本 より上回ってい る。

第1-4-35図 エクストラネットの概念図

ゼ 舗1畦
逗_」 蒸』1纏 励

連携C社

第1-4-36図 産業の情報化に関する国際比較

インターネットに接続 されるホス ト数
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＼ ＼//
ヘ ヘ ドノ

＼/〆
＼/

パソコン設置台数率

日本 米国 英国 ト イ ツ フ ラ ン ス

ITU資 料等により作成
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■■■■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

3国 民生活の情報化

(1)家 庭の情報化

ア 指標で見 る家庭の情報化

我が国の家庭 にお ける情報化の進展 を、情報 を入手す るための手段の多様化及び情報 を入手す

るために支 出 した費用の二つの側面 か らとらえることとし、 それぞれにつ いて情報装備指標及び

情報支出指標 を作成 した(第!-4-37図 参照)(各 指標 の内容 につ いては付表4参 照)。

第1-4-37図 家庭の情報化指標
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(情報支川指標の推不多)
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郵政省資料等により作成

年
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100.0

100.0
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101.4

5
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6
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年
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ユ26.4

6

ll4.8

139.1

7
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(情報支出指標の推移)

年

情報通信機器類

情 報 ネットワーク

ハ。ンケージ 型 情 報 ソフト

60

68.2

89.6

103.4

61

83.6

91,5
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62
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63
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元
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2 3

100.0102.3

100.0102.9
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4

96.5

105.4

98,6

5

103.4
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100.1

6

111.0

111.5

96.1

7

126.8

114.7

93.2

(ア)情報装備指標

情報装備指標 は、家庭 における様々な情報通信機器の保有数 と情報通信 ネ ットワー クへの加入

率を指数化 して、 その推移 を表 した ものであ る。2年 を100と した7年 の指 数は139.8(対 前年比

12.8ポ イン ト増)と なってお り、家庭 における情報装備が大 きく伸 びてい るこ とが分か る。

これを指標 を構成す る項 目ご とに見 ると、機器保有状況で は、衛星放送受信装置、パ ソコン、

ファクシ ミリ、カーナビゲー ション等の伸びが大 き くなってお り、指数 は116.4(対 前年比1.6ポ

イン ト増)と なっている。一方、ネ ッ トワー クへの加入率で は、CSア ナ ログテレビ放送、ケー

ブルテレビ、携帯 ・自動車電話、パ ソコン通信等が増加 してお り、指数 は163.2(対 前年比24.1ポ

イン ト増)と なっている。 このよ うに、ネ ットワーク加入率の伸 びの大 きさが情報装備指標の伸

びの要 因 となっていることが分か る。

(イ)情 報支出指標

情報支 出指標 は、家計 消費支 出における情報通信関連支出の推 移を表す もので あ り、情報通信

機器の購入、情報通信 ネ ットワークへの加入 ・継続及 び情報 ソフ トの購入 に係 る名 目支出を、品

目ご との消費者物イ耐 旨数で除 し、指標化 した ものであ る。2年 を100と した7年 の指数 は110.4(対

前年比3.9ポ イン ト増)と なってお り、情報通信関連支 出は大 きく伸びてい る。
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■■1四第1章 平成8年 情報通信の現況

これを指標 を構 成す る三つの項 目ご とに見 ると、通信機器、パ ソコン(基 本 ソフ トを含 む。)●

ワープ ロ等が増加 してい る情報通信機器類で は、指一数は126.8(対 前年比15 .8ポ イン ト増)、 電話

が増加 してい る情報ネ ッ トワー クでは、指数 は114.7(対 前年比3.2ポ イン ト増)と いず れ も近年

増加傾向 となってい る一方、パ ッケージ型情報 ソフ トで は、雑誌 ・週刊誌等が増 加 してい るもの

の、指数 は93.2(対 前年比2.9ポ イン ト減)と なってお り、6年 に引 き続 き減少傾向であ る。

イ 収入弾性値から見 る家庭の情報化

家計 における収入 と情報通信関連支出 との関係 を見 るため、昭和46年 か ら7年 まで の期間の家

計支出各項 目につ いて、支出の収 入弾陛値(収 入が1%増 加 した時 の支 出の増加率)の 地 鮫を行

った(第1-4-38図 参照)。

情報通信関連 財支出及び情報通信関連サー ビス支出が他 の家計支出項 目に比べ高 くなっている

一方
、新聞、雑誌、書籍等の いわゆ るパ ッケージ型情報 ソフ トが含 まれ る 「教養 ・娯楽」の項 目

が低 くなっている。 この こ とか ら、家計収入の増加に伴い、家庭 にお ける情報通信 の利用 による

情報化が著 しく進展 してい るこ とが うかが われ るほか、今後 の所得の増 加 に対 し、情報通信関連

財及び情報通信関連サービス支出は その増 加以上の伸びを見せ る可能 性があるこ とが分 か る。

第1-4-38図 家計の各支出における収入弾性値
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第4節 情報通信 と社会経済構造の変革 腫■■■■

ウ 新しい情報通信機器及び情報通信サービスの普及状況

家庭 における新 しい情報通信の利用状況 を見 るため、最近利用が伸 びている情報通信機器及び

情報通信サー ビスの2年 か ら8年 までの期間の普及状況 について、郵政省の 「通信利用動向調査

(世帯調査)」 等 に基づ き概観 す ると、以下の とお りで ある。

(ア)情 報通信機器の普及状況

情報通信機器 の普及状況 として世帯当た り情報通信機器 の保有率につ いて見 ると、各機器 とも

増加傾向で あ り、8年 においては携帯電話が24.9%(対 前年比14.3ポ イン ト増)、PHSが7.8%

(対前年比7.5ポ イン ト増)、 パ ソコンが22.3%(対 前年比6.0ポ イン ト増)、 ファクシ ミリが20.7

%(対 前年比4.6ポ イン ト増)と なってお り、特 に伸びが大 きくなっている(第1-4-39図 参照)。

第1-4-39図 世帯における主な情報通信機器類の保有率の推移
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「通信利用動向調査(世 帯調査)」(郵 政省)及 び 「消費動向調査」(経 済企画庁〉に
より作成

(注)1「 通信利用動向調査(世 帯調査)」 においては、保有率とは当該機器を自宅(自
宅と一体となった店舗を含む、)に 保有し、家庭用(業 務用とσ)桐月を含む)

に使用している世帯の割合を指す

2「消費動向調査」(2年 一6年のパソコンの項について使用)は 普及率を用いた、

3携 帯電話の2年 ～4年 及びカー ・ナビゲーションシステムの2年 ～5年 は推

計値である.
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(イ)情 報通信サービスの普及状況

家庭 におけるパ ソコン端末 の保有の着実 な増加 につれ、世帯当た りパ ソコン通信利用率及び今

後の利用意向 も近年増加の傾 向にあ る(第1-4-40図 参照)。

また、8年 においては初めてインターネ ッ トの利用状況 につ いての調査 が行 われてい るが 「利

用 したこ とがあ る」のは回答者 全体 の7.5%、 「自宅で利用 してい る」のは回答者全体 の3.3%と い

った ように、調査時点 における利用率は まだ低 い もの となってい る。 しか し、今後 の 自宅で の利

用意向で は、「1年以 内に利用 したい」及び 「いず れは利用 したい」 とす る回答者の割合 は32.6%

となってお り、調査時点での 自宅利用者の割合の約10倍 となってい る。

(なお、放送サービスの普 及状況 については、3章5節 を参照。)

第1-4-40図 世帯におけるパソコン通信の利用率及び利 用意向の推移
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「通信利用動向調査(世 帯調査)」(郵 政省)に より作成

(注)「 利川したい」の割合は、 「1年 以内に利用したい」
及び 「いずれは利用したい」のそれぞれの割合の和で

ある、

(ウ)通信料金への支出

住宅用加入電話料金及び移動通信料金への支 出額の推移 を見 るため、6年 か ら8年 の世帯 にお

け る月額平均支 出額 を算出 した(第1-4-41図 参照)。

電言辞 斗金 ・移動通信料金及び1青報通信への支 出の合計 を見 る と、利用世帯率の拡大 か ら、全世

帯の平均 支出額 は6年 か ら8年 にかけて増加 している。

工 住宅の情報化

この ような家庭 における情報化の急速 な進展・将来的 な実現が期待 される自治体 のオンライン

住民サービス・遠隔教育 といった地域 情報化サー ビス等 の今後の情報通信サービ スの動向
、高齢

化の進展 といった家庭生活 を取 り巻 く環境 の変化 を背景 として、住宅内にお ける高度 情報 化への

取組が必要 とされている・ そのためには・住宅内 にお ける各種情報通信サー ビスへのア クセ スへ

の簡便 性が確保 され る必要があ る。
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1第1 -4-41図 世帯における情報通信への月額平均支 出の推移

(円)
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「通信利用動向調査(世 帯調査)」(郵 政省)に より作成

(注)1「 合計」とは、 「住宅用加入電話料金」、 「移動通信料金」 「多チャンネルテレ
ビ放送料金」の合計である、

2「 住宅用加入電話料金」とは、住宅用加入電話の基本料金と通話料金を合算した

ものである。

3「 移動通信料金」とは、携帯電話、自動車電話及びPHSの 基本料金と通話料金

を合算 したものと、無線呼出しの利用料金を合算 したもので、年払いや数か月分

を一括 して支払っている場合は、1か 月分に換算 したものである

4「 多チャンネルテレビ放送料金」とは、衛星放送とケーブルテレヒの利用料金を

合算 したもので、年払いや数か月を一括 して支払っている場合は1か 月分に換算
したものである.

(単 位:%、 円)

年

住宅用加入電話料金

移動通信料金

合計

利用世帯率

世帯全体の平均支出額

利用世帯率

世帯全体の平均支出額

世帯全体の平均支出額

6

92.1

6,075.8

13.8

1,032.4

9,024.2

7

89.8

6,523.2

11.9

1,323.5

9,359.7

8

91.0

7,393.5

32.0

3,053.2

12,ユ14.6

そこで郵政省、通商産業省、建設省共管の住宅1青報化推進協議会 は、関係省庁 と連携 を取 りな

が ら、住宅における各種情報通信サー ビスの利用機会の促進 のための基盤設備であ る 「住宅1青報

化配線」の普及を進 めている(第1-4-42図 参照)。

住宅1青報化配線では、住宅内の各居室 に設置 される情報 コンセン トを通 じ、 テレビ、有線放送

用の同軸 ケーブル、電話 ・ファクシミリ等の電話回線 を利用 したサー ビス、ISDN回 線等 につ

いて、 ソケッ ト等 を差 し込 むだ けで簡単に利用で きるようになっている。

郵政省では、今後のマルチ メデ ィアの普及に対応 し、一つのジャックですべ ての情報通信端末

か らネ ッ トワー クの利用 を可能 とす る 「マルチメデ ィアホーム リンクシステム」の開発に関す る

検討 を行 っている。
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■ 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

(2)個 人の情報化

国民生活 にお ける情報化 は、新 しい情報通信機 器及びサービスの出現 に伴 い、 その普 及形態 は

家庭 を単位 とした ものか ら個 人を単位 とした ものへ と変化 しつつある。

郵政省の委託調査 による 「情報通信 とライフスタイル に関す るアンケー ト」(8年12月)(注17)に

よ り、パ ソコン通信利用者の個人生活 にお ける情報化 の進展状況 を概観 す る と以下 の とお りで あ

る。 第1 -4-42図 住宅情報化配線実施例

医=]口 ・役所I

l警察釦[亟 司

i新闘コ 巨丙院i

匝 送司[コ

[i玉工]1・ ・会社l

I学習塾1[璽 コ

旅行会社 電力会社

1映酬 轡興

[璽 コ[亙 コ

●w

携帯電話

匝]

愚
圃
電話回線

墜繁
UHF,VHF,FM

BS壽 £こ翫o"

闘1匡ヨ

面

CS存 誇

晒 目

電源 コ ンセ ン ト
同軸1:テ レビVHFUHFBSア ナ ログ

CSア ナログCSデ ジタルCATV

口
墨

ll

ll

國

團

圃

圃

同軸2:CSデ シタル2有 線音楽放送

テレビ パ ソコ ン 音楽

電 話
パ ソ コ ン

フ ァ ソク ス

ア 生活様式の変化の状況

(ア)こ れまでの変化の状況

情報通信サービスの利用 による日粧 活の変化 の内容 については、・趣 味、娯楽、教養、社会活
動が活発になった・・「人 との連糸各が スムーズに とれ るよ うになった・、・友人・知人 との交流 が増加

した・ といったような・個 人の私的生活 を豊か にす ることにつなが る分野が上位 を占めて
い る。

一方
・「在宅勤務等・職場以外での勤務が実現」は9・5%と なってお り、個人の生活時 間 において

大 き砒 勲 占めて いる勤務時間の在 り方 において も変化が齪 しつつあ るこ とが分か る(第1

-4-43図 参照)
。
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革11■

第1-4-43図 情報通信メディアを利用することによる生活の変化

0 10 20 30 40

(%)

50

趣味 、娯楽、教養、社会活動
が活発に
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職場での意思疎通が早 く
正確に
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スムーズ
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勤務が実現

フ。ライベートな外出先での連絡が

スムーズ

自己の都合で居住地を選択

家事の時間が圧縮

通学せずに授業を受けられる

特に変化していない

その他

7.

.濤 飛 .・ 藷 臓 淑 註`.、

138
.9

14.5

∫、覧湿9・5

8.9

1.7

1.3

0.5

艶i灘 霊婁 ξ三二副 一饗、12.6

・畢2 .3

郵政省資料により作成

(注)複 数回答方式による

(イ)今 後の変化への期待

今後利用 してみたい新 しい情報通信サー ビスについて、全体 で は、「図書館、博物館等のデータ

ベースへのアクセス」、「在宅勤務等、職場以外での勤務」、「ホームショッピング」、「通信教育・遠

隔授業の受講」、「自治体 のオ ンライン住民サー ビス」等が上位 となっている。情報通信 を利用 した

サービスの導入分野の拡大への期待 は、娯楽の分野 よ りも個 人生活 にお ける習慣 を改善 させ る分

野において高 くなっているこ とが分 か る。

これを職業別 に見 ると、「図書館、博物館等のデータベースへのアクセス」、「自治体のオンライ

ン住民サービス」、「通イ講 座 ・遠隔授業の受講」で専門職 ・教職員が、「在宅勤務等、職場以外で

の勤務」で会社員 ・公務員が、「ホームバ ンキング 」で は会社役員 ・自営業が それぞれ1位 となっ

ている。 それぞれの職種 ご とに上位 に挙 げ られたサービスについては、 それぞれの業務 に関係深

い もの となっていると思 われ る(第1-4-44図 参照)。
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圏 幽1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-44図 今後利用したい新しい情報通信サービス
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郵政省資料による作成

(ヴ 在宅勤務実現者等の情報通信の利用状況

僻 浸通信の先進的な活膿 態の分析 として・個姓 活の ・れ までの変化の状1兄において
、・在宅勤欝 職励 外で

の勤務が糊 ・した層 似 下 「在宅勤瀦 ・とい う
.)に ついて、業務 にお け

るインターネ ッ トの利用状況 を見 る(第1-4-45図 参照)
。

まず・ インタマネ ッ ト礫 務 に利肌 て・・る在 宅勤瀦 について
、職期1・ 見 る と、会韻1こ次

∵で 自牒 王購 が含 まれている 「その他・ が多 くなってい るこ とが分力・る.次 に、 インター不 ッ トの朋 嘲 観 ると
・ イン郎 ネ ッ トを業務で利肌 ている回縮 飾(以 下 ・回瀦

鎌 とい う・)では・8時 ～19日寺が最 も多 く・網 帯雌 むにつれて比率が低 くな
ってい るの1こ

1顯鵬 鱗麟1墜搬欝 ㌫霧 ∵論丁許答
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

第1-4-45図 インターネットを利用した在宅勤務の状況

(職業別)
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(注)複 数回答方式による

郵政省資料により作成

才」連合
絡

せ ・

提成
出果
物
の

市
場
調
査

そ
の

他

イ 私的時間におけるインターネッ トの利用に見る生活の変化

(ア)趣味 ・娯楽としての利用

主 な利用 目的ご とに、私的時間にお けるインターネ ッ ト利用者の平均 月額総利用額 を見 ると、

「不特定多数 に向 けた情報発信」が最 も高 くなってお り
、「ゲー ム等の娯楽」、「アダル ト情報 の閲

覧」、「ホームシ ョッピング 」等が続 いている(第1-4-46図 参照)。

私 的時間におけるインターネ ッ トの主 な利用 目的 として これ らの娯楽性 の高 い利用目的を挙 げ

た回答者 については、現時点では利用者数 自体 は少ない ものの、 インターネ ッ ト利用料金への支

出は比較的高 くなっているこ とが分か る。 この ことか ら、 これ らの利用 目的については、利用者

の拡大 に伴 い市場が拡大す る可能性 が考 えられ る。
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■■ ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-46図 私的時間におけるインターネットの利用 目的と利用額
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(注)「 平均利用額」は、当該項目を選択した利用者による私的時間におけるインターネット

利用料金の月額平均利用料金である

そ
の

他

0

1単 位:%、 円)

項目

興味のある分野の情報収集

電 子 メー ル で の コ ミュ ニ ケ ー シ ョン

電 話 の 機 能 で の コ ミュ ニ ケ ー シ ョン

通信講座の受講等の教養のため

ホ ー ム シ ョ ッ ピ ン グ

ゲーム等の娯楽

アダル ト情報の閲覧

不特定多数に向けた情報発信

その他

利用者比率

87.2

48.9

1.0

0.4

5,9

3.4

9.3

4.3

ユ.8

平均利用額

4,880.2

5,044.6

4,785.2

3,399.5

5,249.5

5,879.5

5,504.4

6,332.9

4,512.3

(イ)そ の他の生活時間への影響

インター不 ッ トの利用によ り・費やす時間が減少 したその他の生活時間帯 について見 る と
、「テ

レビを見 る時間・・「睡眠時間・・ 「言売書時間・・「電話 をす る時間・等が上位 に挙 げ られてい る(第1

-4-47図 参照)
。

インター矛 ッ トの利用の増加 に対す るテレビ視聴 や読書等の利用の減少 は
、情報 ソフ トを_方

的 に受 け取 るだ けの受動的な僻 侵の利肋 ら・利賭 の酷 によ り積極 的な龍 の受発信 を行 う

能動的 な解 の利用へ と・龍 禾ll用働 が積極的 な もの一 と変イヒしている撒 うかがわせ るもの

で ある。
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

また、従来 、個人が主 に外部か らの情報 を受 け取 る際の窓 口 となっていたテレビ、書籍 といっ

たメデ ィアの利用が大 き く減少す るとともに、電話、外出 ・移動時間、家族の団 らん といった他

者 との直接的 な交流 も減少 してお り、今後、個 人生活 における外部 との接触手段 については、 イ

ンターネ ッ ト等の情報通信 を介 した ものへ と比重が高 まるこ とが考 え られ る。

第1-4-47図 私 的時間におけるインターネットの利用により減 少した生活時 間
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(注)複 数回答方式による.
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(ウ)自 宅以外での私的時間におけるインターネッ トの利用

私的時間 におけるインターネ ッ トの利用に当た り、利用場所 を自宅以外 としている層 につ いて

利用時間帯 を見 ると、8時 か ら19時 の間の利用が62.6%と 最 も高 くなってい る(第1-4-48図

参照)。

これは、昼間の時間 を業務 によ り拘束 されている利用者が 休憩時間等 にインターネ ッ トを利

用す ることによ り、 自宅 に戻 らな くて も私的空間 を持 つ ことがで きる可能性 をうかがわせ るもの

であ る。 この ような自宅以外での私的時間 におけるインターネ ッ トの利用の状況は、情報通信の

利用 による個人生活 にお ける時間的 ・空間的制約 か らの解放の実例 となっている。

ウ インターネッ トの利用動向

私的時間におけるインターネ ッ トの今後の需要予測 について、インターネ ッ ト利用者で は69.8

%、 利用意向のある未利用者で は65.6%が 「着実 に増 える」 としてい るのに対 し、利用意向のな

い未利用者では、「専門的 な研究や趣味 としてあ る程度利用 され るが伸びは横 ばい」及 び 「一時的

なブー ム として下火にな る」 とい うように、需要は伸びない とす る回答が75.1%を 占めてい る。

このよ うに、インターネ ッ ト利用者及び利用意向のあ る未利用者 と利用意向のない未利用者では、

意識の差が大 きくなっていることが分 かる(第1-4-49図 参照)。
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■■闘ll第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-48図 自宅以外での私的時間におけるインターネ・トの禾彌 時間帯
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第1_4_49図 私的時 間1二おけるインターネットの今後の需要予測
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下火になる その他

インターネ ッ トの需要が伸 びない とす る回答者 につ いて、その主 な理由 を見 る と・「思 ったほ ど

有益 な情報がない」が最 も多 くなっている・ また・「ランニング コス トが高 い」・「操作性 が悪 い」・

「初期投資が高い」等 の、 コス ト意識 に根差 した項 目が多 く挙 げ られている(第1-4-50図 参

照)。

工 携帯電話 ・PHSの 利用に見る情報通信のパーソナル化の状況

(ア)デ ータ通信利用のニーズの存在

携帯電話 ・PHSの 利用形態を見 る と・「通話」(92・8%)が 圧倒的多数 を占めている一方、通

話 との併 用を含 む 「データの送受信」(6・8%)に よる利 用 も出て きているこ とが分 か る。 このデ

_タ 通信利用者層 について、携 帯電話 ・PHSの 利用状況の詳細 を見 る(第1-4-51図 参 照)。

職業別 に見 る と、会社員 ・公務員が最 も多 くなっているが・ これに次いで 自営業者 も多 くなっ
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

第1-4-50図 インターネットの利用は伸びないとする理 由

0 10 20 30 40

(%)

50

思 ったほど有益な情

報がない

ランニングコストが高い

操作'性が悪い

単なるブーム

プライバシーの侵害

が心配

初期投資が高い

語学力が障壁

ハ ッカーが心配

情報発信 しても反応

がない

その他

43。0

40.2

31.7

∫ 22.0

14,5

12.3

6.0

2.3

1.8

3.7

郵政省資料により作成

(注)複 数回答方式による。

第1-4-51図

(携帯電話 ・PHSの 利 用形態)
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1日 数回 1週 間に数回 あまり使わない その他
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■ ■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

ている。 また、発信利用頻度 については、「/日!0回 以上 」及び 「1日 数回以上」の利用 において、

いずれの項 目において も携帯電話 ・PHS利 用者全体 の状況 に比べ高 くなっている。 さ らに、 月

額利 用額 について携帯電話・PHS利 用者 全体 と比較 してみ ると、データ通信利用者では7,726円 、

利用者全体で は6,171円 となってお り、データ通信利用者が大 口利用者 となっているこ とが分か る。

(イ)自 宅利用のニーズ

携帯電話 ・PHSを 自宅 において も利用す る層(以 下、「自宅利用者」 とい う。)は 、「受発信 と

もPHSや 携帯電話を利用す る」(6.4%)及 び 「発信 にPHSや 携帯 電話 を利用 す ることもあ る」

(26.1%)を 合 わせて携帯電話 ・PHS利 用者全体 の32.5%に のぼってい る。 この 自宅利用者 は、

20才 以上29才 以下が その約半数 を占めてお り、 また単身者 に多 く見 られる。

携 帯電話・PHSに 感 じるメ リッ トでは、自宅利用者 においては、「かけたい時 に連絡が取 れ る」、

「誰か らの電話なのか区別で きる」
、「他人に聞かれた くない話がで きる」といった、在宅時 に有効

なメ リッ トについて も携帯電話 ・PHS利 用者全体 に比べ評価が高 くなっているこ とが分 か る(第

1-4-52図 参照)。

第1-4-52図 携帯電 話 ・PHSの 自宅における利用状況

(自宅 での電話の使い分け)
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

(ウ)利 用上の問題点に対する意識

携帯電話 ・PHSの 普及の拡大 に伴 い、利用者の利用マナーの欠如、 自動車の運転等の その他

の行為 を しなが ら利用す る 「なが ら利用」 に対す る危険性等、様 々な問題点の存在が指摘 されて

いる。

ここで は、携帯電話 ・PHSの 利用上 の問題点 について、利用者 に対 してはそのような問題点

の指摘 に対 して どのように認識 しているのか、 また、未利用者 に対 しては、利用者 に対 しどの よ

うな問題点 を感 じているのか、それぞれの立場 にお ける意識 につ いて見 る(第1-4-53表 参照)。

利 用者 においては、「自分は気 をつ けて使っているので大丈夫」が圧倒 的に多 く、次 いで 「他人

が使っているのは気になる」、「迷惑 をかけている と思 うが使わざるを得ない」となってい る。これ

を性 別で見 ると、「自分は気 をつ けて使 っているので大丈夫」、「他人が使 っているのは気 にな る」

第1-4-53表 携帯電話 ・PHSの 利用上の問題点に対する意識

(利用者の意識)
目

分 は 一 つけているので

人が っているのは夙 になる
"曼
、 か けている は心 っが わ ざる ない

問_は るがUさ は 口てがたい
ったこ が ない人ほ 澗,_気 に る

の 一は 巳 だが 理さには えられない

目に るべ だ

その

王
40.9

18.1

13.6

6.8

6.3

4.2

3.3

6.7

'

42.2

18.3

13.1

6.0

6.3
4.3

3.6

6.3

'

35.4

17.4

15.8

10.4

6.6

3,8
2.2

8.2

(未利用者の意識
目

の 一中のU用 は につなが 巳

通 両に 中で の人の 土 、_見してい る

通言 してい る人の戸が っるさい
ム 、のエ 犀 に 弧 エ 間

'の はわが

'蕾 の 誤
おそれが 巳

'び し 目が っる さい

その

王

26.0

21.0

18.8

11.8

9.9

7.7

4.8

23.7

20.8

20.6

13.5

8.3

7.5

5.6

'

31.8
21.3

14.3

7.6

13.8

8.3

2.9
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等 において男性 が女性 を上回っているのに対 し、「問題点 はあるが便利 さは捨 てがたい」、「迷惑 を

かけているとは思 うが使 わざるを得ない」等 において、女性が男性 を上 回っている。 この こ とか

ら、男性 においては携帯電話 ・PHSの 利用を正 当化す る傾向があ り、女性 においては、利用 に

当た りまず周囲 に配慮す る傾向があ るこ とが うかが われ る。

未利用者 にお いては、「自動車の運転中の利用 は事故 につなが り危険」、「通話 に夢 中で周囲の人

の存在 を無視 している」、「通話 している人の声が うるさい」の順 に多 くなっている。これを性別で

見 る と、「通話 している人の声が うるさい」、「公共の空間に私的空間 を持 ち込 むのはわが まま」等

において男性が女性 を上回っている一方、「自動車の運転中の利用 は事故 につ なが り危険」、「精密

機器の誤作動 を招 くお それがあ り危険」等 において、女性 が男性 を大 きく上回ってい る。 このこ

とは、男性 の未利用者 においては利用マナーを重視す る傾向があ り、女性 の未利用者 においては

機能的な問題 を重視す る傾向があることを うかがわせ る。

1491■ ■



一 ■ll第1章 平成B年 情報通信の現況

オ 情報通信機器の個人専用化

私的時問 におけるインターネ ッ ト利用時の利用端末及び携 帯電話 ・PHSに つ いて、「自分専用」

で利用 している、端末の個人専用利用率 を見 る と、 それぞれ87.4%、90.6%と なってお り、いず

れ も個人専用利 用率が高 くなっている。

一方
、 これ らの端末の個 人専用利 用の状況 を年収 との関係で見 る と、 インターネ ッ トの利用端

末 においては、年収400万 円以上 の階層ではいずれ も専用利用率の平均 を超 えている。また、携帯

電話 ・PHSに お いては、高年収 階層 において も専用利用率の平均 を下回ってい る場合 もあるこ

とが分か る(第1-4-54図 参照)。

(%)
100.0

第1-4-54図 端末の個人専用利用率
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

この ことか ら、インターネ ッ トにっ いては、年収400万 円以上 の年収層においては、個人専用利

用化が一様 に進 み、 また、携帯電話 ・PHSに おいては、年収の多寡 に関 わ りな く個 人の必要度

に応 じて個 人専用利用化が進んで いるとい うように、新 しい情報通信端末の個 人専用利用率 と年

収 との間 には、相関関係 はあま り強 く働 かない と考 えられ る。

(3)社 会の情報化

社会の情報化の進展状況を見 るため、保健 ・医療 ・福祉、教育及び行政の三つの分野について、

次のよ うな先進的な取組事例 を紹介す る。

ア 保健 ・医療 ・福祉の分野

(ア)大 分県の遠隔医療支援システム

大分県で は、過疎化 ・高齢化の進展、無医地区 をは じめ とす るへ き地 医療等の地域医療 を取 り

巻 く環境 に対応す るため、郵政省の 「自治体ネ ッ トワーク施設整備事業」 によ り 「豊の国医療診

断支援 センター」 を整備 し、8年7月 か ら 「豊の国医療診断支援 システム」の利用 を開始 してい

る(第1-4-55図 参照)。

本 システムでは、豊の国医療診断支援センター と大分市内の6か 所の病院 ・診療所、!か 所の

へ き地 中核病院及び1か 所のへ き地診療所 をISDN回 線で結び、 テレビ会議 システム と医療 デ

ータベースシステムが利用で きるようになっている
。 これによ り、診察 に当た る医師が、遠隔地

にあ るシステム参加病院 に対 し、CT、MRI、X線 写真、心電図等の伝送 を伴 いなが ら、医療

相談 を行 うこ とがで きる。 また、本センターで は症例画像が蓄積 されてお り、24時 間検索す るこ

とがで きるようになっているため、 システムに参加 している病院 ・診療所問で多地点間症例検討

会が開催 された り、医師の論文作成の資料 として活用 されるな ど、医師の医療技術 の向上 に貢献

している。

第1-4-55図 豊の国医療診断支援センターシステム構成図

豊の国医療診断支援センター 大分医科大学
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■ ■巳1第1章 平成8年 情報通信の現況

(イ)大 月町の生活支援情報通信システム

過疎地 においては、都市部 に比べ高齢化率が高い一方、医療 ・福祉従事者 の不足が深刻 な問題

となってお り、適切 な保健 ・医療 ・福祉サービスの提供 を支援す る情報通信 システムの整備 に対

す る期待が大 きくなっている。

こうした背景の下、全国有数の高齢化率 を有す る大 月町(高 知県)で は、8年6月 、郵政省が

出資す る通信 ・放送機構 による 「通信 ・放送機構大 月町 リサーチセンター 」が開所 され、無線 と

有線 を組み合 わせた過疎地向 けの経済的な遠隔医療 ・福祉情報通信 システムの研究開発が開始 さ

れている(第1-4-56図 参照)。

第1-4-56図 大月町リサーチセンターシステム構成図
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■集会所

携帯型端末盤
■受信局

本 システムでは・大 月町役場・大 月町の病院・大 月健康管理センター、巡回診療所、高齢者宅

等 に・データ ・画像1青報 の送受信が可能な可般型巡回端末等 を、過疎地で も利用可能 な簡便 な無

線 ・有線 の通信 システムを組み合わせたネ ットワー クで結び、次 のよ うな様 々なアプ リケ_シ ョ

ンを一体的 に提供で きるよ うになっている。

① 遠隔診断

大 月町の病院 と巡回診療所の間で診療データ・レン トゲン写真等の伝送 を行 うこ とによ り
、

大 月町の病院 に蓄積 されているデー タを巡回診療所 において も活用。

② 遠隔介護支援

高齢者宅等への訪問介護者 と健康管理センター との間て＼ 保健 ・福祉 データの伝送
、 オン

ラインでの意見交換を行 うことによ り効率的 な介護 を実現。

③ 遠隔健康相談
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革旧一

各地域 の集会所 と町役場、健康管理センター との間で リアル タイムな映像 コ ミュニケー シ

ョンが利用で きるようになってお り、地域住民 に対す る健康相談サービスを提供。

④ 行政広報

同報系の無線通信 システムを利用 し、健康管理 センターか ら町民 に対す る広報サー ビスを

提供。

イ 教育の分野

谷汲村(岐 阜県)で は、都市 との情報格差是正等 を目的 として、郵政省の 「自治体ネ ッ トワー

ク施設整備事業」 によ り 「谷汲村 マルチメデ ィア館」 を整備 し、8年11月 か ら稼働 した(第1-

4-57図 参照)。

谷汲村マルチ メデ ィア館 は、谷汲村の教育の分野 にお ける情報化拠点の中核施設 として、地理

的 ・文化的条件等の異 なる他地域の学校の児童 ・生徒等 との交流 を目的 とした、学校間の交流等

に大 きな貢献 を果 たす ことが期待 されている。

開館以来8年 度末 までの期間において

谷汲村 マルチメデ ィア館で は、9年 度以

降のネ ッ トワー ク利用の開始 に先駆 け、

広 く村民が コンピュータ端末の操作やイ

ンターネ ッ トの利用方法 を体験で きるよ

う、学校教育のみな らず生涯教育の場で

の活用 も視野 に入れ、学校、家庭、職場

等の単位での端末操作教室を開催 してい

る。 また、既 にインターネ ッ ト上で情報

発信 を開始 している谷汲村のホームペー

ジ上 に掲載す るコンテン ト制作実習教室

等が盛んに実施 されている。8年 度末 ま

での本マルチメデ ィア館利用者数 は1日

平均9.2人 となってお り、村民の情報化 に

対す る関心の高 さが うかがわれ る。
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9年 度以降、谷汲村 マルチメデ ィア館 と村内の小学校3校 と中学校1校 をISDN回 線で結び、

各校 におけるインターネ ッ トの利用及びテレビ会議 システムによる学校間の交流授業や、村内の

小中学校 と村外の小中学校 とをテレビ会議 システムで結んだ遠隔地間の学校間での共同学習の実

施が予定 されている。

谷汲村 マルチメデ ィア館は今後、教育分野のほか、医療 ・保健 ・福祉、行政サー ビス等村内の

生活全般 における情報化の中核施設 として供用され る計画であ り、都市の病院 との ネッ トワー ク

による村民の健康管理、といった村民 に対す る各種サー ビスの提供 に向 け検討が進 め られている。

ウ 行政の分野

岡崎市(愛 知県)で は、情報化諸施策の統合利用による市民サービスの向上 を目的 として、郵

政省 の 「自治体ネ ッ トワーク施設整備事業」 により、市民生活 に密接 な関係 のあ る行政情報の一

元管理 を行 う 「岡崎市1青報 ネ ッ トワー クセンター」 を整備 し、8年11月 か ら稼働 している。

今後 本センターを既存のケーブルテレビ網等 によ り主要公共施設、小中学校等の教育 ・研究

機 関、他都市の情報 センター等 と結び、市民が家庭、学校、勤務先等の様 々な場所か ら必要 な時
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第1-4-57図 谷汲村 における情報通信システム構成 図
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第1-4-58図 岡崎市情報ネットワークセンターシステム構成図
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にいつで も情報 を入手で きるシステムを順次構築 して い く予定で ある(第1458図 参照)。

9年3月 末現在、岡崎市情報 ネ ッ トワ

ー クセンターで は、電話 ・ファクシ ミリ"崩

による住所 登録等の諸手続 き方法の案内、

慧商臨総難鱒隈醤
ター内 に設置された 「情報 ロビー 」が市

民 に広 く開放 され、端末 を利用 し本 セン

ターに蓄積 された情報 を検索す ることが

で きるよ うになっている。

岡崎市では、このような情報 システム

構築の計画段階 において、「地域情報化計

画 に関 す るア ン ケー ト調 査」(7年5

月)(注18)を実施 してお り、市民の情報 に対

す る要望が きめ細 か く把握 された本調査

聯 幽

L-1一 郵 黙

1一 鴎 盛 眩ll

塩 霜 ・鱗

概

嘲

●

岡崎市情報ネットワークセンターの情報ロビー全景

結果 は、情報提供 内容等 に反映 されている。8年11月 以来、電話 ・ファクシ ミリによる情報提供

サー ビスの利用 は1日 平均160件 、岡崎市情報ネ ッ トワークセンターの来館者数 は1日 平均119人

となってお り、市民の本 センターに対す る認知度が着実 に向上 していることが分 か る。

エ ワンス トップ行政サービスの海外における提供事例

現在、我が国においては、様々な行政手続 きや公的サー ビスに対す る手続 きは、 それぞれの行

政機関又は公的機 関の窓 口等で行ってお り、煩雑 な手間が必要 となってい る。国民の利便1生向上

の観点か ら、 こうした状況 に対応す るためには、複数の行政手続 きや公的サービスに対す る手続

きを、異 なる機関 に出向 くので はな く、身近な機関1か 所で同時 に行 うこ とがで きるワンス トッ

プ行政サー ビスが有効で ある。

海外諸国においては、情報通信技術を利用す るこ とによ り、郵便局を住民 と行政 の接点 として

行政の様 々なサー ビスを業務横断的 に提供 しよう とす る動向が見 られ る。主 な事例 の概要は、次

の とお りで ある。

(ア)米 国

米国では、米国副大統領 によ り提唱 された全米情報基盤(NII)及 び国家実績審査(NPR)

に基づいた、全米キオスクネ ッ トワー ク構想 を進 めている。本構想 は、 インターネ ッ トを活用 し

て行政サー ビスのネ ッ トワー ク(WINGS)を 構築 し、転居や職業紹介等の 日常生活 に必要 な

手続 きを1か 所で処理で きるようにす る ものであ る(第1-4-59図 参照)。

本構想 につ いては、省庁間キオスク委員会が計画 し、 その取 りま とめを米国郵便サー ビス(U

SPS)が 行 ってお り、郵便 局が政府 と市民の接点 となっている。USPSで は9年3月 末現在、

ノースカロライナ州 のシャー ロッ ト市等 において試行実験 を実施 中であ る。

また、9年3月 末現在、WINGSを 利用 した情報提供は既 に一般の利用 に供されている。本

システムでは、雇用、転居、健康管理、教育 といった国民生活 に密接 な関係のあ る場面 ご とに画

面上 に選択肢 を設けてお り、利用者 は行政側 の担当部門が どこで あるか を意識せずに簡単 に情報

提供 を受 けることがで きるようになってい る。
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第1-4-59図 米 国WlNGSの メニュー画 面

醗繋簿羅
H聯》sツ望 鷲

鷲環罪理
(イ)マ レイシア

マ レイシアで は、2020年 まで に先進国入 りを果た そうとい う国家長期計画 「ビジ ョン2020」 に

基づ き、国内の情報化が急速 に進 め られている。

郵便局 に設置された端末 を利用 したオンラインによる窓 ロサービスの提供 につ いては、1993年

8月 、パ イロッ トプ ロジェ ク トが開始 され、1996年 現在、全国の約600の 郵便 局で、運転免許証 の

更新、事業所登録証 の更新等約80の サービスが利用可能であ る。

利用者 は最寄 りの郵便 局で様 々な手続 きを行 うこ とがで きる一方、関係省庁で は、新 たな窓 口

を設置す るコス トを省 くこ とがで き、行政の効率化が図 られている。将来 に向 け、交通反則金納

付 の受入、企業年金の支払 い等 の取扱 につ いて も検討が進 め られている。

(4)国 民生活の情報化に関する国際比較

我が国 と情報先進諸外国 との問で、国民生活 のそれぞれの側面 において、情報化 に関す る比較

を行 った(各 項 目の出典 につ いては付表5、 付表6を 参照)。

国民生活の情報化 について、7年 にお ける我が国の状況 を100と して住宅用電話 回線加入率、携

帯電話(我 が国にお いてはPHSを 含む。)加入率、無線呼 出 し加入率、ケーブル テレビ加入率、

世帯 におけるVTR普 及率、世帯 におけ るパ ソコン普及率、パ ソコン通信加入率及 び世帯 にお け

る通信料支出の状況 を見 る(第1-4-60図 参照)。

住宅用電話回線加入率、携帯電話(PHS)加 入率、無線呼出 し加入率において、 シンガポー

ルの指数が最 も大 き くなってい る。 ケーブル テレビ加入率で は米国、次 いで ドイツが それぞれ我

が国の約7.2倍 、約5.4倍 となってお り、我が国を含めほかの国を大 き く引 き離 している。パ ソコ

ン普及率 につ いては、英国の指数が最 も大 きく我が国の約1.4倍 となってい る。

一 ■■1156



第4節 情報通信と社会経済構造の変革1■■一

第1-4-60図 国民生活の情 報化に関する国際比較
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(注)海 外 各 国 の通 信 料 支出 額 を円 換 算 す る際 に使 用 した 為替 レー ト(暦 年 平 均 値)は 次 の と お り
1米 ドル=94.10円(1995年)、1ポ ン ド=148.49円(1995年)、 ユマ ル ク=65.64円(1995年)

1シ ンガポ ール ドル=66.37円(1995年)

国名

携帯電話(PHS)加 入率

パソコン普及率

パソコン通信加入率

VTR普 及率

ヶ一ブ ルテレピ 加 入率

通信料支出額

電話回線加入率

無線呼出し加入率

日本

100.O

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100,0

米国
130.7

134.7

104.9

105.3

723.5

96.2

108.2

145.1

英国
95.8

138.7

13.4

101.6

66.7

57.7

101.4

15.2

ドイ ツ

38.7

122.0

59.8

67,3

538,3

58.5

101.7

9.7

シノカ"ホ 。一ル

142.5

78.0

113.7

22.2

136.2

lll.4

490.7

4▼ 地域における情報化の進展

昭和60年 度 に開始 された電気通信の 自由化か ら本年で12年 が経過 し、 この間、多 くの新規事業

者が市場 に参入 して、通信料金の低廉化や、ISDNやPHSを は じめ とす る新 しく多彩 なサー

ビスが実現 されて きた。

本項 においては、昭和62年 度か ら8年 度 までの10年 間 を とらえ、市町村 を単位 とす る 「地域」

という観点か ら、 その情報化の推移 と格差 について分析す ることによ り、 この電気通信の 自由化

に関す る評価 を試みた。

さらに、情報化 の重要1生が高 まる中で、各地方公共団体 において も、様々な情報化の取組が行

われてお り、合せてこの評価 も実施 した。

今回の調査で は、電気通信事業者及び放送事業者 によって整備 されて きた情報通信 インフラや

サービスの現状 を利用環境指標(注19)とし、また、各地方公共団体 によって整備 されて きた情報化の

現状 を開発整備指標(注20)として、 これ らを合せて地1或情報化指標 を作成 し、全国3,255市 町村(東
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一 ■■1第1章 平成8年 情報通信の現況

京都23区 を含む。以下 この項 において同 じ。)の情報化 の現状 につ いて評価 と分析 を行 った〔'ヒ21)(巻

末参照)。

また、 この分析 に併せて、郵政 省の地域1青報化施策の効果 について も評価 を行った。

(1)情 報化の現状

全国3,255市 町村の情報化の進展状況 を地」或i青報化指標 を用いて分析す ると、先進 的な一部地域

を除 き、 多 くの市町村が全国平均 よ り下位の レベル に集中 して位置 してい るこ とが分か る(第1

-4-61図 参照)
。

また、先進的な地域 にっいては、東京都23区 、政令指定都市、県庁所在地及び その近郊都市が

上位 を占めている(第1-4-62表 参照)。

さ らに、情報 化の進展 と格差 を分析すれば、市、町、村 の順 に情報化が進 展 しているが、「市」

につ いては、 その中で の格差が大 きい状況 にあ る(第1-4-63図 参照)。

第1-4-61図 地域情報化指標の分布
(市田f村)
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第1-4-62表 地域情報化指標の上位市町村

川頁位

1

2

3

4

5

6

6

8

8

8

都道府県

福岡県

兵庫県

大阪府
神奈川県

神奈川県

神奈川県

神奈川県

宮城県
愛知県

愛知県

市町村

北九州市

神戸市

堺市
藤沢市
横浜市
川崎市

相模原市

仙台市

名古屋市

豊.田 市

利用環境
指標(A)

36

39

40

38

41

42

38

34

36

36

開発整備
旨標(B)

32

24

22

22

18

16

20

22

20

20

地域情報化

才旨標(A+B

68

63

62

60

59

58

58

56

56

56
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順位

11

12

12

12

12

16

16

16

16

20

20

20

20

20

20

都道府県

北海道

東京都
東京都
神奈川県

大阪府

東京都
東京都
石川県

京都府
東京都
東京都

東京都
神奈川県

神奈川県
百岡県

市町村

札幌市

新宿区

墨田区

厚木市

岸和田市

江東区
世田谷区

金沢市

京都市

文京区

板橋区
江戸川区

鎌倉市
大和市
福岡市

利用環境

指標(A)
33

38

38

34

38

41

41

31

39

38

38

42

38

36

36

開発整備

指標(B)
22

16

16

20

16

12

12

22

14

14

14

10

14

16

16

地域情報化

指標(A+B)
55

54

54

54

54

53

53

53

53

52

52

52

52

52

52

規定最高点(満点) 47 42 89

郵政省資料により作成

第1-4-63図 属性別地域情報化指標の分布

(ポ イ ン ト)
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■ 巳■1第1章 平成8年 情報通信の現況

(2)情 報化の進展

過去10年 間の地域情報化の進展 を利用環境指標 を用いて以下の よ うな様 々な視点か ら分析す る

と、情報格差が地域 によ り拡大 してい る様子が うかが える。

ア 過去10年 間の時系列分析

利用環境指標 の平均点の推移 を見 れば、過去10年 間、着 実に情報化が進展 してい るのが分 か る。

しか し、過去10年 間全 く情報化が進展 していない地域 もあ る一 方で、情報化 が急速 に進展 して

い る地域 もあ り、両者の差 は拡大 している(第1-4-64図 及び第1-4-65図 参照)。

イ 人口規模別分析

利用環境指標 を人口規模別 に示 した ものが第1-4-66図 であ り、これを見 る と5年 度以降、

!0万 人以上.の都市 にお いては、情報化が急激 に進展 している。5年 度 は、携 帯 ・自動車 電話事業

者 によるサー ビス提供が全国各地 に拡大 し、インターネ ッ トの普及 も本格 的 に始 まった年であ る。

サー ビス普 及の黎明期 にあっては、事業者 に とって、収益が確保で きる都市部 中心 に整備が行 わ

れてい る様子が分か る(第1-4-67図 参照)。

ウ 都道府県別の情報化の進展状況

地域情報化の進展状況 を都道府県別 に見 る と、情報化の進展度 に差異 が生 じている。例 えば＼

北海道、宮城県、兵庫県及び福岡県の ように、政令指定都市があ る ところほ ど同一都道府県内 に

お ける差異が大 きい(第1-4-68表 参照)。

また、19の 府県 においては県庁所在地 よりも情報化が進展 している市があ り、必ず しも、各都

道府県の県庁所在地 にお いて情報化 が一番進展 してい るわけで はないこ とが分 か る(第1-4-

69図 参照)。

工 過疎地域の状況

過疎 地域(注22)と過疎地域以外の市町村 の地域情報化指標 の分布 について比較す ると、過疎地域 の

市町村 は、過疎地域以外の市町村 に上騨交し、指標値 が より低 い位置 に分布 している(第1-4-

70図 参照)。 また・過疎地域 と過疎 地域以外の市町村の過去10年 間の情報化 の推 移 を指標 のポイン

トで見た場合、年 々その差が広 がっている(第1-4-71図 参照) 。

この ように・過疎地域の市町村 においては、情報化 は着実 に進展 しているものの、過疎地域以

外の市町村 に比べて情報化が遅 れ・ その結果、徐 々に過疎地域以外の市町村 との格差 は拡大 す る

傾向 にあ る。

オ 地域情報化と各種指標との相関分析

情報化の進展 と市町村の有す る特性(財 政力、 人口、産業別就業 人 口比率、高齢者比 率)と の

相関 につ いて分析 を行 う。

(ア)財 政力指数

財政力指数(注23)と地域 情報化指標 の関係 を示 した ものが第1-4-72図 で あ る
。

地購 報化指標 は・財政力才旨数 との間に正 の相 関が見 られ、財政が豊か な地域 ほ ど地購 報イヒ

が進んで いる傾向が現れている。

(イ)人 ロ

人 口(注24)と地域1青報化指標の関係 を示 した ものが第1-4-73図 であ る
。

解 化の」蟹 は・人 口規模 との間1こ正の相 関が見 られ・加 が多い市田丁村 ほ ど儲 化が進んで

いる傾向が現れている(第1～4-65図 参照)。
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(ポ イン ト)
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第1-4-64図 利用環境指標の推移
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一 ■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-66図 人 ロ規模別利用環境指標の推移
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一 闘第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-69図 都道府県内の分布
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第1-4-70図 過疎地域と過疎地域以外の市町村の分布
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第4節 情報通信 と社会経済構造の変革ll■■■

第1-4-71図 過疎地域における利用環境指標の推移

(ポ イ ン ト)
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一 ■ll第1章 平成8年 情報通信の現況

第1-4-73図 人ロと地域情報化

(ポ イ ン ト)
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(ウ)産 業別就業人ロ比率

産業別就業人 口比率(注25)と地域情報化指標 の関係 を示 した ものが第1-4-74図 で あ る。

地域情報化指標 は、各市町村 ご との第一次産業就業人 口比率 との間 に負の相関が見 られ、第三

次産業就業 人口比率 との間には正の相関が見 られ る。 また、第二次産業就業人 口比率 との相 関は

見 られなかった。 この結果、第三次産業就業人口比率が高 い地域 ほ ど情報化が進んで い る傾向が

現れている。

我 が国の経済が ソフ ト化 し、第三次産業へのシフ トが進展 してい る今 日、情報通信 は各市町村

の産業基盤 として重要 な役割 を果た しているこ とが分か る。

(エ)高 齢者比率

高齢者比率(65歳 以上 の人口比率)(注26)と地域1青報化指標の関係 を示 した ものが第1-4-75図

であ る。

地域情報化指標 は、高齢者比率 との問に負の相関が見 られ、高齢者比率が高 い市町村 ほ ど情報

化が遅れている傾向が現 れてい る。

(3)郵 政省の地域情報化施策の効果

(ア)テ レ トピア

郵政省の代表的な地域1青報化政策であ る 「テレ トピア構想」(第2章 第2節2(7)参 照)の 効

果 につ いて・テレ トピア地域 に指定 されている市町村 とそれ以外の市町村の過去10年 間の情報化

の推移 を利用環境指標 を用 いて分析 した ものが第1-4-76図 で ある。

この結果・テレ トピア地域 にお いて民間事業者が整備す る情報通信 インフラやサー ビスの進展

度 に関 しては、過去一貫 して その他地域 よ りも高い状況 にあ る。
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第4節 情報通信と社会経済構造の変革lll一

第1-4-74図 産業別就業 人ロ比率と地域情報化
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一.ll第1章 平成8年 惰報通信の現況

第1-4-75図 高齢 者比率と地域情報化
(ポ イ ン ト)
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これは、例 えば、 テレ トピア構想の中核 をなすメデ ィアであ るケーブルテレビが 広 く普二及 し

ているこ とが その一 因 と考 えられる。 ちなみ に、 自主放送が5チ ャンネル以上で、 中継増幅機が

双方向機能 を有す るケーブル テレビが整備 されている4!7の 市町村 の うち、165の 市町村 がテレ ト

ピア地域 に指 定されている。

(イ)移 動通信用鉄塔施設整備事業

携帯 ・自動車電話が利用で きない地域(過 疎地域、辺地、高速道路 トンネル、地下街等)を 対

象 とす る 「移動通信用鉄塔施設整備事業」(第2章 第2節2(8)参 照)に おいて、過疎地域 にお け

る効果 につ いてその評価 を行 った。

現在、全国で1,208の 市町村 が過疎地域 に指 定されてお り、その うち、679の 市町村 において携

帯 ・自動車電話が利用で きる状況 にあ るが、 この うちの約9%に 当た る63の 市町村 にお いては、

移動通信用鉄塔施設整備事業 によ り携帯 ・自動車電話 の利用が可能 となってい る(第1-4-77

図参照)。

年々、携帯 ・自動車電話が利用可能 な市町村 は増加 しているが、過疎地域 にお いては、 それ以

外の地域 に比べ、 その整備 は遅れ る傾向 にあ る。今後 もこ うした事業者の インセンテ ィブが働 き

に くい地域 においては、公共事業 による政策効果が高 い ことが分 か る。

(4)地 方公共団体における地域情報化の取組

ア 地域情報化施策の目的

地方公共団体の情報化の 目的 を見 ると、「地域情報の地域外への発信」、「防災対策」、「行政サー

ビスの向上」が上位 を占めている(第1-4-78図 参照)。 地域情報化指標の上位100位 まで にお

いては、「行政サー ビスの向上」が、下位100位 まで につ いては 「地域情報の地域外への発信」が

i三目的 になってお り、両者 においては顕著 な差 が見 られ る(第!-4-79図 参照)。
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第1-4-76図 テレトピア地域における地域情報 化の推移

(ポ イン ト)
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第1-4-78図 地域情報化施策の 目的

(%)
40

35

30

25

20

15

10

5

0

35.0

15。8

18.3

13.3

1.8

19.4

6.1

289

34.7

31.2

11.2

28.5

2.0

11.2

1.5

の 地

発 域
信 情
・1艮

の
地

域
外
/＼

地

舞

纂

窪
信

情 住

躍 髪
差 流

窪 繋
lll発

化

地
域
の

国
際
化

地

越産

業
の
活
牲
化

教
育

施

策
の

向

i.

の 保 防
強 険 災
化 医 対
療 策

福
祉
体
制

行
政
広
報

促 行 サ 施 証
進 政!設 明
ヘ ビ の 書

の スPf

住 の 約 続
扶とr「11等 き
参 ヒの や
加 行 公
の 政 共

な 特
い に

具

体
的
な
目
的
は

み 特 そ
は に の
行 具 他
つ 体

て 的
い な

な 取
い り

組
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イ 地域情報化推進の問題点

地方公共 団体 のi青報化 を推進 す る上での問題点 を見 ると、「情報通信 インフラの整備が不十分」、

「情報通信 システムの開発整備 コス トが高い」
、 「専門知識が不足」が上位 を占めている(第1-4

-80図 参照) 。地域情報化指標の下位100位 まで については、「専門知識が不足」が大 きな問題 とな

っているのが分 か る(第1-4-81図 参照)。

第1-4-80図 地域情報化推進の問題点
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第1-4-81図 地域情報化指標 上位100位 及び下位100位 から見た情報化推進の問題点
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(注.1)

こ こで い う 「地 域」 とは、国際通信サ ー ビスの料金 区分上 の区分 けで あ り、 国又 は州等 の地域 を

指 す。

例 えば、米 国 とは米 国本 土 を指 し、 ア ラスカ、ハ ワイ等 とは区分 して いる。

(注2)

SPC(StoredProgramContro1)は 、 デ ジタル交換機 等で採 用 され る制御で あ る。交 換動作 に

必要 な手順 や方法が記述 された ソ フ トウェ アやデー タ をあ らか じめ記憶 装置 に入 れ てお き、 このプ

ログ ラム を1ス テ ップつつ読み 出 して交換処理 を行 う方式で あ る。

(注3)

複数役務の届出会社があるため、合計 は会社数を超 える。

(注4)

郵政省の所轄である通信産業における設備投資等の実態を把握す るために、総務庁承認統計調査

として年2回(現 在 は3月 と10月)実 施 しているものである。

(注5)

通信機械器具及び無線応用装置か ら無線通信機器(衛 星通信装置を含む。)を 除いた もの。

(注6)

変動係数 とは、各量の標準偏差 を平均値で割った もので、データの散 らば り具合 を数値化す るた

めの指標である。この値が大 きいほど地域間の格差が大 きいことを表 している。

(注7)

MA(単 位料金区域)と は、「その地域の社会的経済的諸条件、地勢及び行政区画を考慮 して通話

の交流上おおむね一体 と認め られ る密接な関係 にある地域か らなるもの」(NTT電 話サービス契約

約款)で あ り、全国に567あ る。同一MA内 の通話は、距離 にかかわらず、3分10円 の最低通話料金

が適用 される。

(注8)

実質国内総生産、名 目粗付加価値額及び雇用者の推計に当たっては、郵政省資料、産業連関表(総

務庁)、 産業連関表(延 長表)(通 商産業省)、 「国民経済計算年報」(経 済企画庁)、 「物価指数年報」

(日本銀行)、 「労働力調査年報」(総 務庁)を 参考にした。

(注9)

ここで は、労働生産性 を次のように定義 している。

労働生産性;実 質国内生産額÷雇用者数

(注10)

ここでの 「通信産業」の定義は次の とお りであ り、当該産業の設備投資額の算出は郵政省による

アンケー ト調査の結果 による。

(1)第 一種及び第二種電気通信事業者(一 般第二種電気通信事業者については、休止等を除 く資

本金3千 万円以上の株式会社)

(2)放 送事業者(日 本放送協会(NHK)及 びケーブルテレビ事業者(営 利型)を 含む。)

(注11)

ここでは、成長の要因を次のように分解 した。

当該産業の生産額
=(当 該産業の生産額/当 該産業の雇用者数)

×(全 産業の雇用者数/全 産業の生産額)

×(当 該産業の雇用者数/全 産業の雇用者数)× 全産業の生産額

上式のそれぞれの伸び率を取 り、次のように定義 した。
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当該産業の生産額の伸び率
=当 該産業の生産性の伸び率一全産業の生産性の伸び率(生 産性格差要因)

+当 該産業の就業構造ウエ イトの伸 び率(労 働 力集中要因)

+全 産業の生産額の伸び率(経 済成長要因)

この数値 は、 全産業 と比較 した場 合の 当該産業 の それ ぞれの要 因の寄'フー度の推移 を示 した もので

あ り、 実数の変化 を示 した もので はない.

(注12)

9年1月 に郵政 省が委託 して行ったア ンケー ト調査。

調 査方法:企 業 と企業間 の中間財の取 引 を除 くサ イバー ビジネ ス業者 に対 し、電fメ ールで

調 査票 を送付 し、電子 メー ルにて回収 した。

調査対象:イ ンター ネ ッ ト上 で、一般消費者 向 けのサ イバー ビ ジネ スを行 う業者 又は個 人

発送数:2,040

回 叫又:385(回 叫又率18.8%)

協 カ ー調査機 関:(株)野 村総 合研究所

(注13)

9年1月 時点で の調査デー タ。

(注14)

日本 は8年3月 時点 の推計値 。海外 は8年12月 時 点の予測値。

(注15)

郵 政 省資料 及びサ イバー ビジネ スケー スバ ン ク資料 によ り作成。

(注16)

企 業 系の プ ロジェ ク トにつ いては、都市銀行が 中心 とな ってい るプ ロジェ ク トを対象 とした。 な

お、数値 は9年1月 現在の値で あ る。

(注17)

LAN普 及 率 を除 く各数値 は、各国の人 口で割 った値。 日本=100と した。LAN普 及 率 は、LA

Nカ ー ド出荷 台数(3か 年累計)÷ パ ソコン出荷 台数(3か 年累計)で 算 出。ISDN普 及 率 は、

契約 チ ャンネル数 ÷人 口で算出。

通信収 入率の み1994年 の 数値で あ り、 それ以外 は1995年 の 数値。

インターネ ッ トに接続 され るホス ト数 は米NetworkWizards社 調 査 に よる。LAN普 及率 は、日

本 が 「パ ソコンLAN動 向 調査 平成8年11月 」((社 〉日本電子工業振 興協会)、 米国が 「情報 化 臼

書1995」((財 〉日本情報処理 開発協会編)、 欧州が 「EuropeanInformationObsavatory'96」 に

よ る。ISDN普 及 率 は、 日本がNTT資 料 、米国がITU資 料 、英 国がBT資 料、 ドイッがDT

資 料、 フランスがFT資 料 によ る。 その他はITU資 料 による。

(注18)

郵 政 省 が委託 して行 ったア ンケー トで 、8年12月 に ニ フティ(株)が 運営 す るパ ソコン通信サー ビ

ス 「ニ フテ ィサーブ 」加 入会員 を対象 に、情報 通信の利 用 による生活 全般 の変化並 びに インター ネ

ッ ト、PHS・ 携 帯電話 及び多チ ャンネル テレビ放送 の利 用状 況 について、同パ ソコン遁信ネ ッ ト

上 に調査票 を掲 示 し回答 を得 る方法 によ り調 査 された ものであ る。 回答 数は、3,417八(男 性2,580

人 、 女性837人)で あ る。

(注19)

岡 崎 市が7年5月 に行 ったア ンケー トで 、岡崎市 に在住 す る市民 の中か ら無作為 に抽 出 した15歳

か ら75歳 の5,000人 を対 象 に、情 報関連機 器類 の所有状況 、市が情報 を提 供 して いるサー ビスの利用

状 況、必要 とされ る地域情報 等、地域の情報 化 に対す る市 民の需要 について、郵送調査法で 行 った

もので あ る。 回答数 は1,840人(男 性773人 、 女性1,050入 、 不 明17人)で あ る。
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(注20)

通 信 ・放送 事業者が行 うインフラ整備 及びサー ビ スの提供 につ いて、 各市町村 ご との利 用環境 を

示 す もの。

以 下の16項 目につ いて、 各 メデ ィアの利 用環境 に応 じたポ イン トを集計 し、利 用環 境指標 と して

い る。

項 目

ISDN
"フ ァ イ バ

'
乃圧「亀 百

PHS

_諦9'し

パ ソコン通 言

イ ン タ ー 不 ッ ト

民 間テ レビ 父送

民間ラジオ 父送

ケーブルテ レビ

VICS

サ ー ビ ス

⊂ 組.、 、 で の Ψ 翫 み'

サ ー ビ ス

サ ー ビ ス 、

サ ー ビ ス 、

APが る 不 ツ ト 。1

APが る フ'ロ バ イ ダ'

チ ャ ン 不 ル 『「

字 解説 父送実 局'

AMチ ャ ン 不 ル 幽F

FMチ ャ ン 不 ル'

コ ミュ ニ テ ィFMチ ャ ン 不 ル'

国語 父送の実
サ ー ビ ス 、

コ ミュ ニ テ ィチ ャ ン 不 ル'

サー ビス区域

※ケー ブルテ レピについては、

者 を対象 と した。

寸 したポ イン ト

0

な し

な し

よ し

よ し

よ し

よ し

な し

0チ ャン不ル

0チ ャン初

0チ ャン初

0チ ャン不ル

0チ ャン不ル

0チ ャンネル

よ し

0チ ャン秘

な し

2

〕

)

)

つ

,

)

あ)

1～3チ ャンネル

1-3チ ャンネル

1チ ヤン初

1チヤン初

1チ ャン不ル

1チ ャン不ル

)

1チ ヤンネル

)

王 放送5チ ャン不ル以上で 、中継増 畠 血が双 口 餉

3

夏F,

=)

=)

つ

=)

つ

〕

4チ ャンネル以 上

4チ ャンネル以 上

2チ ャンネル以 上

2チ ャンネル'上

2チャン秘 ユ上

2チャン秘 ユ上

,

2チャン初 ユ上

ヒ る

なお、 それぞれの項 目の数値 は、62年 度か ら7年 度 について は各年 度末 で、8年 度 につ いては10

月現 在で集計 して いる。

(注21)

各 市町村 ご との情報 通信 システム等 の整備状況 を示す もの。

以 ドの21項 目につ いて、 それ ぞれ の整備状 況 に応 じたポ イン トを集計 し、開 発整備指標 として い

る。

理 、 目

イ ン タ ー 不 ッ ト

ア

プ

リ

ケ

1

シ

ヨ

ン

行

政

文化
教育

　

福祉

」一 一火

環境
産
業
そ
の

他

公 立 小 ・中 学 父の イ ン タ ー 不 ッ ト 久碗

町 』・の ホ ー ム ペ ー ジ

イ丁政悪 ロオンラインサー ピス

イ丁政情 醍 共システム

公 ハ 也設 ミ1・ 予 雅 シ ス テ ム

ワ横針 システム

地 図 情 ・.是 共 シ ス テ ム

図 書.胃 不 ッ トワ ー ク シ ス テ ム

電子 ヒ也設
学 父 教 目 圏・'シ ス テ ム

生涯学習支 麦システム

不 失療 ・ 畠 青`提 共 シ ス テ ム

返 箱 、 一矢 ∵ 品1一 又 い'シ ス テ ム

緊忌通 一システム
1り 之情 ・収 是 共 シ ス テ ム

環 兄情.一 是共システム

1笙 禾 情'・ ン ス テ ム

農7{ニ ミ情'シ ス テ ム

殆'・ 地p'情 一 是供 シ ス テ ム

求人 ・求 翫苛 是共システ ム

ボ ラ ン テ ィ ア 博`シ ス テ ム

寸 したポ イン ト

0

な し

な し

よ し

よ し

よ し

よ し

な し

な し

な し

な し

な し

よ し

よ し

よ し

よ し

な し

な し

な し

な し

よ し

よ し

2

)

〕

,

)

〕

,

〕

,

)

つ

,

)

,

♪

,

,

)

)

り

)

,

(注22)

本項の評価 と分析 は・利用環境指標・開発整備指標及びこれ らを合せた地域情報化指標 を構成す

る項 目と採点基準に基づ き実施 した もの。
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(注23)

1,208rr〒町 村 が過疎地域 に該 当 してい る (9年3月1日 現 在)。

(注24)

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額を基準財政需要額で除 して得た数f直の過去3

年間(5年 度、6年 度及び7年 度)の 平均但による。

(注25)

住民基本台帳人口 (8年3月31日 現 在)に よ る 。

(注26)

2年 の 国勢調査結果 による。

(注27)

住 民基 本台帳 八 口 (8年3月31目 現 在)に よ る 。

(付表4)家 庭の情報化指標の内容

指標名
情報装備指標

情 支 出 日示

内容
家庭における情報入手手段の 化の推移
1情 報 通 信機 器 の世 帯 当 た り保有 率

(対 象)

カ ラ ーテ レ ビ、衛 星 放 送受 信 装 置 、VTR、 ス テ レオ、 ワー プ ロ 、パ ソコ ン、プ
ッシュ ホ ン、CDプ レー ヤ ー、 フ ァ クシ ミ リ、 ラ ジオ カセ ッ ト、 ビデ オ カメ
ラ、 ビデ オ デ ィス ク プ レー ヤ ー、 カ ラオ ケ装 置 、 カ メ ラ、 カ ー ナ ビゲー シ ョ ン

2情 報通信 ネ ットワー クへ の世帯 当た り加入率

(対象)

住宅用加入電話、携帯 ・自動車電話 、PHS

放送 、ケー ブルテ レビ
無線呼 出 し、パ ソコン通信、衛星

家計消費支出における情報通信関連支出の推移(消 費者物価指数により実質化)
1情 報 通信 操 作 機 器 の購 入額

(対 象)

通 信機 器 、 テ レビ、 ス テ レオ セ ッ ト、 テ ー プ レコ ー ダー 、 ビデ オ テ ー プ レ コー

ダー 、パ ソ コ ン ・ワー プ ロ、 カ メ ラ、 ビデ オ カ メ ラ、 テ レ ビゲ ー ム

2情 報通信 ネッ トワークへの加入 ・継続料

(対象)

郵便料、電話通信料、放送受信料

3情 報 ソフ トウェアの購 入額

(対象)

オーデ ィオ ・ビデオデ ィス ク、オーデ ィオ ・ビデオ未使用テープ、オーディオ ・
ビデオ収録済テ ープ、新 聞、雑誌 ・週刊 誌、書籍、その他の印刷物

「家計調査年報」(総 務庁)「 消費動向調査」

白書」((財)余 暇開発センター)に より作成
(経済 企画庁)、 「通信利用動向調査」(郵 政省)、 「レジャー

(付表5)国 民生活の情報化に関する国際比較のデータ項目内容

項目

冊 屯言 日本 にお いてはPH
Sを 含む)加 入率

パ ソ コ ン'・

パ ソ コ ン通 信 日入 ・・

VTR日 及 ・・

ケ ー ブ ル テ レ ビ 日入 一

通信料 出
住 宅用 竜言 回藩 口入 ・・

_瀦 呼 出 し 口入'・

内容

冊 ・ 動 屯言 我が 国においてはPHS己 む 口入数/王 世

帯数

パ ソ コ ン

パ ソコン通 言 口入 王世

VTR世 冊 日及一

ケーブルテ レビ ロ入世冊 『/王 世冊

世冊'ノた りの 料及 び亀百 通 言サー ビス料 円

毛用 屯言回影/王 世冊

_、、呼 し 口入/王 世 冊
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(付表6)国 民生活の情報化 に関する国際比較のデータ出典

項 目

人口

世需数

需電言 日 に
おいてはPHSを

含む)加 入率

パ ソ コン 日及率

パソコン通信

加入率

VTR普 及率

ケーブルテレビ

加入率

通信料支出

住宅用電話回線
加入率

無線呼出し加入率

国名

日本

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日
'玉

英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日本

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日本

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日本

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日本

米国
英国
ドイ ツ

シンカ"ホ 。一ル

日本

米国
英国
ドイツ

シンカ"ホ 。一ル

出典

日本 ・言月報 総務庁
U.S.BureauoftheCensus

OfficeofPoulationCensusesandSurves

Statistischesahrbuch1996
lnrYrkfttiti1
日 ・言 月 総務 庁

..Brufthnu

OfficeofPoulationCensusesandSurvesよ り 言

Statistischesahrbuch1996

AnalsisofHouseholdsandHousinよ り 言

政'"し こ

CellularTelecommunicationsIndustrAssociation言 周

MobileCommunications

MobileCo㎜unications

SinaoreTeIecom'」 な

消 ・調 経1企 画庁

月刊 放 送 ジ ャー ナル1996.6'国 オ デ ッセ イ社調 べ

ReionalTrendsCentralStatisticalOffice

Statistischesahrbuch1996よ り 言

王 国 ハ.ソコンネット局 態 調 財 ニューメデ ィア開発 耳

Information&InteractiveServicesReort

侑 通 言ハ ン ドブ ッグ97版
楠 通 言ハ ン ドブ ック'97版

SinaoreTelecom"斗

消 ・調 緬 企画庁
StatisticalAbstractoftheUnitedStates1996

ReionalTrendsCentralStatisticalOffice
Statistischesahrbuch1996よ り 言

ASIAcom1996.4.30

政ノ"料

Television&CableFactbookAnual
NewMediaMarketsSe.14'95

NewMediaMarketsOct.24'96
YearbookofAsia-PacificTeleco㎜unications1996

琢言調 総理 一 言局
U.S.BureauofLaborStatisticsよ り 言

FamilSendin95-96
Statistischesahrbuch1996
ReportontheHouseholdExpenditureSurvey92/93よ り

推 計

主要統計'料 集」NTT
STATISTICSOFCO㎜NICATIONSCO剛ONC㎜IERS1995/96

BTAnnualReort

DeutscheTelekomAnnualReort

SinaoreTelecom9料

政ノ"料

情報通信ハ ン ドブ ッグ97版 」
MobileCo㎜unications

MobileCo皿munications

SinaoreTelecom噛 料

調査時期

84月
19957月

19947月

199412月

1 7

83月
1

1994

19944月

1995

83月
199512月

199512月

199512月

19963月

8
1995

1995

1995

76月

19956月

1995

1996
199512月

8

1994
1995

1995
1995

83月

199510月

19957月

19963月

19957月

7

1995

1995

1995
1995

8年3月
1995年12月

1996年3月
199512月

199512月

8年3月
1995年12月

1996年3月

1996年3月
19963月
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